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論文要旨 

 

本研究は，「CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究」と題し，鉄骨と繊維補強

コンクリートから構成される CES 合成構造システムの主要耐震部材の一つとして考え

られる CES 造耐震壁の構造性能の把握を主たる目的とした実験的および解析的研究で

ある。 

本論文は全 9 章から構成されている。 

 

第 1 章「序論」では，本研究の背景と目的を示すと共に本研究に関連する既往の研究

を整理した。既往の研究に関しては「CES 構造の開発過程」、「鉄骨鉄筋コンクリート造

耐震壁の構造性能および問題点」および「鉄筋コンクリート造耐震壁の復元力モデルに

関する研究」の 3 項目に分けて整理した。 

 

第 2 章「壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁の静的載荷実験」では，壁縦筋の

定着状態の異なる CES 造耐震壁を対象に静的載荷実験を行い，当該部材の基本的な構

造性能および壁縦筋の定着状態の有無が CES 造耐震壁の構造性能に及ぼす影響につい

て検討を行った。実験結果から，壁縦筋の梁への定着を省略しても CES 造耐震壁の最

大耐力は同程度の値を示しており，壁縦筋の定着状態は最大耐力にほぼ影響しないこと

が明らかとなった。また，最大耐力後の挙動では，壁縦筋の定着のない試験体は，1 層

梁下において壁板と梁とのずれが生じることで壁板のせん断変形が緩和されることで，

定着のあるものと比べて耐力が徐々に低下しており，壁縦筋の定着を省略した耐震壁は

定着したものと比べて緩やかに耐力低下する傾向を示した。 

 

第 3 章「壁縦筋の定着状態が CES 造耐震壁の内部応力状態に及ぼす影響」では，第 2

章において示した壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁を対象に二次元 FEM解析を

実施し，解析モデルおよび材料構成則の妥当性について検討を行った。さらに，解析結

果を用いて壁縦筋の定着状態の差異が内部応力状態に及ぼす影響について検討を行っ

た。解析結果は実験結果のスケルトンカーブ，破壊性状，および壁板と梁とのずれなど

の挙動を精度よく再現できることを示した。また，内部応力状態については，最大耐力

時において壁縦筋の定着状態によらず最小主応力分布および試験体脚部の面内せん断

応力度分布に特筆すべき差異は認められなかった。これは 1 層壁板と梁とのずれは最大

耐力を発揮した後に発生することから，最大耐力までに着目すると CES 造耐震壁の耐
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荷性能に及ぼす定着の有無の影響は小さいことを明らかにした。 

 

第 4 章「壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁の静的載荷実験」では，壁板

が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁を対象に静的載荷実験を行い，当該部材の基

本的な構造性能および壁板の偏心が CES 造耐震壁の構造性能に及ぼす影響について検

討した。実験結果から，壁板が柱に偏心して取り付いた試験体の最大耐力は無偏心壁試

験体と同程度の値となることが確認された。しかしながら，最大耐力後の挙動について

みると，せん断破壊先行型の偏心壁試験体は，壁板が柱に偏心して取り付いているため，

特に境界梁（2 層梁）のかぶりコンクリートに損傷が集中し，無偏心壁試験体と比べて

急激な耐力低下を示す傾向が認められた。一方，曲げ降伏先行型の偏心壁試験体は，壁

板が柱に偏心して取り付いていることから，圧縮側柱コンクリートの応力負担領域が小

さく，無偏心壁試験体と比べて脚部コンクリートの圧壊が早期に生じており，変形性能

が低下する傾向を明らかにした。 

 

第 5 章「CES 造耐震壁のせん断伝達メカニズムに及ぼす壁板位置の影響」では，壁板

が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁を対象に三次元 FEM 解析を実施し，第 4 章に

おいて示した壁板が偏心して取り付いた CES造耐震壁を対象に三次元 FEM 解析を実施

し，解析モデルおよび材料構成則の妥当性について検討を行った。さらに，解析結果を

用いて壁板の偏心度合いが内部応力状態に及ぼす影響について検討を行った。解析結果

は最大耐力までの復元力特性および各変形成分を概ね再現しており，壁板が偏心して取

り付いた CES 造耐震壁の挙動を概ね再現できることを示した。また，内部応力状態に

ついてみると，本論に示すような壁板の配置が側柱中心から大きくずれている場合，圧

縮側柱の負担せん断力は無偏心壁のものと比べて小さく，壁板から圧縮側柱脚部にかけ

てのせん断伝達性能は低下する傾向が認められた。一方，壁板が偏心配置されている

CES 造耐震壁でも，側柱中心位置が壁厚の範囲にある場合，圧縮側柱の負担せん断力は

偏心壁配置のものと比べて大きく，無偏心壁配置の耐震壁と同程度のせん断伝達性能が

期待できることを示した。 

 

第 6 章「壁横筋の定着がない CES 造耐震壁の静的載荷実験」では，壁筋の周辺フレ

ームへの定着を省略した CES 造耐震壁を対象に静的載荷実験を行い，当該部材の基本

的な構造性能の把握および壁横筋の定着状態の違いが CES 造耐震壁の構造性能に及ぼ

す影響についての検討を行った。実験結果から，周辺フレームへの定着を省略した試験
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体の最大耐力は壁縦筋の定着のみを省略した試験体と同程度の値となることが確認さ

れた。最大耐力後の挙動についてみると，せん断破壊先行型試験体では，周辺フレーム

への定着を省略した試験体は壁縦筋のみの定着を省略した試験体と比べて耐力低下の

勾配が緩やかとなり，変形性能の向上が認められた。両試験体ともに，最大耐力付近の

部材角から 1 層壁板と梁とのずれが生じているが，周辺フレームへの定着を省略した試

験体では，それに加えて 1 層壁板と柱とのずれも生じており，1 層壁板の損傷が軽減さ

れたことが原因だと考えられる。一方，曲げ降伏先行型試験体では，周辺フレームへの

定着を省略した試験体は縦筋のみの定着を省略した試験体と比べて早期に耐力低下が

認められた。しかしながら，周辺フレームへの定着を省略した試験体は縦筋のみの定着

を省略した試験体と比べてコンクリート強度が低く，側柱鉄骨の降伏強度が高いことか

ら，側柱コンクリートの圧壊が生じやすくなっており，このことから両試験体の変形性

能は同程度であることを明らかにした。 

 

第 7 章「CES 造耐震壁の各種強度計算法の検討」では，第 2 章，第 4 章，第 6 章にお

いて示した CES 造耐震壁の実験結果を対象に既往の RC 造耐震壁の各ひび割れ強度お

よび終局強度算定式の適応性について検討を行った。曲げひび割れ強度は弾性理論に基

づくひび割れ強度式を用いており，計算結果は実験結果を 30%程度過大評価しており，

スタブと 1 層のコンクリートを別々に打設した影響が認められる。せん断ひび割れ強度

は主応力式が実験結果との対応が最も良く，ばらつきが認められた試験体を除く試験体

の計算結果は±20%の範囲に収まる傾向が認められる。曲げ終局強度は一般化累加強度

理論式および略算式等によって概ね評価が可能となっており，本論に示す試験体の範囲

においてはいずれの算定式の計算結果に大きな差異はみられなかった。せん断終局強度

はトラス・アーチ理論式が実験結果との対応が最も良く，計算結果は実験結果を精度良

く評価することを示した。 

 

第 8 章「壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁の復元力モデル」では，CES 造耐

震壁の構造性能評価モデルを提案し，第 2 章において示した壁縦筋の定着状態の異なる

CES 造耐震壁を対象に静的荷重増分解析を実施し，解析モデルの妥当性について検討を

行った。CES 造耐震壁の復元力モデルは，両側柱の軸方向抵抗を表す 2 本のトラス要素

および壁板の曲げ，せん断および軸方向抵抗を表すビーム要素に置換する TVLE モデル

を採用した。側柱に H 型鉄骨を用いる CES 造耐震壁では，コンクリートおよび鉄骨間

の付着力が期待できないことから，Axial-Stiffness Model において側柱の引張側第一剛性
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は鉄骨の剛性の半分程度と仮定している。また，壁縦筋の定着のない試験体では，壁板

の引張側の軸剛性および強度をゼロとしたモデルを，定着がある試験体では，壁板の軸

抵抗に Axial-Stiffness Model をそれぞれ用いている。以上の仮定に基づいた解析モデル

は実験における履歴特性および各変形成分を最大耐力付近まで概ね再現することがで

きることを示した。 

 

第 9 章「本研究のまとめ」では，本論文全体をまとめ，今後の課題について示した。 
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第 1 章  序論 
 

1.1 研究の背景と目的 

 

本研究で検討対象としている CES 構造とは，Concrete Encased Steel 構造の略文字であ

り，繊維補強コンクリート（以下，FRC）および鉄骨から構成される新しい構造形式で

あり，高耐震性および施工コストの大幅な削減効果を有する建物の実現を目指すもので

ある。 

鉄骨鉄筋コンクリート構造（以下，SRC 構造）は，鉄骨構造（以下，S 構造）と鉄筋

コンクリート構造（以下，RC 構造）を合成した構造システムであり，地震被害の多い

我国において開発されたものである。SRC 構造には，S 構造と比較すると，RC 部分が

軸力を受け持つので剛性が大きくなること，鉄骨の周囲はコンクリートであるので耐火

被覆が省略できること等の利点がある。RC 構造と比較すると，断面中心に鉄骨が配さ

れているので耐力・変形性能の確保に有利という利点がある。一方で，SRC 構造は高い

性能を持った構造形式であるが，近年の New RC プロジェクトによって構造設計法が確

立されたこと，高強度コンクリートの製造・施工技術が飛躍的に向上したこと，SRC

造建築物自体の設計および施工の複雑さ等に伴うコスト高，工期の長期化の問題，さら

には 1998 年の建築基準法大改正に伴う法規制の変更等が相乗し，特に 2000 年以降，そ

の建設シェアは減少傾向を辿っている 1)（図 1.1.1 参照）。 
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図 1.1.1 構造種別毎の建物着工件数の推移 1) 
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一方で，1995 年の兵庫県南部地震において明らかにされたように，SRC 造建築物で

は柱脚部および内蔵鉄骨の継手部の耐力不足等，施工の困難さに起因する被害が少なか

らず見られたものの，充腹形鉄骨を内蔵した SRC 構造の総合的な耐震性能は他の構造

に比して卓抜しており，依然揺るぎないものである。このように，耐震性能に優れた

SRC 構造の適用頻度がその設計・施工の困難さ故に減少傾向にあることは，地震国であ

る我国において安心・安全で持続可能な社会を形成していく上で憂慮すべき事項である。 

このような状況を鑑み，日本建築学会・鋼コンクリート合成構造運営委員会では，2004

年に「SRC 構造の多様な利用法について考える WG」が設置され，それまでの SRC 構

造における問題点の分析がなされるとともに，21 世紀に適した新たな合成構造システ

ムが模索された。その結果，次世代の長期対応型構造を可能とする新しい合成構造シス

テムとして，鉄骨と繊維補強コンクリートのみで構成される CES 合成構造が最有力候

補に挙がり，2005 年に「CES 構造の実用化 WG」が設置され，当該構造システムの実

用化の可能性や問題点が検討された。その後，2007 年に「CES 構造性能評価小委員会」，

2011 年に「CES 構造性能評価指針検討委員会」を設置し，2015 年度に「CES 造建物の

構造性能評価指針（仮称）」2)刊行を目標に活動が進められている。 

CES 構造は，鉄骨に FRC のみを打設しただけの簡単な構造であり（図 1.1.2），SRC

構造と比べて鉄筋工事が不要なため，施工性の簡略化に伴う工期短縮およびコスト削減

が期待できる。また，鉄筋を配さないことから SRC 構造と比べて鉄骨の断面形状や継

手位置に自由度がある。さらに CES 部材は耐久性上のかぶりを確保できる範囲で鉄骨

断面を大きくとることができるため，同一荷重に対して SRC 部材と比べて断面を小さ

く設計することが可能である。 

 

 
図 1.1.2 CES 構造の概念 2) 
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既往の実験的研究より，CES 構造は安定した低軸力のみならず高軸力下においても安

定した履歴性状を示す事が明らかとなっており，高層建物等の大規模建築物への適用が

第一に考えられるが，低層住宅に対しても従来の壁式コンクリート住宅と比べて開口部

およびスパンを大きくとれることや，軽量鉄骨住宅の柱を CES 化するだけで中層化が

容易に図れることなどのメリットが考えられる。さらに，柱梁接合部において鉄骨によ

る安定した応力伝達がきたいできるため，構造形式のバリエーションも多く，CES 柱－

CES 梁架構はもちろんのこと，CES 柱－S 梁，CFT 柱－CES 梁等の異種合成構造架構（図

1.1.3）も容易に設計可能である。このように，CES 構造は大規模建物から低層建物に至

るまで幅広い適応が期待できる。 

図 1.1.3 CES 構造を用いた架構の構成例 2) 

 

一方，建築物の主要耐震部材のひとつである耐震壁については，CES 構造においても

剛性および強度を確保する上で非常に有効と考えられる。CES 構造と同様に柱および梁

に充腹型鉄骨のある SRC 造耐震壁は既往の研究や地震被害調査から高い耐震性能を有
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することが明らかとなっている。しかしながら，SRC 造耐震壁の最大の問題点は，周辺

フレームに鉄骨および鉄筋が配されていることによる壁筋の定着を確保し難いことで

あり 3)，それに伴い工期の長期化および高コスト化などが挙げられる。近年では，SRC

造耐震壁について周辺フレームおよび壁板との接合部のディテールに関する研究が行

われてきており 4)，CES 造耐震壁の開発を進めるにあたり CES 構造の特徴の 1 つであ

る施工性の簡略化を損なわずに高い耐震性能を確保することが最重要課題である。一方

で，文献 5)によれば，せん断ひび割れによる壁板の膨張を拘束することで耐震壁は靭性

を確保できることが示されており，そのためには，壁板内に壁筋を多く配筋することも

しくは剛強な周辺架構を有することが挙げられている。CES 構造は周辺フレームに鉄筋

を配さないことから SRC 構造と比べて鉄骨断面を大きくとることができることから剛

強な周辺架構を有していると判断でき，壁板は周辺フレームによる拘束効果によってせ

ん断力に対して粘り強く抵抗できることが考えられる。また，周辺フレームの拘束効果

が高いことから，壁縦筋の梁への定着を省略したとしても耐震壁の性能を十分に発揮で

きることが考えられる。 

以上の背景を踏まえて，本研究では，CES 構造の構造性能評価法の開発に資する基礎

資料の整備を目的として，以下の点に着眼を置き研究を進める。 

 

1. CES 構造の高い構造性能を活かし，CES 周辺フレームと壁板との定着を省略し，

施工性を大幅に簡略化した CES 造耐震壁の開発 

 

2. CES 造耐震壁の二次元および三次元 FEM 解析モデルの開発，および解析結果か

ら当該部材の応力伝達機構の把握および壁縦筋の定着の有無および壁板の偏心

配置が構造性能に及ぼす影響の確認 

 

3. 静的荷重増分解析および時刻歴応答解析等に用いる CES 造耐震壁の構造性能評

価法の開発および実験結果との比較検討 
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1.2  CES 構造部材の開発過程 

 

本項では，既往の CES 構造の開発過程について示す。CES 構造は鉄骨およびコンク

リートのみから構成される誰でも思いつきそうな構造システムであるが，未だ実用化さ

れていない理由の一つに無筋コンクリートの損傷制御の問題がある。そこで，既往の研

究においては，まず，コンクリートの損傷制御を最優先課題として CES 構造に用いる

コンクリートについてのフィジビリティスタディーが行われてきた。 

 

1.2.1  高靭性型セメント系複合材料を用いた鉄骨コンクリート合成構造柱の開発 6) 

 

高橋，前田，倉本らは SRC 構造の施工の合理化を目的に，鉄骨とコンクリートのみ

から構成される合成構造（以下，SC 構造）を開発するため，SRC 構造および普通コン

クリートの代わりに高靭性型セメント系材料である PVA-ECC を用いた SC 構造の柱部

材の静的加力実験を行った。その結果，SC 構造柱は SRC 構造と同程度の耐力および靭

性に富む良好な復元力を有することを確認し，SC 構造の実用化の可能性を示している。

しかしながら，PVA-ECC は骨材が入っていないことから部材の剛性が低いことや

PVA-ECC を製造すること事態が困難であることなどの問題点も同時に指摘されている。 

 

1.2.2  繊維補強コンクリートを用いた鉄骨コンクリート合成構造の構造性能に関する

研究 7) 

 

足立，倉本，川崎らは前述の SC 構造柱の問題を解決するために，PVA-ECC に代わっ

て FRC を用いることを提案し，CES 構造に用いる FRC を選定するために調合実験およ

び静的載荷実験を行った。実験には，ビニロンファイバーおよびステンレスファイバー

を用いており，いずれにおいても，SRC 構造と同等の優れた履歴特性が得られた。また，

PVA-ECC を用いた柱部材において見られた初期剛性および乾燥収縮等の弱点も改善さ

れており，施工性についても問題ないことを示した。これにより，CES 構造のコンクリ

ートには PVA 繊維を用いた FRC が使用されることとなった。 
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 SRC SC SC(PVA-ECC) CES(ビニロン) CES(ステンレス) 

図 1.2.1 フィジビリティスタディーの結果 6),7) 

 

1.2.3  高軸力を受ける CES 構造柱の構造性能 8) 

 

足立・倉本・川崎・柴山らは CES 構造の構造性能に軸力がどのような影響を及ぼす

かを把握するため，軸力比をパラメーターとして実験を行っている。軸力比 0.32 およ

び 0.57 の一定軸力下で載荷した試験体を 2 体，および軸力比-0.32～0.57 の変動軸力を

載荷下試験体１体とした。CES 柱は高軸力下においても R=1/20rad.の大変形に至るまで

安定した復元力特性を示した。柱の剛性およびエネルギー吸収能力は作用軸力が高くな

るほど増加する傾向が認められた。 

以上のことから，CES構造はSRC構造と同等以上の構造性能を有する傾向がみられ，

実用化に向けて柱部材だけでなく，柱梁接合部，2 層 2 スパンフレーム耐震壁および袖

壁付き柱部材などの開発研究が進められた。また，CES 構造は普通軸力レベルのみだけ

でなく，高軸力下においても安定した履歴特性を有する傾向が認められ，高層建物への

適用の可能性を示した。 



 
CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 

第１章 序論 

 

 
 - 7 -

1.2.4  H 型鉄骨を用いた CES 構造柱の構造性能 9) 

 

前述までの研究は大半が十字型鉄骨を用いており，H 型鋼材を用いた研究は極僅かと

なっている。松井，藤本，倉本らは，軸力比，鉄骨量およびせん断スパン比に着目し，

静的載荷実験を実施した。実験結果から，せん断スパン比が 2.5，2.0 の試験体は曲げ終

局強度計算値とほぼ同等の最大耐力を示し，CES 柱の曲げ耐力は一般化累加強度理論に

より評価可能であることを示した。また，せん断スパン比が 1.0，1.5 となる試験体の

CES 柱せん断耐力は，簡略化せん断耐力式におけるコンクリートアーチの有効幅係数を

低減することにより概ね評価であることを示した。 

また，その後も鉄骨の座屈挙動の抑制に着目し，鉄骨にバンドプレートを取り付けた

CES 柱 10)，鉄骨フランジ幅および厚さ，および繊維量を変数とした CES 柱の静的載荷

実験 11)を行い，当該部材の構造性能評価法 12),13)について検討が進められている。 
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図 1.2.2 試験体形状 9) 
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図 1.2.3 各試験体の荷重－変形関係 9) 
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1.2.5  CES 造柱梁接合部の開発研究 14) 

 

松井，倉本らは，CES 構造の実用化に向けて CES 柱梁接合部の開発も行っており，

破壊形式をパラメーターとしての十字型接合部の静的載荷実験を行っている。実験結果

では，梁降伏先行型試験体は大変形時においても安定した履歴特性を有することを示し，

接合部せん断破壊型試験体ではパネルゾーンコンクリートの損傷に伴い耐力低下する

傾向を示した。 

他に，ト型接合部 15)，スラブ付き接合部 16)，接合部せん断余裕度 17)および軸力比 18)

についての実験的研究も行っており，CES 柱梁接合部の検討が進められている。また，

文献 19)では CES 柱梁接合部の耐力評価手法についても検討されており，曲げ終局強度

は一般化累加強度理論 5)により概ね評価可能であることが示されている。さらに，FEM

解析によってパネルゾーンの応力状態について検討を行い，SRC 規準式を洗練したせん

断終局強度式が提案されている。 

また，最近では，パネルゾーンに作用する軸力の影響を確認するため 3 次元 FEM 解

析が実施されており，最大耐力は作用軸力による影響はほとんどみられないことなどが

明らかになっている 20)。 
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図 1.2.5 実験結果 
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1.2.6  2 層 2 スパン CES 構造平面架構の構造性能 21) 

 

倉本，松井，田口らは上記までに記してきた研究を基に，CES フレームの構造性能の

把握および構造性能評価法に資する技術資料の蓄積を目的として，実大の 1/2 スケール

の 2.5 層 2 スパンの CES フレームの実験を行った。また，この実験は CES 構造の構造

性能評価において必要となる荷重増分解析および時刻歴応答解析に適用できる部材モ

デルを検討するベンチマークテストという位置づけも有している。 

実験結果では，CES フレームは，FRC を使用することにより大変形時においてもか

ぶりコンクリートの剥落がほとんど認められず，優れた損傷抑制効果を有しており，最

終変形においても最大耐力の約 90％程度を保持しており，靭性に富むきわめて耐震的

な構造であることが示された。また，市販の構造解析プログラムを用いた解析では，柱

を MS モデル，梁を材端バネモデルおよび接合部をパネル要素でモデル化し，実験結果

を精度よく模擬できることが示されている。 
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1.2.7  既往の CES 構造各部材の実験結果 

 

これまでに行われた CES 構造部材の実験結果を表 1.2.1 から表 1.2.4 に示す。ここで，

CES 柱および CES 柱梁接合部における CES 梁部材の曲げ終局強度は一般化累加強度理

論 5)によって算定し，CES 柱のせん断終局強度 Qsuは文献 9)に示される簡略化式（式

(1.2.1)）を用いて計算した。また，CES 柱梁接合部の接合部パネルせん断強度 Qpu（式

(1.2.6)）は文献 19)に従って算定した。以下に，その算定方法を示す。 

 

＜CES 柱のせん断終局強度＞ 

 

 sussucsu QQQ   (1.2.1) 

 
2

tan B
suc DbQ

   (1.2.2) 

 0.1
'

5.0 





 

b

b  (1.2.3) 

 
D

l

D

l







 1tan

2

  (1.2.4) 

 
3

ysw

wwsus dtQ


  (1.2.5) 

 

ここで，cQsu：コンクリート部分のせん断終局強度，sQsu：鉄骨ウェブのせん断降伏強

度，θ：アーチ機構の角度，b および D：柱の幅およびせい，b’：コンクリートの有効幅

（H 形鉄骨強軸の場合 b-bf，十字形鉄骨の場合 b-sD），σB：コンクリート強度，l：柱の

内法スパン，tw：鉄骨ウェブ厚，dw：鉄骨ウェブせい，swσy：鉄骨ウェブ降伏強度，bf：

鉄骨フランジ幅，sD：鉄骨せいである。 

 

＜CES 柱梁接合部の接合部パネルせん断強度＞ 

 

   pu

bc

b
puc Q

ljhjl

lj
Q 


  (1.2.6) 

 
3

2.1 A
AFQ swysw

eccJsJpu





  (1.2.7) 
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 





 

100

6.3
8.1,12.0min

F
FF csJ  (1.2.8) 

 ececec dbA   (1.2.9) 

 

ここで，cQpu：Qpuの柱せん断力換算値，jb：梁の有効せい（梁鉄骨フランジ重心間距

離），jc：柱の有効せい（柱鉄骨フランジ重心間距離），l：梁長さ，h：柱高さ，JFs：コ

ンクリートのせん断強度，jδc：接合部の形状係数（十字型は 3，ト型は 2），cAe：接合部

有効断面積，swσy，接合部鉄骨ウェブの降伏応力，swA：接合部鉄骨ウェブの断面積，Fc：

コンクリートの圧縮強度，cbe：接合部コンクリートの有効幅（柱幅と梁幅の平均値），

cde：接合部コンクリートの有効幅（柱せいと柱鉄骨せいの平均値）である。 
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図 1.2.8 CES 柱および梁寸法 

 

終局強度計算結果から，CES 柱部材の曲げ終局強度は一般化累加強度理論によって精

度よく評価可能となり，せん断終局強度も簡略化式によって概ね評価が可能である。 

一方，CES 柱梁接合部における梁の曲げ終局強度は CES 柱部材と同様に一般化累加

強度理論によって評価可能となり，接合部せん断強度も式(1.2.7)によって安全側に評価

することができる。 

以上の実験的および解析的研究の成果により，CES 構造は優れた復元力特性および安

定した履歴性状を示し，高い耐震性能を有することが認められた。 
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1.3  鉄骨鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能および問題点 

 

本項で取り扱う SRC 造耐震壁は周辺フレームが SRC 構造で壁板が RC 造を対象とし

ており，既往の実験的および解析的研究について示す。 

 

1.3.1  鉄骨鉄筋コンクリート構造耐震壁 27) 

 

鉄筋コンクリート造耐震壁については数多く存在するが，側柱を SRC 構造とした

SRC 造耐震壁の研究は 1960 年代以前ではほとんど行われていない。その理由として，

既往の RC 造耐震壁の性質と本質的な相違があまりないことが指摘されたからである。

しかしながら，谷らは，RC 構造と比べて架構のせん断抵抗の大きい SRC 構造における

耐震壁の性状は壁面内にひび割れを許した後の塑性域において，架構自体の持つせん断

変形拘束性状が期待できると考え，SRC 造耐震壁の開発研究に着手した。その中で，特

に，1. SRC 構造による架構のせん断変形拘束効果および RC 造による架構との比較，2. 

壁筋の効果，3. 耐震壁の負担せん断力および 4. せん断剛性に着目し，弾性から塑性域

にわたる変形および破壊性状の立場から考察を行ってきた。 

試験体の形状はすべて正方形架構体とし，耐震壁試験体，鉄骨ブレース試験体および

コンクリートブレース試験体の実験を行った。試験体は実大の 1/6 スケールである。 

この実験で取り扱った試験体の壁筋比は 0.13%と非常に少なく，最大耐力にほぼ影響を

及ぼさない傾向を示した。また，耐震壁の初期ひび割れ発生後は，周辺架構が壁の面積

膨張拘束の役目を果たすことを指摘しており，特に，SRC 構造においては周辺フレーム

において耐力および靭性を確保できるため，耐震壁の耐力上昇を期待できることを示し

た。 
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表 1.3.1 試験体概要 27) 

 

 
図 1.3.1 試験体形状 27) 

 
図 1.3.2 実験結果 27) 
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上記に示すように，せん断ひび割れ発生の後，付帯フレームの拘束効果によって耐震

壁のせん断伝達機構が形成されるという考え方は今日においても継承されており，文献

5)において耐震壁のせん断抵抗機構は図 1.3.3 のように仮定されている。 

以下に，同文献に示される耐震壁のせん断終局耐力の算定式を示す。 

 

wp・wσy+wτU

45°

= +

QU

 

図 1.3.3 壁板のせん断ひび割れ後のせん断抵抗機構 5) 

 

＜SRC 規準式＞ 

SRC 規準に示される耐震壁のせん断終局強度式は，45 度を仮定したコンクリートの

圧力場と壁筋によるトラス機構および，周辺骨組の拘束により壁板コンクリートに圧力

場が形成される相互作用を取り入れた強度式となっている（図 1.3.4）。 

 

  21 ,max UWUWUW QQQ   (1.3.1) 

   sWWUW FltrQ  11  (1.3.2) 

 

ここで，βは壁板内の平鋼筋かい，形鋼筋かいおよび鋼板入りの場合の係数で，壁板

が RC 構造の場合は 0 とする。 

 

   UsUWUWUW QQQQ  '
2

'
12 ,max  (1.3.3) 

 

ここで，sQU は壁板内の平鋼筋かい，形鋼筋かいおよび鋼板入りの負担せん断力で，

RC 壁板の場合は 0 とする。 

 

 





 

50
0.1,067.0min c

csW

F
FF  (1.3.4)
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    ',min ''

1
ltpFrQ WUWYWWsWW U
   

 





 

h

l
QQ UBSUCS ,min

2

1
 (1.3.5) 

 

ただし，式(1.3.5)において耐震壁の両側に壁がない場合，CSQU，BSQU は原則として 0

とする。 

 

  ccsW FFF 13.1,25.0min'   (1.3.6) 

 





 

h

l
RRQ UBTUCTUW ,min'

2  (1.3.7) 

 

ただし，耐震壁の一方に壁がない場合，式(1.3.7)において CTRU，BTRUは原則として 0

とする。 

 

 









 UCS

W

bCS
UBS

W

sBS
UCS

W

bCS
UBS

W

bBS
UW Q

ht
Q

lt
M

ht
M

lt

 ,,,min
22

 (1.3.8) 
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WQ'2=γ･WτY･Wt･l'

WQU

WQU1 max(WQ'U1, WQ'U2) sQU

+
鉄筋コンクリート部分の耐力

WQ'U1 WQ'U2

開口が小さい場合の耐力 開口が大きい場合の耐力

WQ0 RA

γ･WF's･Wt･l'

+

WQ'1=γ･Wp･WσY･Wt･l'

+
CST

BST

CST

BST

ひび割れ前の耐力
ひび割れ後の耐力

周辺骨組の耐力壁板の耐力

壁板の拘束が十分に
大きい場合

開口が大きい場合の耐力

壁板の拘束が十分に
大きくない場合

コンクリートの斜め圧縮耐力
壁筋の引張耐力

周辺骨組の拘束
力で決まる耐力  

図 1.3.4 耐震壁のせん断設計のフロー5) 
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上記の他にも耐震壁のせん断抵抗機構は，直交異方性弾性板理論 28)，周辺骨組を弾性

体とする理論 29)および塑性理論 30),31)32),33)によるものがある。これらの理論の共通の考え

方の一つに，斜張力ひび割れが生じたコンクリート壁板は水平軸に対して 45°方向の圧

縮束として作用し，その圧縮反力を周辺フレームの拘束力と壁筋の引張力によって抑え

ると考えるものである。 

次に，耐震壁のせん断抵抗機構として広く用いられているトラス・アーチ理論を仮定

した塑性理論について概説する。この理論は RC 造耐震壁のせん断抵抗機構として開発

されたものであるが，SRC 造耐震壁においても適用可能である。 

 

1.3.2  耐震壁の塑性理論 

 

(1)  加藤・称原理論 30) 

 

称原および加藤は軸力，曲げおよびせん断力を受ける RC 造耐震壁の終局耐力をせん

断補強筋のシステム（トラス機構）とコンクリートの圧力場のシステム（アーチ機構）

と称する 2 種類のせん断抵抗機構（図 1.3.5）を仮定し，それらの加え合わせにより求

める。 

 

wN

wN
wQ

wQ

φ

βt

αSy αSy

kαSy kαSy

D
D'

l

wN

tN

tQ

tQ

θ

(1-β)t

Cf

Tf Cf

D
D'

l

x

Tf

Tw

Tw

Nc

tM

tM

Dc

Bc

 

 トラス機構 アーチ機構 

図 1.3.5 釣合いモデル 30) 

 

＜トラス機構の負担力＞ 

 

トラス機構は柱の主筋，せん断補強筋および圧縮力に抵抗するコンクリートによって
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形成し外力に対して抵抗するものとする。 

コンクリートは φ=45°の傾きを持つ切片を想定し，一軸圧縮力を負担して，せん断

補強筋の応力と釣合う。その応力度は一軸圧縮強度 Fc とし，釣り合いに必要なコンク

リートの仮想壁厚 β･t とする。 

脚部における柱主筋の応力がその降伏応力 Sy=at･rσyの α倍とすると，力の釣り合いか

ら次式が求まる。 

 

 cywwww FDtDtPNQ  '
2

1
'   (1.3.9) 

 







1

'
lQ

DSM w
yw  (1.3.10) 

 

式(1.2.18)および(1.2.19)より，  

 

  








1y

ywwh

T

ltp
，

c

ywwh

F

P 





2
（0≦α，β≦1） (1.3.11) 

 

＜アーチ機構の負担力＞ 

 

上記に示したトラス機構の負担力を除く RC 耐震壁に残る余力として，柱主筋の残部

2(1-α)Sy，壁縦筋 Sw=Pwv･wσy･t･D’，柱コンクリートの圧縮耐力 2C0=2(Bc-t)Dc･Fcおよび壁

の残余圧縮耐力 N0’=(1-β)t･Fc･D’がある。これらを用いてモデルを構成する。 

このシステムに作用する軸力 tN は耐震壁に作用する軸力から前述のトラス機構の軸

力 wN を差し引いて，tN=N-wN となる。力の釣合いから以下の式が得られる。 

 

 cos cwfft NTCTN  (1.3.12) 

     MDxlNDCT tcff   2tan2cos'  (1.3.13) 

 sinct NQ   (1.3.14) 

 cos'  xFtN cc  ただし，  tt  1'  (1.3.15) 

   lQM tt 1  (1.3.16) 

 

上記の式より，tM，Nc，x，tanθを消去すると， 
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



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1
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0
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0

'
0

'
0









N

TCTNNCTNTCTNN
Q wfftffwfft

t  

 (1.3.17) 

ここで，
D

l
 ，

D

D'
  

 

耐震壁の耐力はトラス機構の耐力 wM とアーチ機構の耐力 tM の和で与えられる。加

藤・称原理論では，精解を得るために繰り返し計算が必要で有ることから，既往の実験

式 63)と比べて非常に煩雑であるが，解析精度は良いとされている。 

 

(2) 若林・南理論 31) 

 

若林・南理論においてもはり機構（一般的にトラス機構と呼ばれる）とアーチ機構の

混在を仮定し，累加強度理論を応用して RC 部材のせん断強度理論解を導いている。本

項においては若林・南理論の基本的な理論について概説する。 

 

＜はり機構による bn－bq 相関関係＞ 

 

はり機構は，主筋，せん断補強筋およびコンクリート斜め圧縮束材で構成されている

ものと仮定し（図 1.3.6），材端に作用する力は釣合条件 

 

   2dTCM bbb   (1.3.18) 

 TCQN bbbb   (1.3.19) 

 LMdbQ bDbbb  22  (1.3.20) 

 

と与えられる。一方，せん断補強筋に生じる引張応力度 σw とコンクリート圧縮束材に

生じる応力度 bσDとの間に次の関係が成立する。 

 

 wwDbb pbb   2  (1.3.21) 
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従って，式(1.2.27)から(1.2.29)より， 

 

    12 1  dNTQ bbb   (1.3.22) 

    12 1  dNCQ bbb   (1.3.23) 

 

ここで，d1=d/D，η=L/D とする。また，式(1.3.20)および(1.3.21)より， 

 

 wwb pdbQ   (1.3.24) 

 

主筋の引張もしくは圧縮降伏によって決定されるはり機構の bn－bq 関係は式(1.3.22)

および(1.3.23)において，bT=bC=at･σyとし，両辺を bDFc で無次元化することによって， 

 

    12 1  dnq bb   (1.3.25) 

    12 1  dnq bb   (1.3.26) 

 

として与えられる。一方，せん断補強筋の引張降伏によって決定する bn－bq 関係は式

(1.3.24)において σw=σwyとし，両辺を無次元化することによって次式となる。 

 

 1dqb   (1.3.27) 

 

なお，はり機構を形成するのに必要なコンクリートの圧縮束材の幅 bb は bσD=Fcの条

件下で式(1.3.20)より， 

 

  cbb FdQb  2  (1.3.28) 

 

となる。 

 

Fc

Fc

bT

bC
bQ

bM

bN

bT

bC
bQ

bM

bN
bσ bτ

bσ
bτ

 
図 1.3.6 はり機構のせん断抵抗機構 31) 
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＜アーチ機構による an－aq 相関関係＞ 

 

アーチ機構は部材幅からはり機構で用いたコンクリート幅を減じた幅 ab を部材幅と

し，無筋コンクリートで構成されているものとする（図 1.3.7）。材端に作用する力の釣

合条件より， 

 

   21 DkNM aa   (1.3.29) 

  2cos Daaa DkbN  (1.3.30) 

  cossin  Daaa DkbQ  (1.3.31) 

    k 1tan  (1.3.32) 

 

と与えられる。 

コンクリートの斜め圧縮材に生じる圧縮応力度 aσDがコンクリートの一軸圧縮強度Fc

に達したとき，アーチ機構による強度が発現されると仮定すると，an－aq 方程式は式

(1.3.30)から(1.3.32)から k および θを消去し，無次元化することで， 

 

 
 

2

14 12
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1 b

b

bnn
q a
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aaa
a















   (1.3.33) 

 

と求められる。 

 

Fc

Fc

aQ

aM

aN

aQ

aM

aN

aσ aτ

aσ
aτ

θ  

図 1.3.7 アーチ機構のせん断抵抗機構 31) 

 

以上に示すはり機構とアーチ機構による強度の累加によってRC部材のせん断強度が

与えられる。若林・南理論におけるせん断強度式は，加藤・称原理論とは異なり繰返し

計算を必要とせず，常にせん断強度を陽な形で算定できるという利点を持ち合わせてい

る。しかしながら，若林・南理論では，断面解析より求まる曲げ終局強度に対して常に

小さい値をとることが指摘されている。 
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(3) 壁谷澤らによるせん断強度式 34) 

 

壁谷澤らは耐震壁のせん断終局強度を，称原ら，南ら，市之瀬 35)らの提案を基本とし

てアーチ機構とトラス機構の累加強度を簡略化した式で表している。 

 

    wywwwbcwasu tplFlQ   1  (1.3.34) 

   212    (1.3.35) 
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



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 21  (1.3.36) 
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 (1.3.37) 

 waw lh  (1.3.38) 

 wccwwa lDll  2  (1.3.39) 

 '
wcwwb lll   (1.3.40) 

 
 

   









221

22
'

''

cwcwcc

cwcwcwc
wc DltDA

DltAl
l


 (1.3.41) 

 

壁谷澤らによるせん断強度式が前述の加藤・称原理論および若林・南理論と比べて特

筆すべき点は側柱がせん断強度に及ぼす影響を考慮した点である。すなわち，塩原 36)

や白石 37)らは，側柱幅は壁厚と比べて大きいことから壁板のアーチ機構角度が変化する

ことを指摘しており，結果として式(1.3.41)においてアーチ機構壁長さが増大すること

を考慮している。 

一方で，SRC 造耐震壁の周辺フレームの拘束効果については次項において検討がなさ

れている。 
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1.3.3  周辺架構の構造形式が異なる耐震壁の破壊性状とせん断耐力に関する研究 36) 

 

耐震壁が建物の耐震要素として有効であることは過去の震害により実証されている

が，激震に対して耐震壁を有効に利用するためには最大耐力後も含めてその繰り返し弾

塑性性状の把握が必要となる。既往の研究から耐震壁の靭性等は周辺架構の剛性，靭性

および強度に影響を受けることが明らかとなっており，徳広，三谷および宮崎らは RC

造と比べて靭性が期待できる SRC 造を周辺架構とする耐震壁は靭性および最大耐力後

の変形性状が RC 造のものと比べて異なることを予測している。また，靭性に富む耐震

壁を設計するために，1. せん断ひび割れの防止を目的として壁筋量を増加すること，

ならびに 2. スリップ破壊およびせん断圧縮破壊を起こすまでせん断力の増大に耐える

ほどの強剛な周辺架構とすることなどを指摘しており，特に 2.に焦点をあて，周辺架構

の構造形式および壁厚が，耐震壁の破壊性状，変形性状および耐力に及ぼす影響につい

て実験的研究を行っている。 

図 1.3.8 に試験体形状を，表 1.3.2 に試験体断面の形状・寸法および材料特性を示す。

試験体は周辺フレームの柱および梁断面を同一形状とし，架構の構造形式を RC 造，お

よび SRC 造で鉄骨をフルウェブ（充服型）としたものと，ラチスのものである。壁厚

については 6cm および 10cm の 2 種類としている。 

図 1.3.9 に各試験体の水平荷重－変形曲線を示す。なお，同図の縦軸は水平荷重を実

験最大耐力の絶対値で除したあたいである。同図をみると，周辺架構が RC 造の場合，

壁厚 6cmとなる試験体の耐力低下は壁厚 10cmの試験体と比べて顕著であることがみて

とれる。しかしながら，部材角 R=6～8×10-3rad.において鉛直荷重の保持が困難となる傾

向にある。また，周辺架構が SRC 造となる場合，壁厚 10cm 試験体は 6cm 試験体と比

べて最大耐力近傍における耐力低下が少なく，終局時においても鉛直荷重を支持できる

状態にあることを示している。 

さらに，徳広らは同文献において，周辺架構の耐力，剛性，壁筋量および作用軸力の

影響を考慮した耐震壁のせん断終局強度を提案しており，破壊形式および終局耐力を予

測できることを示した。図 1.3.10 に算定方法のフローチャートを示す。 
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図 1.3.8 試験体の形状 

表 1.3.2 試験体断面の形状・寸法および材料の機械的性質 

 

 

図 1.3.9 水平荷重－変形曲線（左側：壁厚 6cm，右側：壁厚 10cm） 
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図 1.3.10 せん断終局強度推定のフローチャート 
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以上のように，柱材の鋼材量および柱材に作用する軸力の大きさ等によって拘束効果

に差異がみられることが報告されているが，現段階では様々な考え方があり，明確な結

論を得るにいたってはいない。 

一方で，鉄骨鉄筋コンクリート造配筋指針・同解説 3)に示されるように，SRC 造耐震

壁の壁位置は原則として柱梁の内蔵鉄骨と壁板とが互いに干渉しない部分に計画する

必要がある。SRC 造耐震壁の壁板部分の配筋の定着は RC 規準および RC 配筋指針に準

拠しており，原則的に柱および梁のコアコンクリート内に定着することとしている。し

かしながら，鉄骨，周辺フレームの主筋と補強筋および壁筋が複雑に配された SRC 造

フレームにおいて上記のような干渉を防ぐことは非常に困難であり，そのため，図

1.3.11(d)および(e)に示すように，壁筋を緩やかに折り曲げて定着する方法や鉄骨フラン

ジに貫通孔を設けることとしている。 

次項に示す文献では，SRC 造耐震壁の脚部縦筋の定着手法についての検討を行ってい

る。 

 

図 1.3.11 梁への定着例 3) 
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1.3.4  鉄骨鉄筋コンクリート造耐震壁の定着方法に関する研究 4) 

 

SRC 造耐震壁の配筋を行う際，壁筋の定着は耐震壁を囲む柱および梁の鉄骨に干渉す

るため，鉄骨の手前で折り曲げる等の方法で配筋される場合が多い。しかしながら，定

着部における鉄筋の折り曲げ方法によって定着強度がどのように変化するかは明らか

になってない。戸澤および小野里らは，上記の問題を解決するために SRC 造連層耐震

壁脚部の壁縦筋を想定し静的載荷実験を実施した。実験変数は図 1.3.12 に示すように 7

種類の縦筋の定着方法である。 

 

実験結果についてみると，(a)のフランジ突き当り型および(b)の 90°折曲げ型試験体は

縦筋の降伏強度に達する以前にコンクリートの損傷によって最大耐力が決まっており，

最大耐力後はコンクリートの付着破壊もしくはコーン状破壊に伴い早期の耐力低下が

確認された。一方，(c)フランジ迂回型，(e)交差定着型および(f)フランジ貫通型試験体

は縦筋もしくは定着筋の降伏が認められ，安定した復元力特性が得られている。(d)フ

ック引掛け型試験体は縦筋の降伏が認められるものの，変形性能は低い結果となった。

また，(g)スタッド溶接型試験体では，スタッドの降伏が認められ，降伏棚を持たない

スタッドの特性により，他の試験体と比べて最大耐力は大きくなる結果が得られている。 

以上のことから，SRC 造耐震壁の壁縦筋を定着する際は，壁縦筋をフランジに貫通さ

せる，もしくは鉄骨にスタッドを溶接し，壁筋を重ね継手を施すことで，鉄筋の応力伝

達を期待できることが示されている。 

 
 
 

 
図 1.3.12 定着方法一覧および損傷状況 

 
図 1.3.13 試験体配筋図 
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1.4  鉄筋コンクリート造耐震壁の復元力特性 

 

本項では，既往の RC 造耐震壁の復元力特性の評価手法について列記する。 

 

1.4.1  渡部，千葉らの評価手法 39)-40) 

 

渡部，千葉らは，原子炉建屋の応答解析手法を参考に，耐震壁の復元力特性を曲げ復

元力特性およびせん断復元力特性を個別に評価できるものとし，せん断復元力特性の評

価手法を示している。 

この手法はせん断復元力特性を Tri-linear型無次元スケルトンカーブに置換しており，

各折点を実験結果に対応するよう設定している。しかしながら，終局強度式に適用範囲

が定められており，特に，軸方向応力度 σ0およびせん断スパン比 M/(QD)の適用範囲が

限られている。 

以下にせん断復元力特性の評価手法を示す。 

 

＜せん断ひび割れ点＞ 

 max1 3.0    (1.4.1) 

 cG11    (1.4.2) 

 

＜中央部縦筋の引張降伏点 or 壁板コンクリートの圧壊の兆候点＞ 

 max2 8.0    (1.4.3) 

 32 5.0    (1.4.4) 

 

＜終局強度点＞ 

 03   sc  (1.4.5) 

 










DQ

M
Bc 5.19.17.2   (1.4.6) 

 
2

wyw

s

p 



  (1.4.7) 

 00    (1.4.8) 

 3
3 108.4   (1.4.9) 

ここで， Bwywp  0.6  (kg/cm2)， 400 0   (kg/cm2)， 8.04.0  QDM  
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1.4.2  線材置換モデルおよびトラス置換モデルを用いた評価手法 41) 

 

松本らは耐震壁を線材置換モデルとして曲げ変形とせん断変形を個別に算定する手

法，およびせん断抵抗を表す斜め材と曲げ抵抗を表すトラス材に置換する手法の二種類

を提案している。 

線材置換モデルでは，曲げ抵抗機構は Tri-linear 型，せん断抵抗機構は Bi-linear 型に

それぞれ置換している。曲げ抵抗機構は危険断面の曲げ解析によって M-φ関係を算定

している。せん断抵抗機構は鉄筋コンクリート造建物の終局強度型耐震設計指針・同解

説のせん断終局強度を基本としており，終局時の変形は壁板圧縮破壊時における対角方

向のひずみがコンクリートの一軸圧縮強度時ひずみに対応するものとしている。 

以下に算定方法を示す。 

 

＜せん断ひび割れ点＞ 

 WWWscs ltQ  1  (1.4.10) 

 0

2   crcrsc  (1.4.11) 

 
c

sc
s G

R


1  (1.4.12) 

 

＜終局強度点＞ 

  
2

1tancot2
B

aWWyWWtWWs ltpltQ


   (1.4.13) 
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 2cot1  (1.4.15) 

 Dlll WtWaW   (1.4.16) 
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トラス置換モデルでは，図 1.4.1 に示すように固定された基礎，剛体の梁およびピン

接合された鉛直部材および斜め部材に置換した要素で構成されるモデルである。 

両側柱のコンクリート断面積Acは耐震壁全体の曲げ剛性に等しくなるように仮定し，

トラス材 Bcおよび Btはコンクリート成分からなるものとし，トラスの角度 θは 45 度と

仮定している。コンクリートの応力－ひずみ関係は Fafitis･Shah 式 42)を用いており，ト

ラス部材については CEB のコンクリート強度低減係数を考慮している。 

以下に，算定方法を示す。 

 

 22 3
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wc
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  (1.4.19) 
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 (1.4.20) 

  3sin2  BCtW AAAA  (1.4.21) 

 

N

Q

 ピ ン 接 合

 鉛 直 材 鉛 直 材

 ト ラ ス 材

h
hw Tt Tc

Tw

Bc Bt

θ  
図 1.4.1 トラス置換モデル 41) 
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1.4.3  トラス機構およびアーチ機構によるマクロモデルを用いた評価手法 43) 

 

鈴木，小鹿らはトラス機構およびアーチ機構をマクロモデルによって推定する手法を

提案している。このマクロモデルは力の釣り合いを満たしているが，ひずみの適合条件

を無視しており。トラス機構の変形はコンクリートの圧縮変形と横筋の引張変形とに分

け力の釣り合いおよびひずみの適合条件を同時に満たしている。コンクリートの応力－

ひずみ関係は Fafitis-Shah 式 42)を，鉄筋は完全弾塑性特性を仮定している。 

以下に，アーチ機構およびトラス機構のせん断ひずみおよびコンクリートと横筋のひ

ずみの適合条件式を示す。 

 

  2sin2 a
c

a   (1.4.22) 

  tan2sin2 t
s

t
c

t
s

t
c   (1.4.23) 

  
2

tan1tan
a
c

waw
t
sswbw

at ltpltQQQ
   (1.4.24) 

 





2sint
c

t
ssp 

  (1.4.25) 

 

以上の手法でせん断復元力特性を評価すると，終局点はトラス機構の横筋降伏点とア

ーチ機構のコンクリート圧壊点となり，アーチ機構のコンクリート圧壊を考慮すると式

(1.4.26)となる。 

 

  2sin2 0u  (1.4.26) 

 

 

 図 1.4.2 変形モード 図 1.4.3 力の釣合いおよびひずみの適合 
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1.4.4  トラス理論を用いたせん断剛性の評価手法 44)-45) 

 

津田は耐震壁のせん断復元力の評価手法を考案するため，トラス理論を用いたマクロ

モデルを開発し，実験結果との適応性について検討を行った。さらに，せん断終局強度

時のひずみはトラス剛性を用いて評価できることを示した。 

トラス剛性は側柱主筋および壁板縦筋による鉛直方向バネ Ky，壁板横筋に外周フレ

ームによる拘束効果を考慮した水平方向バネ，および壁板のコンクリートの斜め圧縮バ

ネによるせん断抵抗バネ剛性のことである。 

以下に，算定方法を示す。 
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
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22
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1
1  (1.4.27) 

 cB EK 38.0

2 168.0   (1.4.28) 

 fssxx KEpK   (1.4.29) 

 ssyy EpK   (1.4.30) 

 
4ht

lIE
K

W

ecc
f 





 (1.4.31) 

 

図 1.4.4 トラス剛性を用いたせん断復元力特性の評価手法 
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第 2 章 壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁の 
静的載荷実験 

 

2.1  はじめに 

 

鉄骨鉄筋コンクリート構造は，鉄骨構造と鉄筋コンクリート構造を合成した構造シ

ステムであり，優れた耐震性能を有する構造形式である。しかしながら鉄骨工事および

鉄筋工事の両方が必要となり，施工の困難さに起因する高コスト，工期の長期化といっ

た問題点も同時に有している。そのようなことから，筆者等は SRC 構造の構造特性を

生かしつつ施工を合理化するため，鉄筋を省略し，繊維補強コンクリート（以下，FRC）

と内蔵鉄骨のみで構成される CES 構造の開発研究を継続的に実施してきた。これまで

の研究 2)により，CES 構造は SRC 構造と同等以上の優れた復元力特性および安定した

履歴特性を示し，高い耐震性能を有することが確認されてきた。 

一方，建築物の主要耐震部材のひとつである耐震壁については，CES 構造においても

剛性および強度を確保する上で有効である。しかしながら，柱および梁に充腹形鉄骨が

内蔵されている CES 構造では，SRC 構造と同様に，壁筋の配筋が困難であることは想

像に難くない 3)。近年では，SRC 造耐震壁について周辺フレームおよび壁板との接合部

のディテールに関する研究が行われてきており 4)CES耐震壁の開発にあたっては周辺架

構と壁板との接合部の施工性の改善も重要な課題と考えられる。 

一方で，文献 5)によれば，せん断ひび割れによる壁板の膨張を拘束することで耐震壁

は靭性を確保できることが示されており，そのためには，壁板内に壁筋を多く配筋する

こともしくは剛強な周辺架構を有することが挙げられている。CES 構造は周辺フレーム

に鉄筋を配さないことから SRC 構造と比べて鉄骨断面を大きくとることができること

から剛強な周辺架構を有していると判断でき，壁板は周辺フレームによる拘束効果によ

ってせん断力に対して粘り強く抵抗できることが考えられる。また，周辺フレームの拘

束効果が高いことから，壁縦筋の梁への定着を省略したとしても耐震壁の性能を十分に

発揮できることが考えられる。 

そこで本章では，CES 造周辺架構と壁板との定着を簡略化した CES 造耐震壁の開発

を目的として，以下の点についての考察を行う。 

1. CES 造耐震壁の最大耐力，変形性能および破壊性状などの基本的な構造性能の取得 

2. 壁縦筋の梁への定着の有無が CES 造耐震壁の構造性能に及ぼす影響について検討 
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2.2  実験概要 

 

2.2.1  試験体 

 

耐震壁試験体は，中高層壁フレーム建築物における連層耐震壁の下部 2 層を想定した

実大の約 1/3縮尺のもの４体である。試験体の配筋状況を図2.2.1および図 2.2.2に示す。

また，表 2.2.1 に試験体の部材断面詳細を示す。耐震壁は壁階高さが 1,000mm，柱中心

間距離が 1,800mm および壁厚が 100mm であり，側柱断面が 250mm 角である。また，

壁梁の幅およびせいはそれぞれ 200mm および 250mm である。本実験では壁縦筋の定着

状態の影響を確認するものであり，壁横筋は側柱の内蔵鉄骨ウェブに溶接している（図

2.2.1 参照）。 

実験変数は表 2.2.2 に示すように壁縦筋の定着の有無とせん断スパン比とした。図

2.2.2 に示すように試験体 CWAS および CWAF では，壁縦筋を梁内およびスタブに定着

せず壁板内でフックを設けている。一方，試験体 CWBS および CWBF では，壁縦筋を

梁内およびスタブに定着させている。また，試験体 CWAS および CWBS ではせん断ス

パン比（M/(QL)，L：壁の全せい）を 1.1 とし，試験体 CWAF および CWBF では 1.65

として，それぞれせん断破壊先行型および曲げ降伏先行型となるように計画した。 

 

表 2.2.1 試験体概要 

試験体 CWAS CWAF CWBS CWBF 

柱 
B×D (mm) 250×250 

鉄骨 H-170×120×6×9 (sp=4.9%) 

梁 
B×D (mm) 200×250 

鉄骨 H-148×100×6×9 (gp=5.2%) 

壁 

壁厚(mm) 100 
縦筋 D6@75 千鳥 (wp=0.42%) 
横筋 D6@75 千鳥 (wp=0.42%) 

軸力 (kN) 1,260 
せん断スパン比 1.1 1.65 1.1 1.65 
壁縦筋の定着 定着なし 定着あり 
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2.2.2  材料特性 

 

表 2.2.2 に繊維補強コンクリートの配合表を示す。表 2.2.3 に繊維補強コンクリートの

材料特性を，表 2.2.4 に鉄骨および鉄筋の材料特性をそれぞれ示す。コンクリートの打

設は，基礎スタブ，壁部１層，壁部２層，および上部スタブの 4 回に分けて行った。ま

た，基礎スタブおよび上スタブを除く試験体の柱，梁および壁板のコンクリートには繊

維補強コンクリートを使用している。表 2.2.5 に繊維補強コンクリートに使用した繊維

の材料特性を示す。繊維補強コンクリートに使用した繊維は直径が 0.66mm，長さが

30mm のポリビニルアルコール繊維（RF4000）であり，体積混入率は 1.0%である。 

使用した鉄骨は SS400 の H-170×120×6×9（側柱鉄骨）および H-148×100×6×9（梁鉄骨）

である。また，鉄筋は SD295A の D6（壁筋）である。 



CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 
第 2 章 壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁の静的載荷実験 

 

 
 - 44 -

表 2.2.2 配合表 

W/C 
(%) 

S/a 
(%) 

繊維 

混入量 
(%) 

単位量 (kg/m3) 

水  
W 

セメン

ト C
細骨材

S 
粗骨材

A 
繊維

Vf 

タンカ

ル 
混和剤

60 63.6 1 183 305 994 562 13 250 4.48 

表 2.2.3 繊維補強コンクリートの材料特性 

σB (MPa) EC (GPa) εC0 (μ) σcr (MPa) 

CWAS 
1 層 38.6 24.8 2814 2.99 
2 層 36.4 26.7 2550 2.53 

CWBS 
1 層 42.0 25.7 2587 2.99 
2 層 30.6 29.5 2558 2.53 

CWAF 
1 層 41.2 25.5 2457 3.03 
2 層 38.6 27.6 2423 2.55 

CWBF 
1 層 40.1 24.9 2765 3.03 
2 層 35.9 24.8 3160 2.55 

σB：圧縮強度，EC：ヤング係数，εC0：圧縮強度時ひずみ，σcr：割裂強度 

表 2.2.4 鉄骨および鉄筋の材料特性 

種別・使用箇所 σy (MPa ) ES (GPa) εy (μ) 

PL-6 (SS400) ウェブ 260 190 1,362 
PL-9 (SS400) フランジ 282 197 1,453 

PL-16 (SS400) 接合部梁フランジ 268 200 1,337 
D6 (SD295A) 壁補強筋 345 190 1,365 

σy：降伏強度，ES：ヤング係数，εy：降伏ひずみ 

表 2.2.5 繊維の材料特性 

名称 直径 (μ) 
標準長 
(mm) 

比重 

(g/cm3) 

引張強度

(MPa) 
切断伸度 

(%) 
弾性係数 

(GPa) 

RF4000 660 30 1.3 900 9 23 
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2.2.3  載荷計画 

 

図 2.2.3 に載荷装置概要を，写真 2.2.1 に試験体設置状況をそれぞれ示す。試験体は載

荷フレームに PC 鋼棒で固定し，水平力の正負繰り返し載荷は反力壁に取り付けた水平

オイルジャッキ（2,000kN）によって行った。さらに，載荷フレームに取り付けた 2 台

の鉛直オイルジャッキ（各 2,000kN）により，1,260kN の一定軸力（柱軸力比 N/N0=0.2，

N0：鉄骨を含む軸耐力）を試験体頂部に作用させると同時に，せん断スパン比が 1.1 も

しくは 1.65 となるように作用せん断力に対応させて当該鉛直ジャッキを制御すること

によって試験体頂部に付加モーメントを作用させた。実験では試験体頂部の水平変位

（δ）を計測位置の高さ（H=2,050mm）で除した部材角 R=δ/H で制御し，西側方向載荷

を正載荷として制御した。なお，前述した軸力は以下の式によって算出した。 

 

  yssCSBC AAN   20  (2.2.1) 

 kNNN 260,12.0 0   (2.2.2) 

 

ここで，CA：側柱コンクリート断面積，sCSA：側柱鉄骨断面積，σB：コンクリート強

度，sσy：側柱鉄骨降伏応力である。 

 

＜鉛直ジャッキ軸力算定式＞ 

 

  ah
l

QN
Ne 

2
 (2.2.3) 

  ah
l

QN
Nw 

2
 (2.2.4) 

 

ここで，Ne：東側ジャッキの軸力，Nw：西側ジャッキの軸力，N：一定軸力（=1,260kN）

Q：せん断力，l：ジャッキ間の距離，h：想定加力高さ，a：実際の加力高さである。 
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図 2.2.3 載荷装置概要 

 

 
写真 2.2.1 試験体設置状況 
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2.2.4  測定方法 

 

図 2.2.4 に変位測定位置を，図 2.2.5 にひずみゲージ貼付け位置をそれぞれ示す。計測

変位は，上部スタブおよび側柱での水平変位，側柱を 7 分割した軸方向変位，梁と壁板

のずれおよび開き，1 層および 2 層壁板の対角方向である。また，ひずみゲージにより

鉄骨フランジ，鉄骨ウェブおよび壁の補強筋のひずみを測定した。 

ひび割れの観察は西・北・東面において，加力によって生じた亀裂を目視により確認

し，サイクルごとに対応する色のマーカーによってひび割れを記録し，併せて，ひび割

れの発生状況および加力ステップを用紙に記録する。また，第 1 サイクルの正負載荷ピ

ーク時および除荷時の主要なひび割れの幅をクラックスケールにより測定する。 
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図 2.2.4 試験体裏面変位計測位置 
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図 2.2.5 試験体ひずみゲージ貼付け図 
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2.3  破壊状況およびせん断力－部材角関係 

 

図 2.3.1 に各試験体のせん断力－部材角関係を，図 2.3.2 に R=0.75×10-2rad.終了時およ

び最終破壊状況をそれぞれ示す。また，図 2.3.1 では，第 7 章において示す曲げ終局強

度略算式 1 およびトラス・アーチせん断終局強度の耐力算定結果を併せて示す。 

 

2.3.1  試験体 CWAS 

 

壁縦筋の定着がない試験体 CWAS では，R=0.75×10-2rad.では，正載荷側の最大耐力

Q=1,300kN が記録された。また，負載荷側において，1 層壁板および梁とのずれが確認

され，負載荷側最大耐力 Q=-1,327kN が記録された。その後，R=1.0×10-2rad.のサイクル

では，１層壁板東上隅角部コンクリートに圧壊の兆候が認められ，R=2.0×10-2rad.のサイ

クルでは，当該箇所のせん断破壊が生じ，それぞれ耐力低下が認められた。R=3.0×10-2rad.

では，両側柱脚部のせん断破壊が確認された。 
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図 2.3.1(a) せん断力－部材角関係 

 
 (a) R=0.75×10-2rad. (b) 最終破壊状況 

図 2.3.2(a) 破壊性状 
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2.3.2  試験体 CWBS 

 

壁縦筋の定着がある試験体 CWBS の R=1.0×10-2rad.の１サイクル目正載荷ピーク時に

おいて，１層壁板中央の圧壊に伴い正載荷側の最大耐力 Q=1,336kN を記録した。また，

同変形角１サイクル目負載荷ピーク時において，負載荷側の最大耐力 Q=-1,333kN を記

録した。その後，R=1.0×10-2rad.において 1 層壁板中央のジャンカ部において圧壊が認め

られ，R=1.5×10-2rad.のサイクルにおいて当該箇所にせん断破壊が生じ，耐力の急激な低

下が認められ，同部材角 2 サイクル目において 1 層側柱のせん断破壊が認められた。そ

の後，載荷サイクルの進行に伴い側柱コンクリートのひび割れの拡幅が認められ，R=3.0

×10-2rad.の正載荷のみ行い，実験を終了した。 
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図 2.3.1(b) せん断力－部材角関係 

 

 
 (a) R=0.75×10-2rad. (b) 最終破壊状況 

図 2.3.2(b) 破壊性状 
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2.3.3  試験体 CWAF 

 

壁縦筋の定着がない試験体 CWAF では，R=0.5×10-2rad.のサイクルピーク時において

側柱鉄骨フランジの降伏が認められた。側柱鉄骨フランジ降伏後における耐力上昇は緩

やかとなり，R=1.5×10-2rad.の 1 サイクル目正載荷ピーク時で最大耐力 Q=971kN が記録

され，同変形角１サイクル目負載荷ピーク時において負載荷側の最大耐力 Q=-966kN が

記録された。R=2.0×10-2rad.のサイクルでは，東西側柱脚部の圧壊が確認され，それに伴

う耐力低下が認められた。その後，R=3.0×10-2rad.の正載荷サイクルにおいて壁板脚部コ

ンクリートの圧壊および西側柱のせん断破壊が認められ，耐力低下が認められた。また，

同変形角の負載荷サイクルに東側柱のせん断破壊および壁板コンクリートの座屈が認

められ，急激な耐力低下が認められた。 
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図 2.3.1(c) せん断力－部材角関係 

 

 
 (a) R=0.75×10-2rad. (b) 最終破壊状況 

図 2.3.2(c) 破壊性状 
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2.3.4  試験体 CWBF 

 

壁縦筋の定着がある試験体 CWBF も CWAF と同様に，側柱の内蔵鉄骨フランジが降

伏した後の耐力上昇は緩やかであった。その後，R=2.0×10-2rad.の１サイクル目正載荷サ

イクルにおいて最大耐力 Q=1,018kN が記録され，側柱脚部コンクリートの圧壊が認め

られた。また，同変形角２サイクル目正載荷サイクル途中において１層壁板の圧壊の進

行に伴う耐力低下が認められ，負載荷サイクルにおいて，１層壁板のせん断破壊が認め

られた。その後，R=3.0×10-2rad.のサイクル途中において１層壁縦筋の座屈および西側柱

鉄骨フランジの座屈に伴い耐力が急激に低下した。 
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図 2.3.1(d) せん断力－部材角関係 

 

 
 (a) R=0.75×10-2rad. (b) 最終破壊状況 

図 2.3.2(d) 破壊性状 
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2.3.5  各試験体の比較 

 

図 2.3.3 にせん断力－部材角関係の包絡線の比較を示す。せん断破壊先行型試験体に

着目すると，試験体 CWAS および CWBS の最大耐力は同程度の値であり，最大耐力ま

での履歴性状もほぼ同様のものである。また，最大耐力後の挙動に着目すると，試験体

CWAS では，1 層壁板および梁との境界においてずれが生じており，耐力は徐々に低下

する傾向が確認できる。最終的に 1 層壁板の上隅角部コンクリートに損傷の集中がみら

れる。また，壁縦筋の定着のある試験体 CWBS では，R=1.5×10-2rad.のサイクルにおい

て 1 層壁板にせん断破壊が生じており，試験体 CWAS と比べて急激な耐力低下が認め

られる。すなわち，試験体 CWAS では，鉄筋の定着を省略している 1 層梁下において

ずれが生じることで，壁板のせん断変形が緩和され，耐力が徐々に低下したと考えられ

る。 

曲げ降伏先行型試験体に着目すると，試験体 CWBS の最大耐力は試験体 CWAF と比

べてわずかに大きくなる傾向が認められるが，前項までに示した履歴性状はほぼ同様の

ものであり，壁縦筋の定着の有無が履歴特性に及ぼす影響は小さいと判断できる。また，

最大耐力後の耐力低下の挙動についてみると，両試験体ともに R=2.0×10-2rad.のサイク

ルにおいて両側柱脚部および壁板脚部のコンクリートの圧壊が認められたが，壁縦筋を

定着した試験体 CWBF ではさらに 1 層壁板中央付近のコンクリートの圧壊が認められ

る。このことが，試験体 CWBF の耐力低下が試験体 CWAF と比べて早期に生じた一因

と考えられる。 
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図 2.3.3 せん断力－部材角関係の包絡線の比較 
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図 2.3.4 に累積消費エネルギーの比較を，図 2.3.5 に等価粘性減衰定数の比較を示す。

ここで，等価粘性減衰定数 46)は，図 2.3.6 に示すような 1 サイクルにおける面積 ABCDE

およびピーク時の変形および耐力によるエネルギー量（面積 OBF および ODG）で基準

化する。 

 

ODGOBF

ABCDE
heq 


2

1
 (2.3.1) 

 

Q (kN)

δ (mm)
O

B

C

D

E
AG

F

 

図 2.3.6 1 ループの復元力 

 

せん断破壊先行型試験体についてみると，試験体 CWAS の累積消費エネルギーは試

験体 CWBS と比べて大きくなるが，試験体 CWBS において耐力低下の生じる

R=1.5×10-2rad.まで壁縦筋の定着の有無の影響は小さいと判断できる。一方，曲げ降伏先

行型試験体についてみると，累積消費エネルギーでは，試験体 CWAF および CWBF は

ほぼ同程度の値を示しているが，等価粘性減衰定数では，両試験体の耐力の差から，試

験体 CWAF は試験体 CWBF と比べて大きくなる傾向がみられる。以上のことから，壁

縦筋の定着状態が異なっても最大耐力までのスケルトンカーブ，累積消費エネルギーお

よび等価粘性減衰定数は同程度の値を示しており，壁縦筋の定着の有無が CES 造耐震

壁の履歴性状に及ぼす影響は小さいと判断できる。 
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図 2.3.4 累積消費エネルギーの比較 
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図 2.3.5 等価粘性減衰定数の比較 
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2.4  周辺架構と壁板の挙動 

 

2.4.1  脚部軸方向変形分布 

 

図 2.4.1 に各試験体の脚部軸方向変形分布を示す。分布は図 2.4.2 に壁板および柱の脚

部に取り付けた軸方向変位計から得られた値を示している。 

図 2.4.1 より，R=0.75×10-2rad.まで各試験体の変形はほぼ直線的な分布性状を示す傾向

が認められ，平面保持の仮定は概ね成立しているものと判断できる。その後，せん断破

壊先行型試験体では，圧縮側柱および引張側柱の変形の増加が顕著となり，壁板の軸変

形はほぼ一定の値となっており，大変形時においては，平面保持の仮定は成立していな

いと考えられる。 

一方，曲げ降伏先行型試験体 CWAF では，圧縮側柱から引張側壁板までの変形は直

線的な分布を示しているが，引張側壁板および引張側柱の軸方向変形は同程度の値を示

しているが，試験体 CWBF の軸方向変形は直線的な分布を示している。 

破壊形式に拘わらず，各試験体の圧縮側柱の変形量は同程度となっており，大きな差

異はみられない。一方，引張側柱についてみると，破壊形式ごとに，壁縦筋の定着のな

い試験体の変形量は壁縦筋の定着のある試験体と比べて大きくなる傾向が認められ，壁

縦筋の定着の有無によって，脚部軸方向変形分布に差異が認められる。また，壁縦筋の

定着がない試験体の分布の傾き（すなわち曲率）は，引張側柱の軸変形が大きくなるこ

とから，定着がある試験体と比べて大きくなっており，壁縦筋の定着のない試験体は定

着のある試験体と比べて同一変形角においてせん断成分の影響が小さいと考えられる。 
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図 2.4.1 脚部軸方向変形分布 
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図 2.4.2 壁板および柱の変位計測位置 
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2.4.2  変形成分 

 

図 2.4.3 に各試験体の変形角１サイクル目正載荷ピーク時における変形成分の割合を

それぞれ示す。ここで，CES 造耐震壁の変形成分は 1 層曲げ変形 δ1f，1 層せん断変形 δ1s，

2 層曲げ変形 δ2f，2 層せん断変形 δ2sおよび 1 層曲げ変形から生じる 2 層回転変形 δ2rで

ある。図 2.4.4 に変位計取り付け位置を示す。実験結果では各層の曲げ変形（式(2.4.1)

および(2.4.2)）および 2 層回転変形（式(2.4.3)）は高さ方向に 7 分割して測定した側柱

の軸方向変形量から回転角 θiを求め，高さ方向に積分することで算出した。1 層せん断

変形は 1 層の全体変形から 1 層曲げ変形を差し引いて算出し（式(2.4.4)），2 層せん断変

形は全体変形からその他の変形を差し引いて算出した（式(2.4.5)）。 

 

  
 















 




3

1 1
11 2i

i

j
ji

ii
f ah

a



  (2.4.1) 

  
 















 




7

4 4
22 2i

i

j
ji

ii
f ah

a



  (2.4.2) 

 



3

1
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i
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 fs 111    (2.4.4) 

  rfsfs 221122    (2.4.5) 

 

ここで，ai，aj：各計測区間長さ，h1，h2：1 層および 2 層の水平変位計測高さである。 

せん断破壊先行型試験体をみると，壁縦筋の定着のない試験体 CWAS では（図

2.4.3(a)），R=0.75×10-2rad.まで各変形成分はほぼ一定の割合のまま推移しているが，最

大耐力直後の R=1.0×10-2rad.のサイクルから 1 層および 2 層せん断変形成分の増大が認

められる。一方，壁縦筋の定着がある試験体 CWBS（図 2.4.3(b)）では，変形角の進行

に伴い，1 層せん断成分が増加し，2 層せん断成分が減少しており，壁縦筋の定着の有

無によって変形成分の推移に差異が認められる。曲げ降伏先行型試験体についてみると，

試験体 CWAF および CWBF ともに（図 2.4.3(c),(d)），変形角の進行に伴い，1 層曲げ成

分およびそれから生じる 1 層回転成分の増加が顕著となる。また，1 層せん断成分につ

いてみると，試験体 CWAF では徐々に増加しているが，試験体 CWBF ではほぼ一定の

割合のまま推移しており，せん断破壊先行型と曲げ降伏先行型の傾向は異なる。しかし
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ながら，破壊形式に拘わらず，壁縦筋の定着のない試験体は定着のある試験体と比べて

載荷初期段階からせん断成分の割合が小さい。これは，2.4.1 項の脚部軸変形分布にお

いても示したように，壁縦筋の定着がない試験体は定着のある試験体と比べて引張側柱

変形量が大きくなりやすいことから，曲げ成分が増加したことが一因だと考えられる。 
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図 2.4.4 変位計取り付け位置 
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2.4.3  壁板と梁とのずれ 

 

図 2.4.5 に各サイクルにおける正載荷 1 サイクル目ピーク時ごとの１層および２層壁

板と梁とのずれを示す。また，図 2.4.6 にずれの計測位置を示す。 

せん断破壊先行型についてみると，壁縦筋の定着がある試験体 CWBS では，載荷サ

イクルが進行しても，変位の増加はほとんど認められず，梁下および梁上にずれは生じ

ていないと判断できる。一方，壁縦筋の定着がない試験体 CWAS では，最大耐力を発

揮した直後の R=1.0×10-2rad.から 1 層梁下と壁板との水平方向変位の増大が認められ，

2.3.1 項において示したように，損傷状況においても壁板と梁とのずれの発生が確認さ

れた。そのため，試験体 CWAS は図 2.3.2(a)において示すように梁下部の 1 層壁板の上

隅角部コンクリートの損傷が軽減され，試験体 CWBS と比べて壁板のせん断変形が緩

和され，耐力低下が緩やかになったと考えられる。曲げ降伏先行型試験体についてみる

と，壁縦筋の定着のない試験体CWAFおよび壁縦筋の定着のある試験体CWBFともに，

載荷サイクルが進行しても梁と壁板のずれは認められない。これは両試験体の損傷が壁

板中央から脚部にかけて見られたため，梁下および梁上にずれは発生しなかったためで

ある。 



CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 
第 2 章 壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁の静的載荷実験 

 

 
 - 63 -

 

 

 

 

15

10

5

0

-5D
is

pl
ac

em
en

t (
m

m
)

2.01.51.00.50.0

Drift angle (x10
-2

 rad.)

I27  CWAS
 CWBS

 

15

10

5

0

-5D
is

pl
ac

em
en

t (
m

m
)

2.01.51.00.50.0

Drift angle (x10
-2

 rad.)

I27  CWAF
 CWBF

 

-10

-5

0

5

D
is

pl
ac

em
en

t (
m

m
)

2.01.51.00.50.0

Drift angle (x10
-2

 rad.)

I29

 

-10

-5

0

5
D

is
pl

ac
em

en
t (

m
m

)

2.01.51.00.50.0

Drift angle (x10
-2

 rad.)

I29

 

図 2.4.5 1 層および 2 層壁板と梁とのずれ 
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図 2.4.6 壁板と梁のずれ計測位置 
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2.4.4  周辺架構の曲率分布 

 

図 2.4.7にせん断破壊先行型試験体CWASおよびCWBSの正載荷ピーク時の柱鉄骨フ

ランジの曲率分布を示す。なお，曲率は図 2.4.8 に示す位置のひずみゲージから計測さ

れた値を用いている。 

圧縮側柱の曲率分布についてみると，両試験体ともに変形角の進行に伴い 1 層脚部の

曲率の増加が顕著となっている。一方，引張側柱についてみると，変形角の進行に伴い

全体的に曲率の増加が確認できる。最大耐力を発揮する R=0.75×10-2rad.における 1 層の

曲率分布をみると，圧縮側柱および引張側柱ともに，脚部から 3 段目において曲率の勾

配は反転している傾向が認められる。これは，文献 5)に示される SRC 造外部耐震壁の

モーメント分布に近い形状を示している（図 2.4.9）。すなわち，CES 造耐震壁は SRC

造耐震壁と同様に壁板の膨張によって生じる水平方向の支圧力に対して側柱が十分に

抵抗しているものと推察される。また，圧縮側柱では，試験体 CWAS の脚部から 3 段

目の曲率は試験体 CWBS と比べて小さくなる傾向が認められる。しかしながら，両試

験体ともに R=0.75×10-2rad.のサイクルまで当該箇所鉄骨のひずみに降伏は認められな

いことから，壁縦筋の定着の有無が壁板の拘束状態に及ぼす影響は小さいと考えられる 
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図 2.4.7 側柱鉄骨フランジの曲率分布
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図 2.4.8 側柱鉄骨フランジのひずみゲージ貼り付け位置 

 

 

図 2.4.9 外部耐震壁における周辺フレームの曲げモーメント分布 
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2.4.5 せん断補強筋および梁鉄骨の応力推移 

 

図 2.4.10 にせん断破壊先行型試験体 CWAS および CWBS の正載荷ピーク時のおける

1 層壁板のせん断補強筋および 1 層梁鉄骨フランジの応力推移を示す。また，鉄骨およ

び鉄筋の応力は履歴特性を完全弾塑性と仮定し，図 2.4.11 に示すひずみゲージ貼付け位

置のひずみの値を用いて計算した。 

せん断補強筋の応力推移についてみると，試験体 CWAS では，ゲージ番号 W15 のみ

最大耐力に達する R=0.75×10-2rad.のサイクルまでに降伏応力に達している箇所は補強

筋上段ののみとなっている。試験体 CWBS では，R=0.75×10-2rad.のサイクルまでに補強

筋上段の W13 と W14 および中段の W12 のひずみゲージが降伏応力に達している。こ

れら状況は 2.1 節において示すように 1 層壁板のコンクリートは中央から上部にかけて

損傷していることと対応している。 

一方，梁鉄骨フランジの応力推移についてみると，梁鉄骨は両試験体ともに載荷サイ

クルの進行に伴い引張力の増加する傾向が認められる。さらに，最大耐力に達する

R=0.75×10-2rad.のサイクルにおいて梁鉄骨はほぼ降伏応力に達しており，梁鉄骨はせん

断力に対して有効に引張力を負担する傾向が確認できる。 
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図 2.4.11 ひずみゲージ貼り付け位置 
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2.5  まとめ 

 

本章では，壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁の静的載荷実験を行い，基本的

な構造性能についての検討および定着状態の有無が構造性能に及ぼす影響についての

考察を行った。本研究により得られた知見を以下に示す。 

 

1) せん断破壊先行型試験体および曲げ降伏先行型試験体の双方において，壁縦筋の

定着状態に拘わらず，最大耐力はほぼ同程度の値となった。 

 

2) 壁縦筋の定着のない CES 造耐震壁のせん断力－部材角関係，累積消費エネルギ

ーおよび等価粘性減衰定数は壁縦筋の定着のある CES 造耐震壁と比べて最大耐

力時までほぼ同様の性状を示すことから，壁縦筋の定着の有無が履歴性状に及ぼ

す影響は小さいと考えられる 

 

3) 壁縦筋が定着されていない CES 造耐震壁では，せん断終局強度に達した後，1 層

梁と壁板との間にずれが生じており，それに伴い，損傷は１層壁板の上隅角部の

コンクリートに集中する傾向が認められ，壁縦筋の定着状態によって損傷状況に

差異が認められた。 

 

4) 壁縦筋の定着がある CES 造耐震壁は急激な耐力低下が認められるのに対して，

定着のない CES 造耐震壁は緩やかに耐力が生じており，変形性能の向上が認め

られた。 

 

5) 壁縦筋の定着のない CES 造耐震壁は定着のあるものと比べて壁板のせん断変形

が緩和されるものと考えられる。このことが，壁縦筋の定着のない試験体の変形

性能が向上した一因だと考えられる。 

 

6) 側柱鉄骨の曲率分布から，側柱は壁板の膨張による支圧力が作用しており，CES

側柱は壁板の膨張に拘束力として抵抗していると考えられる。 

 

7) せん断破壊先行型試験体では，梁の鉄骨フランジはせん断力に対して有効に抵抗

する傾向が認められる。 
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第 3 章 壁縦筋の定着状態が CES 造耐震壁の 

内部応力状態に及ぼす影響 
 

3.1  はじめに 

 

第 2 章では，CES 造周辺架構と壁板との定着を簡略化した CES 造耐震壁の構造性能

を明らかにするために静的加力実験を実施し，壁縦筋の定着を省略したものと同等以上

の耐力性能および変形性能を有することを示した。一方で，壁縦筋の定着状態の違いが

内部応力状態に及ぼす影響について言及するに至ってはいない。本論で取り扱っている

CES 造耐震壁はコンクリートに FRC を用いているものの，基本的にはコンクリートお

よび鋼材を使用しており，RC 構造等で用いられている有限要素（以下，FEM）解析は

応力状態を検討するのに非常に有効な手段だと考えられる。 

本章では，CES 構造の構造性能評価法の開発に資する基礎資料を整備することを目的

として前章に示した実験を対象に 2 次元 FEM 解析を実施し，履歴特性，破壊状況およ

び変形性能から解析のモデル化および材料構成則の妥当性について検討する。また，内

部応力状態から壁縦筋の定着の有無による応力伝達メカニズムの差異を明らかにする。 

 

3.2  解析概要 

 

解析は 2 次元解析とし，平面応力場を仮定した。図 3.2.1 に要素分割図を示す。FEM

解析において要素の分割および選定は解析結果を左右する最も基本的かつ重要な因子

となっている。本研究では，既往の研究結果 47)を勘案し，壁板部分は 50×50mm を基本

とし，周辺フレーム部分においては鉄骨フランジおよびウェブ厚の中心を節点位置とす

るよう要素分割を行った。上下スタブ部分は試験部分と比べて十分に剛性が高いことか

ら，コンクリートの 10 倍程度の硬さの弾性体とした。また，本解析では実験と同様の

せん断スパン比 1.1 および 1.65 とするため，試験体の上スタブから実験における想定加

力高さまで仮想スタブを弾性体で定義し，仮想スタブ上端に実験と同様の部材角となる

よう強制変位を与えた。軸力は仮想スタブ上端に一定軸力 1,260kN を等分布荷重で与え

た。解析は変位制御による正負交番繰返し載荷とし，R=2.0×10-2rad.の第 2 サイクルまで

行った。解析で用いた材料特性は，コンクリートの引張強度を除いて表 3.2.1 および表

3.2.2 の値を用いている。なお，解析は市販の解析プログラム’FINAL’48)を用いた。 
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表 3.2.1 FRC の材料特性 

 σB (MPa) Ec (GPa) εc0 (μ) σcr (MPa) 

CWAS 
1 層 38.6 24.8 2814 2.99 
2 層 36.4 26.7 2550 2.53 

CWBS 
1 層 42.0 25.7 2587 2.99 
2 層 30.6 29.5 2558 2.53 

CWAF 
1 層 41.2 25.5 2457 3.03 
2 層 38.6 27.6 2423 2.55 

CWBF 
1 層 40.1 24.9 2765 3.03 
2 層 35.9 24.8 3160 2.55 

表 3.2.2 鉄骨および鉄筋の材料特性 

種別・使用箇所 σy (MPa ) ES (GPa ) 

PL-6 (SS400) ウェブ 260 190 
PL-9 (SS400) フランジ 282 197 

PL-16 (SS400) 接合部 268 200 
D6 (SD295A) 壁補強筋 345 190 
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図 3.2.1 試験体の要素分割図 
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3.3  材料モデル 

 

 3.3.1  コンクリートモデル 

 

コンクリートは 4 節点平面応力要素を用い，応力－ひずみ構成モデルは等価一軸ひず

みに基づく直交異方性モデル 50)により表現した。ひび割れは要素内に一様に分布し，多

方向のひび割れが考慮できる非直交ひび割れモデル 49)により表現した。また，壁板の縦

筋および横筋は埋め込み鉄筋として要素内に層状置換した。二軸応力下の破壊条件は，

二軸圧縮時は Kupfer らのモデル 51)を，二軸引張時は最大主応力が一軸引張強度を上回

る時とし，引張－圧縮時は Darwin-Pecknold の提案 52)にそれぞれ従った（図 3.3.1）。 

 

＜二軸応力下の破壊基準＞ 

二軸圧縮 065.3 21

2

21 

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 (3.3.1) 

圧縮－引張 t
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
 








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1 8.01 ，
  Bc 



22

1

28.31




  (3.3.2) 

二軸引張 tt  1  (3.3.3) 

 

ここで，σ1，σ2：主応力，σB：一軸圧縮強度，σt：一軸引張強度，σ2c：最大圧縮強度，

σ2t：最大引張強度である。 

 

 
図 3.3.1 二軸応力下の破壊条件 45) 
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＜応力－ひずみ関係＞ 

応力－ひずみ関係の包絡線については，圧縮側の応力上昇域は修正 Ahmad モデル 53)

とし，軟化域はコンクリートの材料試験を参考に図 3.3.2 に示す多折線でモデル化した。 

 

＜修正 Ahmad モデル（上昇域）＞ 

 
  
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21
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p
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pE



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ここで，σB：圧縮強度，εB：圧縮強度時ひずみ，EB：ヤング係数，σp：側圧を考慮し

た最大応力点，εp：最大応力点時のひずみ，Ep：最大応力点の割線剛性である。 

 

σ

εc

(σc,εc0)

(0.4σc,4εc0)

(0.2σc,8εc0)

 
図 3.3.2 圧縮側の応力－ひずみ関係 
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引張側はひび割れ発生までを線形で仮定し，ひび割れ発生後の軟化域は式(3.3.11)に示

す出雲らの提案モデル 54)を用いた。柱および梁要素では上記のモデルの係数 c=1.0 とし

てひび割れ発生後に引張応力をほとんど負担していないものとし，鉄筋がある壁板要素

では c=0.2 としてテンションスティフニングを考慮した（図 3.3.3）。 

＜出雲らのモデル＞ 

c

t

cr
crt 













  (3.3.11) 

 

ここで，σt：コンクリートの引張応力，σcr：ひび割れ発生応力，εcr：ひび割れ発生時

のひずみ，εcr：ひび割れ直行ひずみ（ひび割れを含む平均ひずみ），c：モデルの係数で

ある 

 

σ
t

εt

(σcr,εcr)

σt=σcr(εcr/εt)
c

c=1.0

c=0.2

 

図 3.3.3 テンションスティフニング特性 
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＜履歴特性＞ 

繰返し応力下における履歴特性は除荷と再載荷過程における軟化挙動を考慮した長

沼らの提案する曲線モデル 55)を使用した（図 3.3.3）。 

 

 

(a) 圧縮応力下 

 

(b) 引張応力下 

 

(c) 圧縮および引張間 

図 3.3.4 コンクリートの履歴特性 55) 
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＜せん断伝達特性＞ 

ひび割れ後のせん断伝達モデルには図 3.3.5 に示す Al-Mahaidi モデル 56)（β=1.0 の場

合）に対して，せん断伝達剛性がわずかに大きくなるように β=0.8 として多折線でモデ

ル化した。 

 

＜Al-Mahaidi モデル＞ 

 
  crt

cr

G

G

/

4.0

0

  (3.3.11) 

 

ここで，Gcr：ひび割れ後のせん断剛性，G0：コンクリートのせん断弾性剛性，εcr：

ひび割れ発生時のひずみ，εt：ひび割れ直行ひずみ，β：繊維を考慮した係数である。 

G
c
r 
/
 G

0

εt

Gcr/G0=0.4/(εt/εcr)
β

εcr

0.4

β=1.0：Al-Mahaidiモデル

β=0.8：CESモデル

 
図 3.3.5 ひび割れ後のせん断伝達特性 
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また，文献 57)において RC 構造物の初期ひび割れを考慮した FEM 解析が実施されて

いる。その結論として，コンクリートのひび割れ強度 σcr を低減することにより試験結

果との整合性の改善することが示されている。本論で解析対象とした試験体においても

載荷前に初期ひび割れの発生が確認されており，同文献を参考にコンクリートのひび割

れ強度 σcrを壁板では 0.37MPa，柱および梁では 0.75MPa と低減することとした。 

壁縦筋の定着の有無のモデル化に関しては，壁板と梁およびスタブの間に離散ひび割

れ要素を使用した。圧縮側については剛体とし，引張側については，壁縦筋の定着がな

い試験体 CWAS および CWAF では，ひび割れ後の引張応力が零となるモデルを，壁縦

筋の定着がある試験体 CWBS および CWBF では，ひび割れ強度に達した後，鉄筋の抜

け出しを考慮するモデル 58)とした（図 3.3.6）。また，離散ひび割れ要素のひび割れ面の

せん断伝達特性を長沼の提案するモデル 56)とし，それぞれモデル化を行った。 

 

＜長沼モデル＞ 

  nyssdu p   8.01.14  （ただし，τdu≦0.3σB；単位 kgf/cm2） (3.3.7) 
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
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 100
03.2


t

d


，（ただし，εt≦500μの場合，εt=500μ） 

 

ここで，τdu：ひび割れ面の直接せん断強度，ps：鉄筋比（縦筋比=横筋比），sσy：鉄筋

の降伏点，σn：ひび割れ面に作用する垂直応力度，σB：コンクリート強度応力度，τntmax：

ひび割れ面の最大せん断応力度，εt：ひび割れ直交方向ひずみ，τnt：ひび割れ面のせん

断応力度，γnt：せん断ひずみである。 
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図 3.3.6 鉄筋の抜け出しモデル  

 

 3.3.2  鋼材モデル 

 

鉄骨フランジは 4 節点平面応力要素でモデル化し，鉄骨ウェブはトラス要素で線材と

してモデル化し，応力－ひずみ構成モデルは塑性増分理論に基づく弾塑性モデルを用い

た。鋼材の応力－ひずみ関係，降伏条件については鋼材のバウシンガー効果を考慮した

Ciampi 等の提案する修正 Menegotto-Pinto モデル 59)とした（図 3.3.7）。1 軸応力下では，

材料試験結果を用い，多軸応力下では Mises の降伏条件式 50)を用いた。 

 

＜修正 Menegotto-Pinto モデル＞ 
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除荷および再載荷曲線 
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 (3.3.9) 

 

ここで，σy：降伏強度，εy：降伏時ひずみ，H：ひずみ硬化率，εmax：経験した最大塑

性ひずみである。 
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図 3.3.7 修正 Menegotto-Pinto モデル 

 

コンクリートと鉄骨間をライン要素で定義し，文献 60)を参考にして付着応力－すべ

り関係をモデル化した（図 3.3.8）。ここで，最大付着応力は文献 5)を参考に τmax=0.1σB

（σB：コンクリート強度）とし，鋼材の軸方向のみすべりが生じるようにモデル化した。 

 

＜Von Mises の降伏条件＞ 

 

   02
22  kJJf  (3.3.10) 

 222 3 yXYYYXX    (3.3.11) 

 

ここで，J2：偏差応力の二次不変量，k：せん断降伏応力定数，σX：X 方向垂直応力，

σY：Y 方向垂直応力，τXY：面内せん断応力，σy=√3k：一軸降伏応力度である。 

 

＜付着応力－すべり関係＞ 

 
1.0

max
max 








S

S
 （ただし，S>Smaxのとき） (3.3.12) 

 

ここで，τmax：最大付着応力度，Smax：最大付着応力時すべり量である。 
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τ

S

(τmax,Smax)

τ=τmax(Smax/S)
0.1

τmax=3.0 (MPa)

Smax=0.05 (mm)

 

図 3.3.8 鋼板とコンクリートの付着応力－すべり関係



CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 
第 3 章 壁縦筋の定着状態が CES 造耐震壁の内部応力状態に及ぼす影響 

 

 
 - 82 -

表 3.3.1 解析モデルの設定 

試験体 CWAS CWBS CWAF CWBF 

コンクリート 

要素 4 節点平面応力要素 

1 層 
材料特性 

σB (MPa) 38.6 42.0 41.2 40.1 
Ec (GPa) 24.8 25.7 25.5 24.9 
εc0 (μ) 2814 2587 2457 2765 

σcr (MPa) 柱，梁：0.748，壁板：0.374 柱，梁：0.758，壁板：0.379
ν 0.167 

2 層 
材料特性 

σB (MPa) 36.4 30.6 38.6 35.9 
Ec (GPa) 26.7 29.5 27.6 24.8 
εc0 (μ) 2550 2558 2423 3160 

σcr (MPa) 柱，梁：0.633，壁板：0.316 柱，梁：0.638，壁板：0.319
ν 0.167 

σ－ε 関係 
圧縮側 

上昇域：修正 Ahmad モデル 
下降域：多折点モデル 

引張側 
上昇域：直線モデル 

下降域：出雲モデル（柱，梁：c=1.0，壁板：c=0.2） 

破壊基準 
二軸圧縮：Kupfer らのモデル 

一軸圧縮－一軸引張，二軸引張：Darwin らのモデル 
ひび割れ後のせん断伝達特性 修正 Al-Mahaidi モデル 

履歴特性 長沼の曲線モデル 
ひび割れモデル 独立 2 方向分布ひび割れモデル 

鉄骨 

要素 
柱鉄骨フランジ，梁鉄骨ウェブ：4 節点平面応力要素 

柱鉄骨ウェブ，梁鉄骨フランジ：2 節点トラス要素 

材料特性 
σy (MPa) PL-9：282，PL-6：260 
Es (GPa) PL-9：197，PL-6：190 

ν 0.2 
σ－ε 関係 bi-linear モデル 
降伏基準 Von Mises の降伏条件 
履歴特性 修正 Menegotto-pinto モデル 

鉄筋 

要素 埋込鉄筋としてコンクリート要素に置換 

材料特性 
σy (MPa) D6：345 
Es (GPa) D6：190 

ν - 
σ－ε 関係 bi-linear モデル 
降伏基準 Von Mises の降伏条件 
履歴特性 修正 Menegotto-pinto モデル 

鉄骨－コンクリート 
付着特性 

要素 8 節点アイソパラメトリック接合要素 
τmax (MPa) 3.0 
smax (mm) 0.05 

圧縮側 剛体 
引張側 剛体 
せん断 

τ－s 関係 
上昇域：直線モデル 

下降域：天野等らの多折線モデル 
履歴特性 直線モデル 

壁板と梁境界 

要素 4 節点アイソパラメトリック接合要素 
圧縮側 剛体 

引張側 
定着なし：ひび割れ後応力・剛性ともに零 

定着あり：抜け出しを考慮したモデル 
せん断 τ－s 関係 長沼モデル 

解析モデル 

総節点数 2367 

要素数 

総要素数 3226 
四辺形要素 2152 （15 type） 
トラス要素 220 (2 type) 

8 節点接合要素 506 (8 type) 
4 節点接合要素 348 (4 type) 
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3.4  解析結果と実験結果の比較 

 

 3.4.1  履歴特性 

 

図 3.4.1 に実験と解析における履歴特性の比較を示す。同図中には，実験結果と同様

に解析結果の降伏点と最大耐力点を併せて示している。 

せん断力－部材角関係において，いずれの試験体も初期剛性はひび割れ強度を低減さ

せているものの若干大きめの評価となっていることが確認された。また，実験では

R=0.5×10-2rad.近傍において引張側柱の鉄骨フランジの降伏が確認されたが，解析では実

験結果と比べてやや小さい部材角で降伏が見られ，ここでも剛性を若干高めに再現する

傾向が確認された。しかしながら，全試験体において降伏時のせん断力を比較すると実

験結果と良く一致している。最大耐力についてみると，最大耐力に達する部材角が異な

る試験体も見られるが，最大耐力の解析結果は実験結果と非常に良く一致していること

がわかる。 

最大耐力以降の耐力低下についてみると，せん断破壊先行型の壁縦筋の定着のない試

験体 CWAS では，実験と同様に徐々に耐力低下する傾向が確認された。一方，壁縦筋

の定着のある試験体 CWBS では，実験の耐力低下は R=1.5×10-2rad.から生じており，解

析結果における耐力低下は R=1.0×10-2rad.の 2 サイクル目において確認された。曲げ降

伏先行型試験体 CWAF および CWBF についてみると，解析を行った R=2.0×10-2rad.のサ

イクルまで耐力低下は生じず，実験結果と解析結果の傾向は一致している。 

除荷剛性（履歴性状）については，曲げ降伏型試験体をはじめ実験結果を精度良く再

現できている。ただし，試験体 CWAS の除荷剛性では，試験体 CWBS と比べるとやや

原点を指向する傾向が見られる。 
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図 3.4.1(a) 実験および解析の履歴特性の比較 
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図 3.4.1(b) 実験および解析の履歴特性の比較 
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3.4.3  変形性状 

 

図 3.4.3に R=1.0×10-2rad.までの実験結果および解析結果におけるせん断力－せん断変

形成分および曲げ変形成分の履歴特性の比較を示す。曲げ変形 δflexuralは高さ方向に 7 分

割して測定した側柱の軸方向変形量から回転角 θi 求め，せん断変形 δshear は全体の変形

から曲げ変形を差し引いたものである。 
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ここで，ai，aj：各計測区間長さ，h：水平変位計測高さである。 

せん断破壊先行型試験体 CWAS および CWBS では，せん断変形が曲げ変形と比べて大

きく，曲げ降伏先行型の試験体 CWAF および CWBF では，曲げ変形がせん断変形と比

べて大きくなっており，解析結果は全体的に実験結果の傾向は捉えられている。また，せ

ん断力－せん断変形の履歴特性は，ややスリップ型，せん断力－曲げ変形の履歴形状は紡

錘型となっており，これも概ね表現できている。 

せん断破壊先行型試験体では，試験体 CWBS の R=1.0×10-2rad.の 2 サイクル目（最大変形

時）において，解析結果が急激な耐力低下が生じており，それに伴いせん断変形成分が実

験結果と比べて大きくなっているが，それ以前の解析結果および実験結果は概ね一致して

いる。また，載荷サイクルの進行に伴い試験体 CWAS の除荷時の剛性が実験と異なり小さ

くなる傾向を示しているが，これは，図 3.4.1 と同様の傾向である。つまり，せん断力－せ

ん断変形の原点指向型の特性の影響が，図 3.4.1 のせん断力－部材角関係に現れたことがわ

かる。 

試験体 CWAS のせん断変形を除く全ての解析結果において，降伏時近傍までの剛性が大

きい。特に曲げ変形成分において，曲げ降伏までの剛性を大きめに評価する結果となってい

る。これも，3.4.1 項のせん断力－部材角の関係において，解析の剛性は実験結果と比べて

若干大きい傾向が同じように現れている。 
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図 3.4.2 実験結果および解析結果における各変形成分の比較 
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3.4.3  破壊状況 

 

図 3.4.3に実験結果および解析結果の R=1.0×10-2rad.正載荷１サイクル目ピーク時にお

ける損傷状況を示す。 

せん断破壊先行型試験体についてみると，壁縦筋の定着のない試験体 CWAS の解析

結果では，１層壁板脚部および中央部と比較して１層壁板上隅角部に損傷の集中が認め

られ，１層壁板脚部では損傷の集中が認められず，実験結果と解析結果は良好な対応関

係にある。一方，壁縦筋の定着のある試験体 CWBS では，上隅角部の損傷は少なく，

１層壁板の全体的に損傷が確認され，解析においても試験体 CWAS との損傷状況の違

いが認められた。両試験体ともに解析と実験における損傷の集中箇所が概ね一致する結

果となった。 

曲げ降伏先行型試験体では，壁縦筋の定着の有無による破壊状況の違いが明確に現れ

ているわけではないが，解析結果では１層側柱の近傍に損傷の集中が認められ，曲げせ

ん断ひび割れによる損傷も現れており，全体的に実験における損傷状況と一致している

ことが伺える。 
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3.4.4 壁板と梁のずれ 

 

図 3.4.4 に各変形角１サイクル目正載荷ピーク時の壁板と梁とのずれを示す。ずれの

計測位置は図 3.4.5 に示すように，１層壁板および 2 層壁板と１層梁の 2 箇所である。 

せん断破壊先行型で壁縦筋の定着のない試験体 CWAS の実験結果は R=1.0×10-2rad.の

サイクルから増大が見られ，解析結果も R=0.75×10-2rad.のサイクルからずれが増大して

おり，1 層梁下で生じるずれを概ね模擬できている。一方で，壁縦筋の定着を有する試

験体 CWBS の実験では，R=1.0×10-2rad.から１層梁上からずれが発生している。しかし

ながら，１層梁下の実験および解析ともにずれはほとんど生じていない。このことから，

壁縦筋の定着がないことにより，梁下の部分でずれを考慮したモデル化の違いが，壁縦

筋の定着のない試験体 CWAS の除荷剛性に現れたといえる。なお，曲げ降伏型の試験

体 CWAF および CWBF の解析結果は，ほとんどずれが生じておらず，実験結果と対応

している。 

以上のことから，本解析モデルによって履歴特性，破壊性状および変形成分等の解析

結果の包絡線は実験結果を概ね良好に再現できていると判断し，次節からは壁縦筋の定

着状態が内部応力状態に及ぼす影響についての検討を進める。 
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図 3.4.4 実験結果および解析結果の壁板と梁のずれ 

 

I29

I27

 
図 3.4.5 壁板と梁のずれ計測位置 
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3.5  内部応力状態 

 

 3.5.1  最小主応力分布 

 

図 3.5.1 に R=0.75×10-2rad.および R=1.0×10-2rad.の正載荷 1 サイクル目ピーク時におけ

る耐震壁の最小主応力分布（圧縮応力分布）を示す。 

すべての試験体において，1 層圧縮側柱脚部付近から 2 層引張側柱柱頭にかけての圧

縮ストラットの形成が確認できる。圧縮ストラットの応力についてみると，圧縮側の壁

板脚部隅角部から側柱脚部に高い圧縮応力が生じている。また，形成された圧縮ストラ

ットは，せん断破壊先行型試験体の方が曲げ降伏先行型試験体のものと比べてストラッ

トの幅および応力のレベルが大きくなる傾向が認められる。一方で，破壊モードに拘わ

らず壁縦筋の定着の有無が圧縮ストラットの形状に大きな差異は認められない。これは，

図 3.4.4 に示したように R=0.75×10-2rad.までは壁板と梁のずれが小さいことに起因して

いるものと考えられる。 
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3.5.2  負担せん断力の推移 

 

図 3.5.2 に各試験体の負担せん断力の推移を示す。負担せん断力は，壁板，圧縮側柱

コンクリート，圧縮柱内鉄骨および引張柱内鉄骨に分けて示している。また，図 3.5.3

に示される３つの高さ（bottom，mid および top）における結果についてそれぞれ示し

ている。 

せん断破壊先行型試験体のmidおよびtopにおける壁板の負担せん断力についてみる

と，定着のない試験体CWASでは，R=0.75×10-2rad.以降の載荷サイクルから徐々に低下

する傾向が認められるが，定着のある試験体CWBSでは，R=1.5×10-2rad.において急激な

低下が生じている。これは，図3.4.1(b)に示すせん断力－部材角関係の耐力低下状況お

よび図3.4.2(b)に示す試験体の損傷状況と対応している。すなわち，定着のない試験体

CWASでは，壁板の中央から上部にかけてのコンクリートの損傷が軽減され，耐力が

徐々に低下したと考えられる。一方，定着のある試験体CWBSでは，壁板の中央から上

部のコンクリートに損傷が集中し，耐力が急激に低下したと考えられる。一方，曲げ降

伏先行型試験体CWAFおよびCWBFでは，壁板の負担せん断力の急激な低下は認められ

ない。 

次にせん断破壊先行型試験体のbottomに着目すると，試験体CWBSにおける圧縮側柱

の負担せん断力は試験体CWASのものと比べて全体的に大きくなる傾向が見てとれる。

一方，曲げ降伏先行型試験体CWAFおよびCWBFでは，R=0.25×10-2rad.の載荷サイクル

まで圧縮側柱および壁板の負担せん断力の推移状況に明確な差異は認められない。しか

しながら，R=0.5×10-2rad.以降の載荷サイクルに着目すると，定着のない試験体CWAF

では，R=1.5×10-2rad.の載荷サイクルにおいて圧縮側柱コンクリートの負担せん断力が低

下しているが，試験体CWBFでは，R=0.75×10-2rad.から圧縮側柱コンクリートの負担せ

ん断力が低下しており，両試験体の部材の負担せん断力に差異が認められる。また，両

試験体ともに圧縮側柱コンクリートのせん断力の低下に伴い圧縮側柱鉄骨のせん断力

は増加しており，圧縮側柱の負担せん断力はコンクリートから鉄骨に移行する傾向が認

められる。両試験体ともにR=2.0×10-2rad.のサイクルでは，壁板，圧縮柱鉄骨および圧縮

側柱コンクリートの負担せん断力の割合は違うものの，全ての部材の負担せん断力の合

計は同程度であり，両試験体の破壊モードは同様のものであることが考えられる。 
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図 3.5.2(a) 負担せん断力の推移（せん断破壊先行型試験体） 
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図 3.5.2(b) 負担せん断力の推移（曲げ降伏先行型試験体） 
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h=375mm

h=0mm

h=750mm

 

図 3.5.3 コンクリートの要素位置 

 

3.5.3  せん断応力度分布 

 

図 3.5.4 に各変形角の 1 サイクル目の正載荷ピーク時における耐震壁の平均せん断応

力度の分布を示す。同図の縦方向実線は側柱位置を示している。平均せん断応力度は図

3.5.3 に示される位置（網掛け内）におけるコンクリート要素に生じるせん断力を用い

て，側柱は要素 2 個分，壁板は 3 個分のせん断力の合計を断面積で除して平均化した値

である。 

高さ h=0mm では，いずれの試験体においても圧縮側柱および壁板の圧縮側のコンク

リートでせん断応力度の大部分を負担していることがわかる。高さ h=375mm では，高

さ h=0mm と比べて圧縮側柱のせん断応力度が減少し，壁板の圧縮側のせん断応力度が

増加している。 

以上のようなことが確認できるが，壁縦筋の定着がある試験体とない試験体の間では，

最大耐力付近において壁板のせん断応力度の分布に特筆すべき違いは認められなかっ

た。したがって，今回の実験の範囲では，CES 耐震壁の耐荷性能に及ぼす定着の有無の

影響は小さいと考えられる。 
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図 3.5.3(a) コンクリートの負担せん断力分布（せん断破壊先行型試験体） 
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図 3.5.3(b) コンクリートの負担せん断力分布（曲げ降伏先行型試験体） 
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3.6  まとめ 

 

本章では，CES 造耐震壁に用いる二次元 FEM 解析法を提案し，解析モデルおよび材

料構成則の妥当性についての検討を行った。さらに，解析結果を用いて壁縦筋の定着状

態が CES 造耐震壁の応力伝達メカニズムに及ぼす影響について検討を行った。 

本研究により得られた知見を以下に示す。 

 

1) 本論に示す解析モデルおよび材料構成則の主な特徴は以下のとおりである。 

 解析は二次元を仮定した平面応力解析であり，コンクリートは 4 節点四辺形要

素を，鉄骨は 4 節点四辺形要素および 2 節点トラス要素を仮定し，付着応力－

滑り関係を定義した。また，壁縦筋の定着の有無の影響を考慮するため，壁板

と梁もしくは上下スタブとの間に離散ひび割れ要素を定義した。 

 繊維補強コンクリートの影響を考慮するために，コンクリートのひび割れ後の

せん断伝達特性は普通コンクリートと比べて剛性の低下が緩やかなモデルを

仮定した。 

 コンクリートの初期ひび割れの影響を考慮するために，コンクリートのひび割

れ強度は材料試験結果に対して低下させている。 

 

2) 上記に示す解析モデルによる解析の初期剛性は実験結果と比べて若干高めの評価

となるものの，CES 造耐震壁のスケルトンカーブ，破壊性状，各変形成分および梁

と壁板のずれなどの挙動は精度よく再現することができる。 

 

3) せん断破壊先行型試験体では，最大耐力時に壁板に形成される圧縮ストラットにお

いて 1 層壁板の下隅角部から 1 層上部にかけて高い圧縮応力が発生しており，各試

験体の実験における損傷状況と対応する傾向が確認された。 

 

4) せん断破壊先行型試験体では，最大耐力の後，壁縦筋の定着のある試験体の 1 層壁

板の上部から中央にかけての負担せん断力は早期に低下しているが，壁縦筋の定着

のない試験体は緩やかに低下する傾向が認められ，壁板の負担せん断力の低下状況

の違いが耐力低下の度合いに影響を及ぼしたと考えられる。 

 

5) 曲げ降伏先行型試験体では，変形の進行に伴い圧縮側柱の負担せん断力の低下が顕
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著となるが，圧縮側柱の負担せん断力はコンクリートから鉄骨に移行する傾向が認

められ，その傾向は定着のある試験体の方が定着のない試験体と比べて早期に生じ

ている。 

 

6) せん断破壊先行および曲げ降伏先行型試験体の最大耐力時の壁板の圧縮ストラッ

トおよびせん断応力度分布では，壁縦筋の定着の有無の影響はほとんど認められず，

内部応力状態からも CES 耐震壁の耐荷性能に及ぼす定着の有無の影響は小さいと

考えられる。 
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第 4 章  壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁の 

静的載荷実験 
 

4.1  はじめに 

 

本章では，第 2 章において示した壁板が柱の中心に配置された無偏心壁試験体に対し

て，壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁の静的加力実験を実施することによ

り，当該耐震壁の耐力性能，変形性能および損傷状況等の基礎的な耐震性能を検討する。 

建築物の外部に面する耐震壁では，一般的に耐震壁の壁板が柱に偏心して取り付くこ

とが多い。RC 造耐震壁において，壁板が偏心して取り付いた場合においても構造性能

にほぼ影響を及ぼさないことが明らかとなっている 61-63)。しかしながら，CES 造耐震壁

において壁板が柱に偏心して取り付く場合，壁心位置が柱の鉄骨位置とずれることとな

り，側柱の内蔵鉄骨による壁板への拘束の低減が予想される。それにより，無偏心壁試

験体の場合と比較して耐震壁の耐力性能および靭性が得られない可能性があり，壁が偏

心して取り付く耐震壁の限界性能を把握しておく必要がある。 

本章では，壁板が偏心して取り付く CES 造耐震壁の静加力実験を実施し，最大耐力，

変形性能および破壊性状などの検証を行う。また，第 3 章に示した無偏心壁 CES 造耐

震壁との比較検討を行い，CES 造耐震壁の開発のための基礎資料の整理を目的とする。 

 

4.2  実験概要 

 

4.2.1  試験体 

 

耐震壁試験体は，中高層壁フレーム建築物における連層耐震壁の下部 2 層を想定した

実大の約 1/3 縮尺のものである。試験体の形状を図 4.2.1 に，配筋状況を図 4.2.2 に示す。

また，表 4.2.1 に試験体の部材断面詳細を示す。耐震壁は壁階高さが 1,000mm，柱中心

間距離が 1,800mm および壁厚が 100mm であり，側柱断面が 250mm 角である。また，

壁梁の幅およびせいはそれぞれ 200mm および 250mm である。 

本実験の試験体では，図 4.2.1 に示すように耐震壁の壁板が付帯柱に偏心して取り付

けてある。また，図 4.2.2 に示すように本試験体では，壁縦筋を梁内に定着せず壁板内

でフックを設けてあり，壁横筋は側柱内で 90 度フックにより定着させた。 
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実験変数はせん断スパン比とし，計 2 体の試験体を用意した。試験体 CWCS ではせ

ん断スパン比（M/(Q・L)，L：壁の全せい）を 1.1 とし，試験体 CWCF ではせん断スパ

ン比を 1.65 として，それぞれせん断破壊先行型および曲げ降伏先行型の試験体となる

ように計画した。なお，本試験体 CWCS および CWCF は 2 章において示した無偏心耐

震壁試験体 CWAS および CWAF それぞれに対応し，壁板の位置を偏心させたものであ

る。 
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図 4.2.1 試験体形状 

表 4.2.1 部材断面詳細 

試験体 CWAS CWAF CWCS CWCF 

柱 
B×D 250×250 (mm) 
鉄骨 H-170×120×6×9 (sp=4.9%) 

梁 
B×D 200×250 (mm) 
鉄骨 H-148×100×6×9 (gp=5.2%) 

壁 

壁厚 100 (mm) 
縦筋 D6@75 千鳥 (wp=0.42%) 
横筋 D6@75 千鳥 (wp=0.42%) 

軸力 1,260 (kN) 1,135 (kN) 
壁板の偏心 無偏心 偏心 

せん断スパン比 1.1 1.65 1.1 1.65 
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4.2.2  材料特性 

 

表 4.2.2 に FRC の材料特性を，表 4.2.3 に鉄骨および鉄筋の材料特性をそれぞれ示す。

使用したコンクリートは呼び強度 30MPa である。コンクリートの打設は，基礎スタブ，

壁部 1 層，壁部 2 層および上部スタブの 4 回に分けて行った。また，上下スタブを除く

試験体の柱，梁および壁板のコンクリートは FRC を使用している。表 4.2.4 に繊維の材

料特性を示す。本研究で使用した合成繊維は第 2 章においても使用したビニロンファイ

バー（RF4000）を使用しており，体積混入率は 1%としている。 

使用した鉄骨は SS400 の H-170×120×6×9（側柱鉄骨）と H-148×100×6×9（梁鉄骨）で

ある。また，鉄筋は SD295A の D6（壁筋）である。 

 

 

 

 

表 4.2.2 FRC の材料特性 

 σB (MPa) EC (MPa) εC0 (μ) σt (MPa) 

CWCS 
1 層 32.3  23014  2868 2.52 
2 層 34.2  25124  2742 2.65  

CWCF 
1 層 33.8  27124  2377 2.41  
2 層 34.9  28392  2321 2.54  

 

表 4.2.3 鉄骨および鉄筋の材料特性 

種別・使用箇所 σy (MPa) Es (GPa) σu (MPa) 

PL-6 (SS400) ウェブ 300  197  422  
PL-9 (SS400) フランジ 297  209  442  

PL-16 (SS400) 接合部 250  203  429  
D6 (SD295A) 壁筋 396 192 518 

 

表 4.2.4 繊維の材料特性 

名称 直径 (μ) 
標準長 
(mm) 

比重 

(g/cm3)

引張強度

(MPa) 
切断伸度 

(%) 
弾性係数 

(GPa) 

RF4000 660 30 1.3 900 9 23 



CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 
第 4 章  壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁の静的載荷実験 

 

 
 - 107 -

4.2.3  載荷計画 

 

載荷装置を写真 4.2.1 および図 4.2.3 に示す。試験体は反力フレームに PC 鋼棒で固定

し，水平力の正負繰り返し載荷は反力壁に取り付けた水平オイルジャッキ（2,000kN）

によって行った。さらに，反力フレームに取り付けた 2 台の鉛直オイルジャッキ（各

2,000kN）により，N=1,135kN の一定軸力（柱軸力比 N/N0=0.2，N0：鉄骨を含む軸耐力）

を試験体頂部に作用させると同時に，せん断スパン比が 1.1 もしくは 1.65 となるように

作用せん断力に対応させて当該鉛直ジャッキを制御することで試験体頂部に付加モー

メントを作用させた。実験は試験体頂部の水平変位（δ）を計測位置の高さ（H=2,050mm）

で除した相対部材角 R=δ/H で西側方向載荷を正載荷として制御した。なお，前述した

軸力は以下の式によって算出した。 

 

  yssCSBC AAN   20  (4.2.1) 

 kNNN 135,12.0 0   (4.2.2) 

 

ここで，CA：側柱コンクリート断面積，sCSA：側柱鉄骨断面積，σB：コンクリート強

度，sσy：側柱鉄骨降伏応力である。 

 

＜鉛直ジャッキ軸力算定式＞ 

 

  ah
l

QN
Ne 

2
 (4.2.3) 

  ah
l

QN
Nw 

2
 (4.2.4) 

 

ここで，Ne：東側ジャッキの軸力，Nw：西側ジャッキの軸力，N：一定軸力（=1,135kN）

Q：せん断力，l：ジャッキ間の距離，h：想定加力高さ，a：実際の加力高さである。 
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図 4.2.3 載荷装置概要 

 

写真 4.2.1 試験体設置状況 
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4.2.4  測定方法 

 

図 4.2.4 に変位測定位置を，図 4.2.5 にひずみゲージ貼付け位置をそれぞれ示す。計測

変位は，上部スタブおよび側柱での水平変位，側柱を 7 分割した軸方向変位，梁と壁板

のずれおよび開き，１層および２層壁板の対角方向である。また，ひずみゲージにより

鉄骨フランジ，鉄骨ウェブおよび壁の補強筋のひずみを測定した。 

ひび割れの観察は西・北・東面において，加力によって生じた亀裂を目視により確認

し，サイクルごとに対応する色のマーカーによってひび割れを記録し，併せて，ひび割

れの発生状況および加力ステップを用紙に記録した。また，第 1 サイクルの正負載荷ピ

ーク時および除荷時の主要なひび割れの幅をクラックスケールにより測定した。 
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図 4.2.4 試験体裏面変位計測位置 
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図 4.2.5 試験体ひずみゲージ貼付け図 
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4.3  破壊状況とせん断力－部材角関係 

 

図 4.3.1 に各試験体のせん断力－部材角関係を，図 4.3.2 に R=0.75×10-2rad.終了時およ

び最終破壊状況をそれぞれ示す。また，図 4.3.1 では，第 7 章において示す曲げ終局強

度の略算式 1 およびトラス・アーチ理論によるせん断終局強度の算定結果も併せて示す。 

 

4.3.1  試験体 CWCS 

 

せん断破壊先行型試験体試験体 CWCS では，正側の最大耐力 1,256kN が記録された。

また，同変形角の負側１サイクル目のピーク時において，１層梁鉄骨フランジの降伏が

認められ，負側の最大耐力-1,247kN が記録された。その後，R=1.0×10-2rad.の負載荷サ

イクルに 1 層梁のせん断破壊が生じ，R=1.5×10-2rad.のサイクルでは，2 層側柱および１

層柱梁接合部のせん断破壊が発生し，R=2.0×10-2rad.のサイクルにおいて１層側柱のせん

断破壊が認められ，それぞれ耐力低下が認められた。 
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図 4.3.1(a) せん断力－部材角関係 

 
 (a) R=0.75×10-2rad. (b) 最終破壊状況 

図 4.3.2(a) 破壊性状 



CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 
第 4 章  壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁の静的載荷実験 

 

 
 - 112 -

4.3.2  試験体 CWCF 

 

曲げ降伏先行型試験体 CWCF では，R=0.75×10-2rad.のサイクルにおいて負側の最大耐

力-884kN が記録され，R=1.0×10-2rad.のサイクルにおいて，正側の最大耐力 924kN が記

録された。また，同変形角の負側サイクルでは，側柱コンクリートの圧壊が認められ，

それに伴う耐力低下が確認された。その後，R=1.5×10-2rad.の正載荷１サイクル目におい

て，側柱のせん断破壊が発生し，同変形角の負側 2 サイクル目において１層壁板脚部コ

ンクリートの圧壊が生じ，急激な耐力低下が確認された。その後，R=2.0×10-2rad.のサイ

クルにおいて 1 層東側柱のせん断破壊が認められ，１層側柱コンクリートの損傷が進行

し，R=3.0×10-2rad.の正側のみ載荷して実験を終了した。 
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図 4.3.1(a) せん断力－部材角関係 

 

 
 (a) R=0.75×10-2rad. (b) 最終破壊状況 

図 4.3.2(a) 破壊性状 
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4.3.3  偏心壁試験体および無偏心壁試験体の比較 

 

図 4.3.3 に各試験体のせん断力－部材角関係の包絡線を示す。同図では，第 2 章にお

いて示した無偏心壁試験体 CWAS および CWAF の結果についても併せて示す。 

せん断破壊先行型試験体についてみると，偏心壁試験体 CWCS の最大耐力 1,256kN

は無偏心壁試験体 CWASの最大耐力-1,327kNと比べて 5%程度低くなっている。これは，

両試験体のコンクリート強度の差に起因するものと考えられ，両試験体の最大耐力はほ

ぼ同程度の値だと判断できる。その後，偏心壁試験体 CWCS は無偏心壁試験体 CWAS

と比較して急激な耐力低下が生じている。試験体 CWAS では，壁縦筋の定着のない 1

層壁板と梁の境界でずれが生じており，それに伴い 1 層壁板の上隅角部に損傷が集中し

た。一方，試験体 CWCS では，無偏心壁試験体 CWAS と同様に壁縦筋の定着のない 1

層壁板と梁の境界でずれが生じ，その後，１層梁のせん断破壊が発生した。すなわち，

試験体 CWCS では，図 4.2.1 に示すように壁板が柱に偏心して取り付いていること，お

よび梁のかぶりコンクリート部分の剛性が低いことから，1 層梁のかぶりコンクリート

部分に損傷が集中し，試験体 CWAS と比べて変形性能が低下したものと考えられる。 
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図 4.3.3 せん断力－部材角関係の包絡線の比較 
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曲げ降伏先行型試験体においても，試験体 CWAF および CWCF の最大耐力はほぼ同

等の値が記録された。最大耐力後の挙動についてみると，試験体 CWAF では，

R=2.0×10-2rad.のサイクルにおいて脚部コンクリートの圧壊に伴う耐力低下が生じたが，

試験体 CWCF では，R=1.5×10-2rad.のサイクルにおいて 1 層壁板の東西側柱付近の脚部

コンクリートの圧壊に伴う耐力低下が生じており，偏心壁試験体は無偏心壁試験体と比

べて変形性能が低下している。すなわち，試験体 CWCF は壁板が偏心していることか

ら，圧縮側柱コンクリートの応力負担領域が小さく，圧縮側壁板の脚部コンクリートの

損傷が早期に生じたと考えられ，変形性能に影響を及ぼしたと考えられる。 

図 4.3.4 に累積消費エネルギーの比較を，図 4.3.5 に等価粘性減衰定数の比較を示す。

ここで，等価粘性減衰定数は第 2 章と同様の手法 46)で算定している。 

せん断破壊先行型試験体についてみると，試験体 CWCS の累積消費エネルギーは試

験体 CWAS と比べて小さく，変形角の進行に伴いその差は徐々に大きくなっている。

また，試験体 CWCS の等価粘性減衰定数は試験体 CWAS と比べて R=0.75×10-2rad.のサ

イクルまで小さいが，その後のサイクルにおいて，耐力低下が顕著となる試験体 CWCS

の等価粘性減衰定数は試験体 CWAS と比べて大きくなる傾向が認められる。 

一方，曲げ降伏先行型試験体について，偏心壁試験体 CWCF の累積消費エネルギー

は無偏心壁試験体 CWAF と比べて僅かに小さくなっているが，急激な耐力低下が生じ

る R=1.5×10-2rad.から試験体 CWCFは試験体 CWAFと比べて大きくなる傾向が認められ

る。また，試験体 CWCF および CWAF の等価粘性減衰定数は R=1.0×10-2rad.まで同程度

の値となっているが，R=1.5×10-2rad.から試験体 CWCF の等価粘性減衰定数は耐力低下

に伴い急激に増加する傾向が認められる。 
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図 4.3.4 累積消費エネルギーの比較 
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図 4.3.5 等価粘性減衰定数の比較 
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4.4  周辺架構と壁板の挙動 

 

4.4.1  脚部軸方向変形分布 

 

図 4.4.1 に各試験体の脚部軸方向変形分布を示す。軸方向分布は図 4.4.2 に示ように試

験体北面の壁板および柱脚部に取り付けた軸方向変形から得られた値を使用している。 

せん断破壊先行型試験体 CWCS についてみると，R=0.5×10-2rad.のサイクルでは軸方

向変形はほぼ直線的な分布を示しているが，その後のサイクルでは，圧縮側柱において

軸変形の増加が顕著となり，平面保持の仮定は成立していない。一方，曲げ降伏先行型

試験体 CWCF では，脚部軸変形は R=1.0×10-2rad.のサイクルまでほぼ直線的な分布性状

を示している。 

次に，無偏心壁試験体と比較してみると，破壊形式に拘わらず，偏心壁試験体の圧縮

側柱および壁板の圧縮側の軸変形は無偏心壁試験体のものと比べて引張側にずれてい

る傾向が認められる。偏心壁試験体では，壁板が柱に偏心して取り付いて取り付くこと

から，壁板より外側に位置する柱コンクリートは圧縮力を負担しにくいことが原因と考

えられる。今回の実験では，軸方向の変位計は試験体の北側にのみ取り付けていたこと

から，今後の課題と考える。 
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図 4.4.1 脚部軸方向変形分布 
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図 4.4.2 壁板および柱の変位計測位置 
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4.4.2  変形成分 

 

図 4.4.3 に各試験体の変形角 1 サイクル目正載荷ピーク時における曲げ変形およびせ

ん断変形の割合をそれぞれ示す。ここで，各変形成分を以下のように定義する。すなわ

ち，CES 造耐震壁の変形成分は 1 層曲げ変形 δ1f，1 層せん断変形 δ1s，2 層曲げ変形 δ2f，

2 層せん断変形 δ2sおよび 1 層曲げ変形から生じる 2 層回転変形 δ2rである。図 2.4.4 に変

位計取り付け位置を示す。実験結果では各層の曲げ変形（式(4.4.1)および(4.4.2)）およ

び 2 層回転変形（式(4.4.3)）は高さ方向に 7 分割して測定した側柱の軸方向変形量から

回転角 θiを求め，高さ方向に積分することで算出した。1 層せん断変形は 1 層の全体変

形から 1 層曲げ変形を差し引いて算出し（式(4.4.4)），2 層せん断変形は全体変形からそ

の他の変形を差し引いて算出した（式(4.4.5)）。 
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ここで，ai，aj：各計測区間長さ，h1，h2：1 層および 2 層の水平変位計測高さである。 

せん断破壊先行型試験体 CWCS では，せん断変形成分が曲げ変形より大きく，曲げ降

伏先行型試験体 CWCF では，せん断変形および曲げ変形成分がほぼ同等の値となって

いる。 

せん断破壊先行型試験体 CWCS では，最大耐力に達する R=0.75×10-2rad.の前のサイ

クルまで各変形成分の割合はほぼ一定のまま推移する傾向が認められる。また，

R=1.0×10-2rad.において，2 層せん断変形成分が増大し，その後，R=1.5×10-2rad.から 1 層

せん断変形成分の急激な増加が認められる。一方，曲げ降伏先行型試験体 CWCF では，

R=0.5×10-2rad.まで各変形成分の割合はほぼ一定のまま推移し，その後，R=0.75×10-2rad.

から 1 層曲げ変形および 1 層曲げ変形から生じる 1 層の回転変形の増加が認められる。 
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破壊形式に拘わらず，偏心壁試験体の 1 層せん断変形成分の割合は無偏心壁試験体と

比べて大きくなる傾向がみられるが，4.4.1 節においても述べたとおり，軸方向変位計

の取り付け箇所の影響によって曲げ変形成分は過小評価している可能性がある。しかし

ながら，1 層の全体変形（=δf1+δs1）においても，偏心壁試験体は無偏心壁試験体と比べ

て大きくなっており，壁板の偏心に伴い変形成分に差異のあることが確認された。 
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図 4.4.3 変形成分の割合 
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図 4.4.4 変位計取り付け位置 
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4.4.3  周辺架構の曲率分布 

 

図 4.4.5に無偏心壁試験体CWASおよび偏心壁試験体CWCSの正載荷ピーク時の柱鉄

骨フランジの曲率分布を示す。なお，曲率は図 4.4.6 に示す位置のひずみゲージから計

測された値を用いている。なお，ひずみの値は壁板の内側に位置する鉄骨フランジに貼

り付けたひずみゲージが計測不良であったため，ひずみゲージの値は壁厚の外側にある

鉄骨フランジのものである。 

圧縮側柱の曲率分布についてみると，R=0.75×10-2rad.までのサイクルにおいて偏心壁

試験体 CWCS は無偏心壁試験体 CWAS とほぼ同様の分布性状となっているが，試験体

CWCS の脚部の曲率は試験体 CWAS と比べて小さくなる傾向が認められ，壁板が柱に

偏心して取り付くことで無偏心壁の場合と比べて側柱全体の負担するせん断力が小さ

くなっており，その分のせん断力を壁板が負担しているものと考えられ，壁板の偏心状

況により，耐震壁の各部材の負担するせん断力に差異が認められる。一方，引張側柱に

ついてみると，変形角の進行に伴い全体的に曲率の増加が確認でき，多少のばらつきは

みられるが，試験体 CWAS と同様の曲率分布となっている。 
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図 4.4.5 側柱鉄骨フランジの曲率分布
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図 4.4.6 側柱鉄骨フランジのひずみゲージ貼り付け位置 
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4.5  まとめ 

 

本研究では，せん断スパン比および壁板の偏心配置を実験変数として，壁板が偏心し

て取り付く CES 造耐震壁の静的加力実験を実施した。 

本研究により以下の知見を得た。 

 

(1) せん断破壊先行および曲げ降伏先行型の双方において，偏心壁試験体および無偏心

壁試験体の最大耐力は同程度の値となった。 

 

(2) せん断破壊先行型の偏心壁試験体では，壁板が柱に偏心して取り付くことにより，

梁のかぶりコンクリートに損傷の集中が認められ，無偏心壁試験体と比べて顕著な

耐力低下が認められた。 

 

(3) 曲げ降伏先行型の偏心壁試験体では，圧縮側柱コンクリートの応力負担領域が小さ

く，圧縮側壁板の脚部コンクリートの損傷が早期に生じており，無偏心壁試験体と

比べて早期に耐力低下が確認された。 

 

(4) 破壊形式に拘わらず，偏心壁試験体は無偏心壁試験体と比べての 1 層の変形量が大

きくなり，早期に耐力低下が生じた一因と考えられる。 

 

(5) 側柱の曲率分布から，偏心壁試験体の圧縮側柱脚部の曲率は無偏心壁試験体のもの

と比べて小さくなり，圧縮側柱脚部の負担せん断力は小さくなっており，壁板の負

担せん断力が大きくなっていると推察できる。 

 

以上より，CES 造耐震壁において壁板を柱に偏心して取り付けることにより試験体の

構造性能の低下が確認された。 
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第 5 章 CES 造耐震壁のせん断伝達メカニズムに及ぼす 

壁板位置の影響 
 

5.1  はじめに 

 

前章に示す通り，筆者は壁板が柱に偏心して取り付く CES 造耐震壁の静加力実験を

実施し，偏心壁配置耐震壁と無偏心壁配置耐震壁の最大耐力は同等になることを示した。

しかしながら，破壊状況について見ると，せん断破壊先行型試験体では偏心壁試験体の

損傷箇所は無偏心壁試験体と異なり，曲げ降伏先行型試験体では，偏心壁試験体の損傷

は無偏心壁試験体と比べて早期に生じる傾向が認められ，偏心壁配置耐震壁と無偏壁配

置耐震壁の応力伝達メカニズムは異なることが考えられる。 

そこで本研究では，CES 造耐震壁の 3 次元 FEM 解析を実施し，FEM 解析の仮定およ

びモデル化の妥当性を検証する。さらに，壁板位置を変数としたパラメトリック解析を

行い，壁板位置が CES 造耐震壁の応力伝達メカニズムに及ぼす影響に関する検討結果

を述べる。 

 

5.2  解析概要 

 

解析対象試験体は第 2 章で示した無偏心壁試験体 CWAS および CWAF および第 4 章

で示した偏心壁試験体 CWCS および CWCF である。さらに，これら偏心壁試験体と無

偏心壁試験体の中間に壁板が位置する解析モデル CWES および CWEF についても解析

を実施する。なお，小偏心壁モデル CWES および CWEF では，壁板は柱に偏心して取

り付いているものの，無偏心壁試験体と同様に壁板は側柱の内蔵鉄骨による拘束効果の

影響を受けるように要素を分割した。 

表 5.2.1 に試験体の解析変数を示す。解析に用いた FRC の材料特性は第 2 章に示す表

4.2.2 の値を，鉄骨および鉄筋の材料特性は表 4.2.3 の値をそれぞれ用いている。また，

小偏心壁モデル CWES および CWEF の材料特性については，無偏心壁試験体および偏

心壁試験体の材料特性のおよそ平均値とし，繊維補強コンクリートの材料特性は表 5.2.2

の値を，鉄骨および鉄筋の材料特性は表 5.2.3 の値をそれぞれ用いている。 
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表 5.2.1 解析変数 

変数 壁板の偏心 せん断スパン比 

CWAS 無偏心 
1.1  

（せん断破壊先行型） 
CWES 小偏心 

CWCS 偏心 

CWAF 無偏心 
1.65  

（曲げ降伏先行型） 
CWEF 小偏心 

CWCF 偏心 

表 5.2.2 繊維補強コンクリートの材料特性（小偏心壁モデル） 

試験体 σB (MPa) EC (GPa) εC0 (μ) 

CWES  
CWEF 

1 層 36.0 26.0 2600 
2 層 36.0 26.0 2600 

表 5.2.3 鉄骨および鉄筋の材料特性（小偏心壁モデル） 

試験体 種別・使用箇所 σy (MPa) ES (GPa) 

CWES, CWEF 

PL-6 ウェブ 
柱 280 194 
梁 299 196 

PL-9 フランジ 
柱 290 203 
梁 300 197 

D6 壁補強筋 370 191 

 



CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 
第 5 章  CES 造耐震壁のせん断伝達メカニズムに及ぼす壁板位置の影響 

 

 
 - 129 -

図 5.2.1 に要素分割図を示す。コンクリートの要素数は，無偏心壁試験体が 5496，小

偏心壁モデルが 5616 および偏心壁モデルが 6108 である。本解析では実験と同様のせん

断スパン比 1.1 および 1.65 とするため，試験体の上スタブから実験における想定加力高

さまで仮想スタブをコンクリートの 10 倍程度の硬さの弾性体で定義し，仮想スタブ上

端に実験と同様の部材角となるよう強制変位を与えた。軸力は仮想スタブ上端において

一定軸力を与えた。また，下スタブ下端のコンクリートおよび鉄骨要素の節点は完全固

定（水平，鉛直および面外方向の自由度を拘束）とした。解析は変位制御による正負交

番繰返し載荷とし，R=1.0×10-2rad.の第 2 サイクルまで示した。なお，解析は 3 次元非線

形解析ソフト”FINAL”64)を使用した。 
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コンクリート要素  鉄骨要素 

 
壁板

引張鉄骨 圧縮鉄骨CWAS,CWAF

引張側柱 圧縮側柱

無偏心壁試験体 

 
壁板

引張鉄骨 圧縮鉄骨CWES,CWEF

引張側柱 圧縮側柱

小偏心壁モデル 

  
壁板

引張鉄骨 圧縮鉄骨CWCS,CWCF

引張側柱 圧縮側柱

偏心壁試験体 

図 5.2.1 要素分割図 

 

強制変位軸力 

仮想スタブ 
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5.3  材料モデル 

 

本節では，CES 造耐震壁の 3 次元 FEM 解析で用いた材料構成則について示す。ただ

し，第 2 章において 2 次元 FEM 解析と同様の材料モデルの場合は詳細を割愛する。 

 

5.3.1  コンクリートモデル 

 

コンクリートは変位関数が 1次となる 8節点アイソパラメトリック立体要素でモデル

化し，応力－ひずみ構成モデルは等価一軸ひずみに基づく直交異方性モデル 50)により表

現した。ひび割れは要素内に一様に分布し，多方向のひび割れが考慮できる非直交ひび

割れモデル 49)により表現した。また，壁板のせん断補強筋は埋め込み鉄筋として要素内

に層状置換した。 

応力－ひずみ関係については，圧縮側の応力上昇域は修正 Ahmad モデル 53)とし，軟

化域はコンクリートの材料試験の下限値となるように図 5.3.1 に示す多折線でモデル化

した。 

 

σ

ε

(σB ,εc0)

(0.2σB ,4εc0)

 

図 5.3.1 圧縮側応力－ひずみ関係 

 

引張側はひび割れ発生までを線形で仮定し，ひび割れ発生後の軟化域は出雲らの提案

モデル 54)を用いた。柱および梁要素では上記のモデルの係数 c=1.0 としてひび割れ発生

後に引張応力をほとんど負担しないものとし，鉄筋がある壁板要素では c=0.2 としてテ

ンションスティフニングを考慮した（図 5.3.2）。 
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σ t
εt

σt=σcr(εcr/εt)
c

c=1.0

c=0.2

σ
cr

εcr  

図 5.3.2 テンションスティフニング特性 

 

三軸応力下の破壊条件は，三軸圧縮では Willam-Warnke の 5 パラメータモデル 50)を用

いて（式(5.3.1）），大沼らの係数 53)を（式(5.3.2)），二軸圧縮－引張では，Linhua らの提

案を，二軸引張－圧縮では，Darwin-Pecknold の提案を，三軸引張では，要素の主応力

が一軸引張強度を超えた時とした 50)。 

 

＜Willam-Warnke の破壊基準＞ 
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＜大沼らの係数＞ 

 a0=0.0689 (5.3.2) 

 a1=0.6868 

 a2=-0.0964 

 b0=0.2040 

 b1=0.8424 

 b2=-0.1204 

 

ここで，τoct：八面体せん断応力，σoct：八面体垂直断応力，θ：偏差平面上の位置を表

す量（相似角）である。 
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コンクリートの繰り返し応力下における履歴モデルは，除荷と再載荷過程における軟

化挙動を考慮した曲線モデル 55)を使用した（図 5.3.3）。 

 

応力

ひずみ

ひび割れ点

圧縮包絡線

 

図 5.3.3 コンクリートの履歴特性 

 

ひび割れ後のせん断伝達モデルは図 5.3.4 に示す Al-Mahaidi モデル 56)（β=1.0 の場合）

に対して，せん断伝達剛性がわずかに大きくなるように β=0.8 として多折線でモデル化

した。 

G
cr

 /
 G

0

εt

G
cr

/G
0
=0.4/(εt/εcr)

β

εcr

0.4

β=1.0：コンクリート

β=0.8：FRCモデル

 

図 5.3.4 ひび割れ後のせん断伝達特性 

 

また，本論で解析対象とした試験体では載荷前に初期ひび割れの発生が確認されてお

り，文献 57)を参考に FRC の引張強度を 0.4MPa へ低減した。 

本論で解析対象としている試験体は壁縦筋の梁への定着を省略しているため，壁板と

梁およびスタブの間に離散ひび割れ要素を使用し，ひび割れ後の引張応力は零となるモ

デル 58)とした。また，離散ひび割れ要素のひび割れ面のせん断伝達特性は長沼の提案す

るモデル 56)とした。 
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5.3.2  鋼材モデル 

 

柱の鉄骨ウェブおよびフランジは面外曲げおよびせん断変形を考慮できる 4 節点積

層シェル要素でモデル化し，梁の鉄骨ウェブおよびフランジは 4 節点平面応力要素でモ

デル化した。鋼材の応力－ひずみ関係はバイリニアモデルで表し，履歴特性は等方硬化

則とした。 

鉄骨とコンクリートの間をフィルム要素で定義し，付着応力－すべり関係については，

最大付着応力点までを線形で仮定し，最大付着応力後の軟化域は文献 60)を参照しモデ

ル化した。ここで最大付着応力は式(5.3.3)に従った 65)。また，面外圧縮力に伴う摩擦力

の増大を付着応力に加え，このときの摩擦係数は 0.65 とした（図 5.3.5 参照）。 

 

 BB

C   05.0max  (5.3.3) 

 

ここで，C：かぶり厚さ，B：フランジ幅，σB：コンクリート強度である。 

 

τ

S

τ=τ
max

(S
max

/S)0.1

τ
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τ
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+Δτ
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Δτ：摩擦⼒

 

図 5.3.5 付着応力－すべり関係 
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表 5.3.1 解析モデル概要 

試験体 CWAS CWES CWCS CWAF CWEF CWCF

コンクリート 

要素 8 節点アイソパラメトリック立体要素 

1 層 
材料特性 

σB (MPa) 38.6 36.0 32.3 41.2 36.0 33.8
Ec (GPa) 24.8 26.0 23.0 25.5 26.0 27.1
εc0 (μ) 2,814 2,600 2,868 2,457 2,600 2,377

σcr (MPa) 0.4
ν 0.2

2 層 
材料特性 

σB (MPa) 36.4 36.0 34.2 38.6 36.0 34.9
Ec (GPa) 26.7 26.0 25.1 27.6 26.0 28.3
εc0 (μ) 2,550 2,600 2,742 2,423 2,600 2,321

σcr (MPa) 0.4
ν 0.2

σ－ε 
関係 

圧縮側 上昇域：修正 Ahmad モデル 
下降域：多折点モデル 

引張側 
上昇域：直線モデル 

下降域：出雲モデル（柱，梁：c=1.0，壁板：c=0.2） 

破壊基準 

三軸圧縮：William-Warnke ら 5 パラメーターのモデル 
二軸圧縮－引張：Linhua らの提案，二軸引張－圧縮：Darwin モ

デル 
三軸引張：主応力≧一軸引張強度 

せん断伝達特性 修正 Al-Mahaidi モデル 
履歴特性 長沼の曲線モデル

ひび割れモデル 独立 3 方向分布ひび割れモデル 

鉄骨 

要素 
柱鉄骨：4 節点積層平板シェル要素 

梁鉄骨：4 節点平面応力要素 

材料特性 

σy (MPa) 
PL-9：282
PL-6：260

PL-9：300
PL-6：280

PL-9：297
PL-6：300

PL-9：282 
PL-6：260 

PL-9：300 
PL-6：280 

PL-9：297
PL-6：300

Es (GPa) PL-9：197
PL-6：190

PL-9：203
PL-6：194

PL-9：209
PL-6：197

PL-9：197 
PL-6：190 

PL-9：203 
PL-6：194 

PL-9：209
PL-6：197

ν 0.2
σ－ε 関係 bi-linear モデル

降伏基準 Von Mises の降伏条件 
履歴特性 等方硬化則

鉄筋 

要素 埋込鉄筋としてコンクリート要素に置換 

材料特性 
σy (MPa) 345 370 396 345 370 396
Es (GPa) 190 191 192 190 191 192

ν -
σ－ε 関係 bi-linear モデル

降伏基準 Von Mises の降伏条件 
履歴特性 等方硬化則

鉄骨－コンクリ
ート付着特性 

要素 8 節点アイソパラメトリック接合要素 
τmax (MPa) 0.64 0.6 0.54 0.687 0.6 0.563
smax (mm) 0.05
圧縮側 剛体

引張側 剛体

せん断 τ－s 関係 上昇域：直線モデル 
下降域：天野等らの多折線モデル 

摩擦係数 0.65
履歴特性 直線モデル

壁板と梁境界 

要素 8 節点アイソパラメトリック接合要素 
圧縮側 剛体

引張側 ひび割れ後応力零

せん断 τ－s 関係 長沼モデル

解析モデル 

総節点数 8915 9040 9661 8915 9040 9661

要素数 

総要素数 8000 8120 8620 8000 8120 8620
六面体要素 5496 5616 6108 5496 5616 6108
四辺形要素 1060 1060 1060 1060 1060 1060
接合要素 1444 1444 1452 1444 1444 1452
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5.4  解析結果と実験結果の比較 

 

5.4.1  履歴性状 

 

図 5.4.1 に実験および解析におけるせん断力－部材角関係を示す。全ての試験体の解

析結果を見ると，最大耐力後の耐力低下の挙動は模擬できていない結果となっている。

これは，鉄骨および鉄筋の座屈挙動を模擬していないためと考えられる。解析結果は実

験結果と比べて R=0.25×10-2rad.までの正載荷側の剛性を若干高めに評価する傾向が認

められるが，すべての試験体において正載荷および負載荷ともに最大耐力の解析値は実

験値と比べて概ね一致していることがわかる。 

履歴性状について見ると，せん断破壊先行型試験体 CWAS および CWCS では，解析

結果は実験結果と比べて原点を指向する傾向が認められ，第 3 章に示す 2 次元 FEM 解

析の結果と同様の傾向が認められる。一方，曲げ降伏先行型試験体 CWAF および CWCF

の履歴性状についてみると，解析結果は実験結果と比べて側柱鉄骨の引張降伏が生じる

R=0.25×10-2rad.以前においてほぼ原点を指向しているが，それ以降の解析結果は実験結

果を精度良く再現できている。すなわち，側柱鉄骨が降伏する以前において，履歴面積

を過小評価する原因の一つに繊維補強コンクリートの繰り返し履歴特性を適切に考慮

できていないことが考えられる。 

次に，同図に示す小偏心壁モデル CWES および CWEF について着目すると，両解析

モデルの最大耐力は無偏心壁試験体および偏心壁試験体と比べてわずかに大きくなる

傾向が認められた。しかしながら，破壊形式に拘らず小偏心壁モデルのせん断力－部材

角関係は無偏心壁試験体および偏心壁試験体のものとほぼ同様の履歴性状となる傾向

が認められた。 
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図 5.4.1(a) 実験および解析におけるせん断力－部材角関係（せん断破壊先行型試験体） 
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図 5.4.1(b) 実験および解析におけるせん断力－部材角関係（曲げ降伏先行型試験体） 
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5.4.2  変形成分の分離 

 

図 5.4.2 に R=0.75×10-2rad.までの実験と解析におけるせん断力－曲げ変形およびせん

断変形成分の履歴特性をそれぞれ示す。実験および解析の曲げ変形 δflexuralは高さ方向に

7 分割して測定した側柱の軸方向変形量から回転角 θi求め（側柱変位計測位置は図 5.4.3

参照），せん断変形 δshearは全体の変形から曲げ変形を差し引いたものである。 
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 flexuralshear    (5.4.2) 

 

ここで，ai，aj：各計測区間長さ，h：水平変位計測高さである。 

せん断破壊先行型試験体 CWAS および CWES では，解析の曲げ変形は実験結果と比

べて R=0.75×10-2rad.の負載荷において大きくなる傾向が確認できるが，実験結果と解析

結果の挙動は概ね一致している。また，載荷サイクルの進行に伴い，せん断変形成分の

解析における除荷時の剛性は実験結果と比べて小さくなる傾向が見られる。すなわち，

せん断力－せん断変形成分の履歴特性の影響が図 5.4.1 に示すせん断力－部材角関係の

原点指向型の履歴特性に現れたと考えられる。 

曲げ降伏先行型試験体 CWAF および CWCF では，解析の曲げ変形量およびせん断変

形量は実験結果とほぼ一致している。また，せん断破壊先行型と同様に解析のせん断変

形成分の除荷剛性は実験結果と比べて小さくなる傾向が認められ，また，曲げ変形成分

の解析結果は実験結果と比べて R=0.75×10-2rad.においてエネルギー消費量の大きな履

歴性状を示している。 

以上の解析結果から，本解析モデルにおいて CES 造耐震壁の履歴特性の包絡線につ

いては R=0.75×10-2rad.まで概ね模擬できたと判断し，次章からは本解析結果を用いて耐

震壁の内部応力状態について検討を進める。ただし，第 2 章においても示した通り，せ

ん断変形成分については，解析結果は実験結果と比べて原点指向型の履歴性状を示す傾

向が認められること，また，3 次元 FEM 解析では最大耐力後の挙動を追従出来ていな

いことなどが挙げられ，今後の研究課題と考える。 
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図 5.4.3 側柱変位計位置 
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図 5.4.2 実験および解析における変形成分の比較（R=0.75×10-2rad.まで） 
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5.5  内部応力状態 

 

5.5.1  最小主応力分布 

 

図 5.5.1 に R=0.75×10-2rad.の 1 サイクル目正載荷ピーク時における耐震壁の最小主応

力分布（圧縮応力分布）を示す。最小主応力分布は図 5.5.2 に示す要素分割図の 4 分割

した壁板の中央位置を示す。 

全ての試験体において 1層から 2層にかけて壁板に圧縮ストラットが形成されており，

圧縮側の柱および壁板脚部に高い圧縮応力が生じている。一方，形成された圧縮ストラ

ットの応力のレベルを見ると，せん断破壊先行型試験体の応力は曲げ降伏先行型試験体

と比べて全体的に高くなることがわかる。 

1 層壁板に着目すると，無偏心壁試験体 CWAS および CWAF（図 5.5.1(a)と(d)）では，

圧縮側付近の壁板で高い圧縮応力が生じているが，偏心壁試験体 CWCS および CWCF

（図 5.5.2(c),(f)）では，圧縮側壁板の応力は無偏心壁試験体のものと比べて小さくなる

ことがわかる。これは，偏心壁試験体の壁板は無偏心壁試験体と比べて側柱による拘束

の影響が小さいためと考えられる。また，小偏心壁モデルの壁板は偏心しているものの，

偏心の度合いは偏心壁試験体と比べて小さいことから，小偏心壁モデルの壁板の応力状

態は無偏心壁試験体のものと同程度になったと考えられる。 
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 (a) CWAS (b) CWES (c) CWCS 

   

 (d) CWAF (e) CWEF (f) CWCF 

 

図 5.5.1 最小主応力分布 (R=0.75×10-2rad.) 

壁板

引張鉄骨 圧縮鉄骨CWAS,CWAF

引張側柱 圧縮側柱

 

壁板

引張鉄骨 圧縮鉄骨CWES,CWEF

引張側柱 圧縮側柱

 

壁板

引張鉄骨 圧縮鉄骨CWCS,CWCF

引張側柱 圧縮側柱

 

図 5.5.2 最小主応力抽出位置 
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5.5.2  負担せん断力の推移 

 

図 5.5.3 に各試験体脚部の負担せん断力の推移をそれぞれ示す。負担せん断力は，壁

板，圧縮側柱コンクリート，引張側柱コンクリート，圧縮側鉄骨および引張側鉄骨に分

けて示している。また，負担せん断力の推移は図 5.5.4 に示される位置における結果に

ついてそれぞれ示している。 

全ての試験体において，壁板および圧縮側柱のコンクリートがせん断力の大部分を負

担している傾向が認められる。しかしながら，各試験体の負担せん断力の推移について

見ると，無偏心壁試験体 CWAS と CWAF および小偏心壁モデル CWES と CWEF では

R=0.5×10-2rad.まで圧縮側コンクリートの負担せん断力の増加が認められるが，偏心壁試

験体 CWCS と CWCF では R=0.25×10-2rad.まで圧縮側コンクリートの負担せん断力は増

加しているが，その後のサイクルにおいては圧縮側コンクリートの負担せん断力は同程

度の値を示す傾向が認められる。 

また，負担せん断力の割合について見ると，全ての部材角において無偏心壁試験体お

よび小偏心壁モデルの圧縮側柱コンクリートの負担せん断力の割合は偏心壁試験体と

比べて大きくなり，壁板の負担せん断力の割合は小さくなる傾向が認められる。以上の

ことから，負担せん断力の推移からも壁板の偏心は耐震壁脚部の圧縮側柱コンクリート

の負担せん断力に大きく影響を及ぼすことがわかる。 
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5.5.3  脚部面内方向せん断応力度 

 

図 5.5.5 に R=0.5 および 0.75×10-2rad.の 1 サイクル目正載荷ピーク時の壁板脚部の面内方

向せん断応力度分布を示す。せん断応力度分布は図 5.5.4 に示すコンクリート要素の圧縮側

方向の半分を示す。 

無偏心壁試験体 CWAS および CWAF（図 5.5.5(a),(d)）では，面外方向に対象な試験体にも

拘らずせん断応力度分布は対象になっていない。これは，コンクリート要素のひび割れ発

生に伴う誤差が原因と考えられる。 

R=0.5 および 0.75×10-2rad.に着目すると，無偏心壁試験体 CWAS および CWAF（図 5.5.5(a)

と(d)）と小偏心壁モデル CWES および CWEF（図 5.5.5(b),(e)）では，せん断応力度は圧縮

側柱の広範囲に生じていることがわかる。一方，偏心壁試験体 CWCS および CWCF（図

5.5.5(c),(f)）では，圧縮側柱のせん断応力度は圧縮側柱の北側東部でほとんど生じていない

傾向が認められ，偏心壁試験体のせん断応力度の領域は無偏心壁試験体および小偏心壁モ

デルと比べて狭くなる傾向が認められる。 

このように，偏心壁試験体では，壁板が側柱に偏心して取り付くため，せん断力は圧縮側

柱に伝達され難くなるものと考えられる。そのため，圧縮側柱脚部のせん断応力度の生じ

る領域は無偏心壁試験体と比べて小さくなる。一方で，小偏心壁モデルでは，壁板は側柱

に偏心して取り付くものの，その影響は偏心壁試験体と比べて小さく，壁板から圧縮側柱

脚部にせん断力が良好に伝達するため，圧縮側柱脚部のせん断応力度の生じる領域は無偏

心壁試験体と比べて同程度になる。 

ただし，本論における検討は限られた試験体によるものであり，試験体形状および鉄骨断

面などの因子は耐震壁のせん断伝達メカニズムに少なからず影響を及ぼす可能性があり，

今後の研究課題としたい。 
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応力の抽出位置

 

図 5.5.4 コンクリートおよび鉄骨のせん断応力度抽出位置 

 

 



CES 造耐震壁の構造性能評価法に関する研究 
第 5 章  CES 造耐震壁のせん断伝達メカニズムに及ぼす壁板位置の影響 

 

 
 - 149 -

5.6  まとめ 

 

本章では，壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁の 3 次元非線形 FEM 解析を

実施し，解析モデルの妥当性の検討および壁板の偏心が応力伝達メカニズムに及ぼす影

響についての検討を行った。 

本研究により得られた知見を以下に示す。 

 

1) 本論に示す解析モデルの主な特徴は以下のとおりである。 

 解析は三次元を仮定した静的応力解析である。コンクリートは 8 節点アイソパ

ラメトリック立体要素を，鉄骨は 4 節点平面応力要素および積層平板シェル要

素を仮定し，付着応力を仮定した。また，本解析で対象とする試験体は壁縦筋

の定着を省略していることから，壁板と梁およびスタブ間に離散ひび割れ要素

を定義した。 

 材料構成則については二次元解析と同様のモデルを使用した。 

 

2) 上記に示す 3 次元 FEM 解析モデルは 2 次元 FEM 解析と同様に CES 造耐震壁の復元

力特性および各変形成分を最大耐力時まで概ね再現することができる。 

 

3) 解析結果の履歴性状は実験結果と比べて原点を指向する傾向が認められ，繊維補強

コンクリートの繰り返し履歴特性を適切に評価できていないことが一因だと考えら

れる。 

 

4) 壁板の配置が側柱中心位置から大きくずれる場合では，圧縮側柱の負担せん断力は

無偏心壁配置のものと比べて小さく，壁板から圧縮側柱脚部にかけてのせん断力伝

達性能の低下する傾向が認められ，偏心壁配置の耐震壁のせん断伝達メカニズムは

無偏心壁配置の耐震壁と異なることが確認された。 

 

5) 壁板が偏心配置されている CES 造耐震壁でも，側柱中心位置が壁板厚の範囲にある

場合では，圧縮側柱の負担せん断力は偏心壁配置のものと比べて大きく，無偏心壁

配置の耐震壁と同程度のせん断力伝達性能が期待できる。 
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第 6 章 壁横筋の定着がない CES 造耐震壁の静的載荷実験 
 

6.1  はじめに 

 

第 2 章で述べた通り，これまでに CES 周辺架構および壁板都の定着を簡略化した CES

造耐震壁の構造性能を明らかにするために静的載荷実験を実施し，壁縦筋の定着を省略

した CES 造耐震壁は定着があるものと比べて変形性能が向上し，CES 造耐震壁は，少

なくとも壁縦筋の梁への定着不要であることが明らかとになった。一方で，CES 造耐震

壁の開発にあたり更なる施工性の改善を図るために，縦筋と同様に横筋の柱への定着の

省略が考えられる。このとき，壁横筋によるせん断伝達性能が低下することから，定着

したものと比べて最大耐力が低下する可能性があり，横筋の定着を省略した CES 造耐

震壁の構造性能を把握しておく必要がある。 

そこで，本研究では，CES 周辺架構と壁板との定着を簡略化した CES 造耐震壁の静

的載荷実験を行い，当該耐震壁の最大耐力，変形性能および破壊メカニズム等の基礎的

な構造性能について検討を行う。 

 

6.2  実験概要 

 

6.2.1  試験体 

 

耐震壁試験体は，中高層壁フレーム建築物における連層耐震壁の下部 2 層を想定した

実大の約 1/3 縮尺のもの 2 体である。試験体の配筋状況を図 6.2.1 に示す。また，表 6.2.1

には試験体の部材断面詳細を示す。耐震壁は壁階高さが 1,000mm，柱中心間距離が

1,800mm，壁厚が 100mm であり，側柱断面が 250mm 角である。また，梁の幅およびせ

いはそれぞれ 200mm および 250mm である。試験体は壁板の縦筋および横筋を周辺フレ

ームに定着せず壁板内でフックを設けている。ただし，施工時に鉄筋を固定する必要が

あるため，壁横筋は各層の上下 2 本を側柱の内蔵鉄骨ウェブに溶接している。 

実験変数はせん断スパン比（M/(Q・L)，L：壁の全せい）である。試験体 CWDS は

せん断スパン比を 1.1 とし，試験体 CWDF ではせん断スパン比を 1.65 とし，それぞれ

せん断破壊先行型および曲げ降伏先行型となるように計画した。なお，本試験体 CWDS

および CWDF は第 2 章において示した試験体 CWAS および CWAF にそれぞれ対応し，

壁横筋の定着状態のみ変化させたものである。 
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表 6.2.1 部材断面詳細 

CWDS CWDF CWAS CWAF 

実験変数 
壁横筋の定着 一部のみ定着 定着あり 

せん断スパン比 1.1 1.65 1.1 1.65 

柱 
B×D 250×250 (mm) 
鉄骨 H-170×120×6×9 (sp=4.9%) SS400 

梁 
B×D  200×250 (mm) 
鉄骨 H-148×100×6×9 (ｇp=5.2%) SS400 

壁 

壁厚  100 (mm) 
縦筋 D6＠75 千鳥 （wp=0.42%) SD295A 
横筋 D6＠75 千鳥 （wp=0.42%) SD295A 

軸力 1,086kN 1,230kN 1,260kN 
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6.2.2  材料特性 

 

表 6.2.2 に FRC の材料特性，表 6.2.3 に鋼材の材料特性をそれぞれ示す。使用したコ

ンクリートは呼び強度 30MPa である。コンクリートの打設は，基礎スタブ，壁部 1 層，

壁部 2層および上部スタブの 4回に分けて行った。また，上下スタブを除く試験体の柱，

梁および壁板のコンクリートは FRC を使用している。表 6.2.4 に繊維の材料特性を示す。

本研究で使用した合成繊維は第 2 章においても使用したビニロンファイバー（RF4000）

を使用しており，体積混入率は 1%としている。 

使用した鉄骨は SS400 の H-170×120×6×9（側柱鉄骨）と H-148×100×6×9（梁鉄骨）で

ある。また，鉄筋は SD295A の D6（壁筋）である。 

 

表 6.2.2 FRC の材料特性 

σB (MPa) Ec (GPa) εc0 (μ) 材令 (日) 

CWDS 
1 層 30.3 22.1 2,619 112 
2 層 33.7 25.6 2,337 106 

CWDF 
1 層 35.1 24.8 2,739 52 
2 層 27.8 23.1 2,419 47 

 
表 6.2.3 鉄骨および鉄筋の材料特性 

種別・使用箇所 σy (MPa) Es (GPa) σu (MPa) 

PL-6 (SS400) 
柱ウェブ 

300 
323 

197 
202 

422 
466 

梁ウェブ 
300 
349 

197 
191 

422 
465 

PL-9 (SS400) 
柱フランジ 

297 
326 

209 
197 

442 
425 

梁フランジ 
297 
322 

209 
189 

429 
437 

D6 (SD295A) 壁補強筋 
396 
414 

192 
188 

518 
520 

（上段：試験体 CWDS，下段：試験体 CWDF） 

表 6.2.4 繊維の材料特性 

名称 直径 (μ) 
標準長 
(mm) 

比重 

(g/cm3) 

引張強度

(MPa) 
切断伸度 

(%) 
弾性係数 

(GPa) 

RF4000 660 30 1.3 900 9 23 
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6.2.3  載荷計画 

 

写真 6.2.1 に試験体設置状況を，図 6.2.2 に載荷装置概要を示す。試験体は載荷フレー

ムに PC 鋼棒で固定し，水平力の正負繰り返し載荷は反力壁に取り付けた水平オイルジ

ャッキ（2,000kN）によって行った。さらに，載荷フレームに取り付けた 2 台の鉛直オ

イルジャッキ（各 2,000kN）により，試験体 CWDS では 1,086kN，試験体 CWDF では

1,230kN の一定軸力（柱軸力比 N/N0=0.2，N0：鉄骨を含む軸耐力）を試験体頂部に作用

させると同時に，せん断スパン比が 1.1 もしくは 1.65 となるように作用せん断力に対応

させて当該鉛直ジャッキを制御することによって試験体頂部に付加モーメントを作用

させた。実験では試験体頂部の水平変位（δ）を計測位置の高さ（H=2,050mm）で除し

た部材角 R=δ/H で制御し，西側方向載荷を正載荷として制御した。なお，前述した軸

力は以下の式によって算出した。 

 

  yssCSBC AAN   20  (6.2.1) 

    CWDFkNCWDSkNNN 230,1086,12.0 0   (6.2.2) 

 

ここで，CA：側柱コンクリート断面積，sCSA：側柱鉄骨断面積，σB：コンクリート強

度，sσy：側柱鉄骨降伏応力である。 

 

＜鉛直ジャッキ軸力算定式＞ 

 

  ah
l

QN
Ne 

2
 (6.2.3) 

  ah
l

QN
Nw 

2
 (6.2.4) 

 

ここで，Ne：東側ジャッキの軸力，Nw：西側ジャッキの軸力，N：一定軸力，Q：せ

ん断力，l：ジャッキ間の距離，h：想定加力高さ，a：実際の加力高さである。 
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図 6.2.3 載荷装置

 

写真 6.2.1 試験体設置状況 
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6.2.4  測定方法 

 

図 6.2.4 に変位測定位置を，図 6.2.5 にひずみゲージ貼付け位置をそれぞれ示す。計測

変位は，上部スタブおよび側柱での水平変位，側柱を 7 分割した軸方向変位，梁と壁板

のずれおよび開き，１層および２層壁板の対角方向である。また，ひずみゲージにより

鉄骨フランジ，鉄骨ウェブおよび壁の補強筋のひずみを測定した。 
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図 6.2.4 試験体裏面変位計測位置 
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図 6.2.5 試験体ひずみゲージ貼付け図 
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6.3  破壊性状とせん断力部材角関係 

 

図 6.3.1 に各試験体のせん断力－部材角関係を，図 6.3.2 に R=0.75×10-2rad.終了時お

よび最終破壊状況をそれぞれ示す。また，図 6.3.1 では，第 7 章において示す曲げ終局

強度の略算式 1 およびトラス・アーチ理論によるせん断終局強度の結果を併せて示す。 

 

6.3.1  試験体 CWDS 

 

せん断破壊先行型試験体 CWDS では，R=0.5×10-2rad.のサイクルにおいて 1 層梁下と

壁板とのずれが確認された。R=0.75×10-2rad.のサイクルにおいて最大耐力 1,204kN が記

録され，1 層壁板上隅角部および 2 層壁板下隅角部コンクリートのせん断ひび割れの拡

幅が認められた。その後，壁板隅角部コンクリートの圧壊および側柱のせん断破壊が生

じた。 
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図 6.3.1(a) せん断力－部材角関係 

  
(a) R=0.75×10-2rad.   (b) 最終破壊状況 

図 6.3.2(a) 破壊性状 
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6.3.2  試験体 CWDF 

 

曲げ降伏先行型試験体 CWDF では，R=0.25×10-2rad.のサイクルまでに 1 層側柱脚部の

曲げひび割れおよび壁板のせん断ひび割れが発生した。R=0.5×10-2rad.において側柱鉄骨

フランジの全降伏が認められ，その後，耐力上昇は緩やかとなった。R=1.0×10-2rad.のサ

イクルにおいて負側の最大耐力-976kN が記録され，R=1.5×10-2rad.のサイクルにおいて

正側の最大耐力 982kN が記録された。最大耐力を発揮した後，圧縮側柱脚部および圧

縮側の壁板コンクリートの圧壊が認められ，R=2.0×10-2rad.において耐力の急激な低下が

確認され，実験を終了した。 
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図 6.3.1(b) せん断力－部材角関係 

 

 
(a) R=0.75×10-2rad.   (b) 最終破壊状況 

図 6.3.2(b) 破壊性状 
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6.3.3  壁横筋の定着の有無による比較 

 

図 6.3.3 に各試験体のせん断力－部材角関係の包絡線を示す。同図では，第 2 章にお

いて示した壁縦筋の定着のない試験体 CWAS および CWAF の結果についても併せて示

す。 

せん断破壊先行型試験体についてみると，周辺フレームへの定着がない試験体 CWDS

の最大耐力（1,204kN）は壁縦筋の定着がない試験体 CWAS（-1,327kN）と比べて 10%

程度低くなっている。これは，壁横筋の定着を省略した影響も考えられるが，両試験体

のコンクリート強度（CWAS：38.6MPa，CWDS：30.3MPa）の影響が大きいと考えられ

る。従って，両試験体の最大耐力は壁横筋の定着を省略したとしても同程度だと考えら

れる。最大耐力後の挙動に着目すると，試験体 CWDS は試験体 CWAS と比べて耐力低

下の勾配が緩やかになっている。試験体CWASでは，1層壁板と梁とのずれが認められ，

それに伴い 1 層壁板の上隅角部に損傷の集中が認められる。一方，試験体 CWDS では，

試験体 CWAS と同様に 1 層壁板と梁とのずれが生じているが，それに加えて 1 層壁板

と柱とのずれも確認されており，試験体 CWAS と比べてより 1 層壁板の損傷が軽減さ

れたことが一因だと考えられる。 

曲げ降伏先行型試験体についてみると，周辺フレームへの定着がない試験体 CWDF

および壁縦筋の定着のない試験体 CWAF の最大耐力は同程度の値となっている。最大

耐力後の挙動についてみると，両試験体ともに壁板脚部コンクリートの圧壊が認められ

たが，耐力の低下した部材角に差異がみられる。試験体 CWAF では，R=3.0×10-2rad.の

負側サイクル中に耐力の急激な低下が認められたが，試験体 CWDF では，R=2.0×10-2rad.

の正側 2 サイクル目に耐力低下が認められた。これは，試験体 CWDF は試験体 CWAF

と比べてコンクリート強度が低く，側柱鉄骨の降伏強度が高いことから，側柱コンクリ

ートの圧壊が早期に生じたと考えられる。 
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図 6.3.3 せん断力－部材角関係の包絡線の比較 
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図 6.3.4 に累積消費エネルギーの比較を，図 6.3.5 に等価粘性減衰定数の比較をそれぞ

れ示す。ここで，等価粘性減衰定数は第 2 章と同様の手法 46)で算定している。 

せん断破壊先行型試験体についてみると，試験体 CWDS の累積消費エネルギーは試

験体 CWAS と比べて小さい傾向が認められる。また，試験体 CWDS の等価粘性減衰定

数は試験体 CWAS と比べて同程度の値を示しているが，R=2.0×10-2rad.において試験体

CWDS と比べて僅かに小さくなっている。 

一方，曲げ降伏先行型試験体について，試験体 CWDF の累積消費エネルギーは壁試

験体CWAFと比べて僅かに小さくなっており，試験体CWDFの除荷剛性は試験体CWAF

と比べて低いことが伺える。また，試験体 CWCF および CWAF の等価粘性減衰定数は

R=1.5×10-2rad.まで同程度の値となっているが，R=2.0×10-2rad.から試験体 CWCF の等価

粘性減衰定数は耐力の低下に伴い急激に増加する傾向が認められる。 
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図 6.3.4 累積消費エネルギーの比較 
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図 6.3.5 等価粘性減衰定数の比較 
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6.4  周辺架構と壁板の挙動 

 

6.4.1  変形成分の比較 

 

図 6.4.1 に各試験体の変形角１サイクル目正載荷ピーク時における変形成分の割合を

それぞれ示す。 

ここで，各変形成分を以下のように定義する。すなわち，CES 造耐震壁の変形成分は

1 層曲げ変形 δ1f，1 層せん断変形 δ1s，2 層曲げ変形 δ2f，2 層せん断変形 δ2sおよび 1 層曲

げ変形から生じる 2 層回転変形 δ2rである。図 6.4.2 に変位計取り付け位置を示す。実験

結果では各層の曲げ変形（式(6.4.1)および(6.4.2)）および 2 層回転変形（式(6.4.3)）は高

さ方向に 7 分割して測定した側柱の軸方向変形量から回転角 θiを求め，高さ方向に積分

することで算出した。1 層せん断変形は 1 層の全体変形から 1 層曲げ変形を差し引いて

算出し（式(6.4.4)），2 層せん断変形は全体変形からその他の変形を差し引いて算出した

（式(6.4.5)）。 
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i
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 fs 111    (6.4.4) 

  rfsfs 221122    (6.4.5) 

 

ここで，ai，aj：各計測区間長さ，h1，h2：1 層および 2 層の水平変位計測高さである。 

せん断破壊先行型試験体 CWDS についてみると，R=0.0625 および 0.125×10-2rad.の各

変形成分はほぼ同程度の値を示している。その後，R=0.5×10-2rad.のサイクルから 1 層せ

ん断変形成分の割合が増加し，1 層曲げ変形および 1 層回転変形成分の減少が顕著とな

っている。一方，壁縦筋の定着のない試験体 CWAS では，最大耐力を発揮した後の

R=1.0×10-2rad.から 1 層せん断変形成分が増加しており，壁横筋の定着状態によってせん

断変形成分の推移に差異が確認できる。 

曲げ降伏先行型試験体 CWDF についてみると，サイクルの進行に伴い 1 層の変形が
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増加し，2 層の変形成分が減少している。特に，1 層曲げ変形とそれから生じる 1 層回

転変形の増加および 2 層せん断変形成分の減少が顕著である。試験体 CWDF は壁縦筋

の定着のない試験体CWAFと比べてR=0.125×10-2rad.までの 2層変形が大きくなるもの

の，その後の変形成分の割合はほぼ同程度の値を示しており，曲げ降伏先行型試験体で

は，壁横筋の定着状態は変形成分にほぼ影響を及ぼさない傾向が確認できる。 
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図 6.4.1 変形成分の割合 
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図 6.4.2 変位計取り付け位置 
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6.4.2  壁板と梁および柱のずれ 

 

図 6.4.3 に各サイクル正載荷ピーク時における 1 層壁板および 2 層壁板と梁とのずれ

の推移を示す。また，ずれの計測位置は図 6.4.4 に示す。 

せん断破壊先行型試験体についてみると，周辺フレームに定着のない試験体 CWDS

では，１層梁上のずれは R=0.75×10-2rad.から，1 層梁下のずれは R=0.5×10-2rad.からそれ

ぞれ増大が確認できる。一方，壁縦筋の定着のない試験体 CWAS では，1 層梁上および

1 層梁下のずれは最大耐力を発揮後の R=1.0×10-2rad.から増大が認められ，ずれの発生は

試験体 CWDS と比べて遅い傾向が確認でき，このことが 6.4.1 項において試験体 CWDS

の 1 層せん断成分は試験体 CWAS と比べて大きくなった一因と考えられる。さらに，

試験体 CWDS では，R=0.75×10-2rad.から 1 層壁板と側柱との鉛直方向ずれも確認されて

おり，試験体 CWDS の壁板と周辺フレームは試験体 CWAS と比べてより別々の挙動を

していると考えられる。 

一方，曲げ降伏先行型試験体 CWDF では，壁板と梁および柱とのずれの挙動は認め

られず，壁縦筋の定着のない試験体 CWAF とほぼ同じ挙動を示している。 
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図 6.4.3 壁板と梁および柱とのずれの推移 

 

図 6.4.4 ずれの計測位置 
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6.4.3  周辺架構の曲率 

 

図 6.4.5 に壁縦筋の定着のない試験体 CWAS および周辺フレームに定着のない試験体

CWDS の正載荷ピーク時の柱鉄骨フランジの曲率分布を示す。なお，曲率は図 6.4.6 に

示す位置のひずみゲージから計測された値を用いている。 

試験体 CWDS の圧縮側柱の曲率分布についてみると，変形角の進行に伴い，1 層脚部

および 1 層中央付近の曲率が大きくなっている。一方，引張側柱の曲率分布についてみ

ると，最大耐力を発揮する R=0.75×10-2rad.までは 1 層脚部から 2 段目と 2 層脚部の曲率

の増加が顕著となる。また，周辺フレームに定着のない試験体 CWDS の曲率分布は壁

縦筋の定着のない試験体 CWAS とほぼ同様の性状を示しており，壁横筋の定着の有無

は付帯柱の壁板への拘束状態にほぼ影響しないと考えられる。 
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図 6.4.6 側柱鉄骨フランジのひずみゲージ貼り付け位置 
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図 6.4.5 CES 柱鉄骨フランジの曲率分布 
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6.5  まとめ 

 

本研究では，CES 造周辺架構と壁板との定着を簡略化した CES 造耐震壁の構造実験

を実施し，当該耐震壁の構造性能について検討を行った。 

本研究により得られた知見を以下に示す。 

 

1) せん断破壊先行型試験体および曲げ降伏先行型試験体ともに，周辺フレームへの定

着を省略した CES 造耐震壁は壁縦筋の定着を省略したものと同程度の最大耐力を

示しており，壁横筋の定着状態が最大耐力に及ぼす影響は小さい。 

 

2) せん断破壊先行型試験体において，周辺フレームへの定着を省略した試験体および

壁縦筋の定着を省略した試験体は 1 層壁板の上隅角に損傷の集中が認められるが，

損傷領域は周辺フレームへの定着を省略した試験体は壁縦筋の定着を省略した試

験体と比べて小さくなり，変形性能が向上した一因だと考えられる。 

 

3) 周辺フレームへの定着を省略した試験体は壁板と梁および柱のずれが早期に生じ

ており，壁縦筋の定着のない試験体と比べてさらに壁板の変形が緩和されたとかん

がえられる。 

 

4) 曲げ降伏先行型試験体では，周辺フレームへの定着を省略した試験体は壁縦筋の定

着を省略した試験体と比べて早期に耐力低下が生じているが，周辺フレームへの定

着を省略した試験体は壁縦筋の定着を省略した試験体と比べてコンクリートの圧

縮強度が低く，側柱鉄骨の降伏強度が高いことが原因と考えられ，横筋の定着状況

の有無が CES 造耐震壁の変形性能に及ぼす影響は小さいと考えられる。 
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第 7 章 CES 造耐震壁の各種強度計算法の検討 
 

7.1  はじめに 

 

本節では，CES 造耐震壁の主要な剛性変化点と考えられる曲げひび割れ強度，せん断

ひび割れ強度，曲げ終局強度およびせん断終局強度を既往の RC および SRC 造耐震壁

の算定式を参考に整理・検討を行う。表 7.1.1 に第 2 章から第 6 章までに示した CES 造

耐震壁の実験結果一覧を示す。各強度計算では 1 層のコンクリート強度を用いて計算を

行っている。また，試験体 CWCS および CWCF の壁板が柱に偏心して取り付いた影響

および試験体 CWDS および CWDF の壁横筋が定着していない影響は無視して計算を行

った。なお，曲げ終局強度およびせん断終局強度の計算結果では付録 2 に示す既往の

RC 造耐震壁の実験データも併せて示す。 

本章で取り扱っている記号は特に断りのない場合は SI 単位系を使用している。 

 

 

表 7.1.1 実験結果一覧 

試験体 CWAS CWBS CWCS CWDS CWAF CWBF CWCF CWDF

コンクリート強度 σB (MPa) 38.6 42.0 32.3 30.3 41.2 40.1 33.8 35.1
曲げひび割れ Qmcr 341 277 337 320 287 266 192 315

せん断ひび割れ Qscr 440 287 534 234 433 432 480 477
最大耐力 Qmax  1,328 1,336 1,256 1,203 971 1,018 924 988

単位：kN 
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7.2  曲げひび割れ強度 

 

曲げひび割れ強度 Qmcr は文献 66)に示される弾性論から求まる式(7.2.1)によって評価

する。 

 

＜弾性理論式＞ 

 e

e

Bmcr Z
A

N
Q 








 56.0  (7.2.1) 

 

ここで，σB：コンクリートの圧縮強度，N：軸方向力（圧縮を正），Ae：鉄骨および鉄

筋を含めた等価断面積，Ze：鉄骨および鉄筋を含めた等価断面係数である。 

普通コンクリートの圧縮強度 σB と曲げ引張強度 cσt の関係については文献 67)で示さ

れている。図 7.2.2 に梁の曲げひび割れ時のコンクリート引張応力を示す。コンクリー

トのような材料では多少のばらつきがみられるものの，曲げひび割れ強度はコンクリー

ト強度の平方根に比例しており，曲げ引張強度はおおよそ 0.38 から 0.75 の範囲に収ま

っている。 

一方で，CES 構造においては繊維補強コンクリートを使用しており，圧縮強度と曲げ

引張強度の関係については文献 68)において検討がなされている。図 7.2.2 に繊維補強コ

ンクリートの圧縮強度と曲げ強度の関係を示す。同図をみると，普通コンクリートの曲

げ引張強度の平均式を上回っており，過小評価する傾向が認められる。 
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図 7.2.1 梁の曲げひび割れ時のコンクリート引張応力 67) 

 

 

図 7.2.2 繊維補強コンクリートの圧縮強度と曲げ強度の関係 68) 
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表 7.2.1 に曲げひび割れ強度計算結果の一覧を，図 7.2.3 に曲げひび割れ強度の実験結

果および計算結果の比較を示す。 

同図をみると，試験体 CWBS および CWCF の実験結果は他の試験体と比べて低い傾

向が認められる。一方，せん断破壊先行型試験体および曲げ降伏先行型試験体ともに曲

げひび割れ強度の計算結果は実験結果を過大評価しており，図 7.2.2 と逆の傾向を示し

ている。この原因として本論に示す CES 造耐震壁は下スタブと 1 層試験区間のコンク

リートを別々に打設しており，繊維補強コンクリートの曲げ引張強度は過小評価してい

る可能性が考えられる。 

 

表 7.2.1 曲げひび割れ強度計算結果一覧 

試験体 CWAS CWBS CWCS CWDS CWAF CWBF CWCF CWDF

曲げひび割れ強度 expQmcr  341 277 337 320 287 266 192 315

弾性理論式 
Qmcr  532 540 493 478 359 358 324 343

expQmcr /Qmcr 0.64 0.51 0.68 0.67 0.80 0.74 0.59 0.92
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図 7.2.3 曲げひび割れ強度の実験値および計算値の比較 
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7.3  せん断ひび割れ強度 

 

せん断ひび割れ強度は文献 66)等に示される主応力式 Qscr1（式(7.3.1)），菅野ら 69)によ

って提案された実験式 Qscr2（式(7.3.7)）および文献 70)に示される下限式（式(7.3.8)）に

よって評価する。 

 

＜主応力式＞ 

 sWWcrsscr ltQ  1  (7.3.1) 

 0
2   crcrcrs  (7.3.2) 

    
  






114

11
13

3

2

u

u
us  (7.3.3) 

   Dllu ''  (7.3.4) 

 btW  (7.3.5) 

 Bcr  33.0  (7.3.6) 

 

＜菅野式＞ 

   wcgscr AFpQ  051.0043.02  (kg) (7.3.7) 

 

＜下限式＞ 

 ltFFQ WWccscr 













 

100

1
55.1,

20

1
min3  (kg) (7.3.8) 

 

ここで，Wt：壁厚，Wl：側柱中心間距離，σ0：全断面積に対する軸方向応力度（圧縮

を正），l’：壁板の内法長さ，D：側柱のせい，b：側柱の幅，pg：Aw に対する柱 1 本の

主筋量（鉄骨量）の割合(%)，Fc：コンクリート強度(kgf/cm2)，Aw：耐震壁の壁厚と側

柱中心間距離の積(cm2)である。 

 

図 7.3.1 に繊維補強コンクリートの圧縮強度と割裂強度の関係 67)を示す。また，同図

中の実線は普通コンクリートの割裂強度の下限値を示している。同図をみると，普通コ

ンクリートおよび繊維補強コンクリートの割裂強度は同程度の値を示している。繊維補

強コンクリートの割裂強度の算定式は普通コンクリートと同様のものを使用しても良

いと判断できる。 
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図 7.3.1 繊維補強コンクリートの圧縮強度と割裂強度の関係 67) 

 

表 7.3.1にせん断終局強度計算結果の一覧を図 7.3.2にせん断ひび割れ強度の実験値お

よび計算値の比較を示す。同図をみると，試験体 CWBS および CWDS のせん断ひび割

れ強度の実験値は他の試験体と比べて小さく，ばらつきが認められる。各せん断強度算

定式の結果についてみると，同図(a)に示す式(7.3.1)の算定結果では，前述の 2 つの試験

体を除く試験体の計算結果はおよそ±20%の範囲付近に収まっており，3 つの算定式の中

では実験結果との対応が最もよく，概ね評価可能だと判断できる。同図(b)では，計算

結果および実験結果の比率は 0.53 となり，過大評価となっている。一方，同図(c)では，

計算結果および実験結果の比率は 1.76 となり，過小評価する傾向が認められる。式

(7.2.8)および式(7.2.9)のせん断ひび割れ強度の計算結果は実験結果と大きな差異が認め

られる。3 つのせん断強度算定式は耐震壁断面積にせん断ひび割れ応力度を乗じる式と

なっているが，式(7.2.8)および式(7.2.9)ともに軸方向応力度の影響が考慮されておらず，

また，コンクリート強度も適用範囲外（式(7.2.8)では 180～350kgf/cm2，式(7.2.9)では

360kgf/cm2 以下）の試験体も存在しており，実験結果との相違が生じたと考えられる。 
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表 7.3.1 せん断終局強度計算結果一覧 

試験体 CWASCWBSCWCSCWDSCWAFCWBF CWCF CWDF

せん断ひび割れ強度 expQscr  440 287 534 234 433 432 480 477

主応力式 
Qscr1  539 555 488 469 551 545 500 518

expQscr /Qscr1 0.82 0.52 1.09 0.50 0.79 0.79 0.96 0.92

菅野式 
Qscr2 830 903 695 652 886 862 727 755

expQscr /Qscr2 0.53 0.32 0.77 0.36 0.49 0.50 0.66 0.63

下限式 
Qscr3 242 251 225 220 249 246 229 233

expQscr /Qscr3 1.82 1.14 2.37 1.07 1.74 1.76 2.10 2.05
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(c) 下限式 

図 7.3.2 各せん断ひび割れ強度の実験値および計算値の比較 
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7.4  曲げ終局強度 

 

曲げ終局強度は平面保持を仮定した略算式 15)（式(7.4.1)）および略算式 270)（式(7.4.2)）

と，一般化累加強度理論によって評価する。なお，壁縦筋の定着のない試験体において

は式(7.4.1)および式(7.4.2)の壁縦筋の項を無視して計算を行っている。 

一般化累加強度は CES 造耐震壁の断面を柱コンクリート，壁板コンクリート，柱鉄

骨および壁縦筋の 4 つの要素に分割して計算を行った。図 7.4.1 に CES 造耐震壁の曲げ

抵抗機構を示す。側柱コンクリートのコンクリート強度 cσBは文献 5)を参考にコンクリ

ート強度 σBに 0.75 を乗じて計算を行っている。また，側柱鉄骨は側柱中央に，壁縦筋

は壁板の中央にそれぞれ集中配筋されているものと仮定した。以上の仮定によると，本

研究で用いた CES 造耐震壁の軸力の範囲では式(7.4.3)が求まる。なお，壁縦筋の定着の

ない試験体では，壁縦筋の項を省略して計算を行った。また，略算式 1 および略算式 2

は一般化累加強度理論を簡略化して求められた式となっており，略算式 1 は側柱コンク

リート断面と作用軸力の影響を簡略化しており，略算式 2 は作用軸力の影響と耐震壁の

せいの影響を簡略化したものとなっている。表 7.4.1 に一般化累加強度理論による軸力

と曲げ終局強度の相関方程式を示す。 
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＜略算式 1＞ 
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＜略算式 2＞ 
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＜一般化累加強度式＞ 
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ここで，Nu：耐震壁の軸方向力（圧縮を正），Wl：両側柱中心間距離，sCSA：引張側柱

の鉄骨断面積，sσy：引張側柱の鉄骨降伏強度，mWA：耐震壁の壁縦筋断面積，mσy：耐震

壁の壁縦筋降伏強度，h：想定加力高さ，L：耐震壁の全せい，B：耐震壁の圧縮側柱の

幅，σB：コンクリートの圧縮強度である。 

 

表 7.4.2 に曲げ終局強度計算結果一覧を，図 7.4.2 に曲げ終局強度の実験値および計算

値の比較を示す。また，図 7.4.3 に既往の RC 造耐震壁の曲げ終局強度の実験値および

式(7.4.1)による計算値の比較も併せて示す。 

同図をみると，実験結果と計算結果との比率の平均値をみると，略算式 1 は 1.13，略

算式 2 は 1.09 および一般化累加強度式は 1.11 となっており，いずれの曲げ終局強度算

定式においても計算結果に大きな差異はみられない。しかしながら，各曲げ終局強度計

算結果と曲げ降伏先行型試験体の実験結果の比率は 1.11 から 1.24 と過小評価する傾向

が認められる。これは，耐震壁のように断面せいの長い部材においては，側柱鉄骨の降

伏の後，引張側柱においてひずみの進行が著しく顕著となり，鉄骨のひずみ硬化が生じ

ているためだと推察できる。 
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表 7.4.2 曲げ終局強度計算結果一覧 

試験体 CWAS CWBS CWCS CWDS CWAF CWBF CWCF CWDF

最大耐力 Qmax 1,328 1,336 1,256 1,203 971 1,018 924 988 

略算式 1 
Qmu1 1,178 1,266 1,183 1,164 786 844 789 859 

Qexp/Qmu1 1.13 1.06 1.06 1.03 1.24 1.21 1.17 1.15

略算式 2 
Qmu2 1,229 1,311 1,229 1,208 821 873 821 892 

Qexp/Qmu1 1.08 1.02 1.02 1.00 1.18 1.17 1.13 1.11

一般化累加強度式
Qmu3 1,200 1,289 1,199 1,178 802 857 801 868 

Qexp/Qmu1 1.11 1.04 1.05 1.02 1.21 1.19 1.15 1.14
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図 7.4.2 各曲げ終局強度の実験値および計算値の比較 
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図 7.4.3 RC 造耐震壁の曲げ終局強度の実験値および計算値の比較 
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7.5  せん断終局強度 

 

せん断終局強度は文献 70)等に示される荒川式 Qsu1（式(7.5.1)），広沢式 Qmu2（式(7.5.2)），

文献 5)に示される SRC 造耐震壁のせん断強度式 Qsu3（式 7.5.7）および同文献に示され

るトラス・アーチ理論式 Qsu4（式 7.5.15）によって評価する。 

 

＜荒川式・広沢式＞ 

荒川式 Qsu1 を式(7.5.1)に，広沢式 Qsu2 を式(7.5.2)にそれぞれ示す。両せん断終局強度

式ともに両側柱付き壁部材を長方形断面材に置換し，RC 部材のせん断強度算定式 70)に

おいて定義された断面諸元に読み換えることによって表されている。CES 造耐震壁では，

両せん断強度式の第 1 項において用いられる等価引張鉄筋比 pteを引張側鉄骨の全断面

積 at を用いて算定している。また，RC 耐震壁の場合，式(7.5.1)は実験値の下限を表す

式となっており，式(7.5.2)は実験値の平均を表す式となっている。 
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 2cDLd   (7.5.6) 

 

ここで，pte：等価鉄骨比，Fc：コンクリート強度，M/Q：せん断スパン，L：耐震壁

の全せい，pse：等価壁筋比，σwy：横筋の降伏強度，σ0：軸方向応力度（σ0≦8N/mm2），

be：等価壁厚，j=7/8d：応力中心間距離，at：引張側柱の鉄骨全断面積，ΣA：耐震壁の

全断面積，ah：1 組の横筋の断面積，s：横筋の間隔，atg：梁鉄骨下フランジの断面積，

h’：層高さ，σyg：梁鉄骨の降伏強度，Dc：圧縮側柱せいである。 
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図 7.5.1 荒川式および広沢式に用いる耐震壁の記号 

 

＜SRC 規準式＞ 

鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準･同解説 5)に示されるせん断終局強度式 Qsu3（以下，

SRC 規準式）を式(7.5.7)に示す。SRC 規準式は，45 度を仮定したコンクリートの圧力

場と壁筋によるトラス機構および，周辺骨組の拘束により壁板コンクリートに圧力場が

形成される相互作用を取り入れた強度式となっている。また，SRC 規準式では，耐震壁

の四周を他の耐震化で囲まれたものを内部耐震壁とし，四周を他の耐震壁に完全に囲ま

れていない耐震壁を外部耐震壁と区別している。外部耐震壁の場合，周辺骨組は壁板の

拘束に対してのみ用いられ，式(7.5.2)の第 2 項は無視するものとしている。 
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ここで，WQU1：斜張力ひび割れによって決まるせん断終局強度，WQU2：壁板の斜張力

ひび割れ後の耐力によって決まるせん断終局強度，r：耐震壁開口による耐力低減係数，
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Wt：壁厚，β：壁板内の鋼板の形状および寸法による係数，WFs：耐震壁のコンクリート

のせん断ひび割れ強度，WQ’
U1：開口の大きくない耐震壁のせん断終局強度，WQ’

U2：開

口の大きい耐震壁のせん断終局強度，sQU：鉄骨のせん断終局強度，Fc：コンクリート

強度，WF’
s：耐震壁のコンクリートの圧縮場によるせん断強度，Wp：壁筋比，Wσy：壁筋

の降伏強度，WτU：耐震壁に接する骨組の耐力によって決まるコンクリートのせん断応

力度，l’：壁板の内法長さ，CSQU：耐震壁に接する柱のせん断終局強度，BSQU：耐震壁

に接する梁のせん断終局強度，Wl：側柱中心間距離，h：層高さ，CTRU：袖壁付き柱の

終局強度，BTRU：垂れ壁・腰壁付き梁の終局強度，BSβb＝16，BSβs＝2：耐震壁に接する

梁の応力状態によって定まる曲げ・せん断強度による係数，CSβb＝16，CSβs＝2：耐震壁

に接する柱の応力状態によって定まる曲げ・せん断強度による係数，BSMU，BSQU：耐震

壁に接する梁の終局モーメント・終局強度，CSMU，CSQU：耐震壁に接する柱の終局モー

メント・終局強度である。 

本論で対象としている試験体はすべて無開口耐震壁となっているので開口低減係数

は γ=0 となる。また，WQ’
U2は開口を持った場合のせん断耐力となり，本検討では対象

外となる。また，壁板内に鉄骨筋交い等を設けていないことから，β=0 および sQU=0 と

なる。さらに，耐震壁に接する柱は両側に壁がないことから，前述した外部耐震壁とし

て分類され，式(7.5.11)の第 2 項は 0 となる。一方，今回の耐震壁は連層であることから，

式(7.5.14)の梁に関連する第 1 項および第 3 項を無視して計算を行った。 
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図 7.5.2 SRC 規準式に用いる耐震壁の記号 
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＜トラス・アーチ理論式＞ 

トラス・アーチ理論式 Qsu4を式(7.5.15)に示す。トラス・アーチ理論式中の式(7.5.17)

は，CES 柱がその曲げ耐力分のせん断力を負担するものと考え 37)，その影響をアーチ

機構の等価壁長さで考慮したものである。トラス機構のコンクリート圧縮束角度は 45

度とし，1 層のせん断強度においては梁鉄骨の下フランジ分の面積を壁筋比 pseに含め

て算定した。コンクリート圧縮強度の低減係数は Nielsen の下限式 71)を使用した。 
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ここで，Wt：壁厚，Wlt：トラス機構の有効壁長さ，pse：梁鉄骨下フランジを含む壁横

筋比，Wσy：せん断補強筋の降伏強度，φ：トラス機構のコンクリート圧縮束角度（cot

φ=1），θ：アーチ機構のコンクリート圧縮束角度，β：トラス機構によるせん断力の負

担比，Wla：アーチ機構の有効壁長さ，ν：コンクリート圧縮強度の低減係数（=0.7-σB/200），

D：側柱せい，CSMU：側柱の曲げ終局モーメント，bsA：梁鉄骨フランジ断面積，bσy：梁

鉄骨フランジの降伏強度，hw：中間梁上端までの高さである。 
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図 7.5.3 側柱による圧縮ストラットの有効長さの増分 

 

表 7.5.1 にせん断終局強度の計算結果の一覧を，図 7.5.4 に各せん断終局強度の実験値

および計算値の比較を示す。また，図 7.5.5 に既往の RC 造耐震壁のせん断終局強度の

実験値および式(7.5.2)および式(7.5.15)による計算値の比較も併せて示す。 

せん断破壊先行型試験体の実験結果と各せん断終局強度計算値の比率の平均をみる

と，荒川式は 1.28，広沢式は 1.04，SRC 規準式は 1.23 およびトラス・アーチ理論式は

0.98 となり，トラス・アーチ理論式による計算結果が実験結果と最もよく対応している

が，試験体 CWASを除くせん断破壊先行型試験体では若干危険側の評価となっている。

これは。7.1 節において述べたように壁板の偏心の影響および壁横筋の定着を省略した

影響を考慮していないことが挙げられる。それ以外のせん断強度式による計算結果は実

験結果を安全に評価しており，広沢式，SRC 規準式，荒川式の順で評価精度がよい。広

沢式は既往の RC 造耐震壁の平均式となっており，CES 造耐震壁においても精度良く評

価が可能である。一方，SRC 規準式は外部耐震壁と内部耐震壁，壁板の内蔵鉄骨の有無

等の様々な条件を考慮できる式となっているが，トラス機構のみを考慮した式となって

おり，アーチ機構を考慮していないことが終局強度を過小評価した一因だと考えられる。 
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表 7.5.1 せん断終局強度の計算結果一覧 

試験体 CWAS CWBS CWCS CWDS CWAF CWBF CWCF CWDF

最大耐力 Qmax  1,328 1,336 1,256 1,203 971 1,018 924 988 

荒川式 
Qsu1  1024 1060 970 946 861 853 819 841 

Qexp/Qsu1 1.30 1.26 1.29 1.27 1.13 1.19 1.13 1.17

広沢式 
Qsu2 1269 1319 1188 1154 1160 1146 1081 1109

Qexp/Qsu1 1.05 1.01 1.06 1.04 0.84 0.89 0.86 0.89

SRC 規準式 
Qsu3 1088 1135 995 964 1124 1109 1018 1038

Qexp/Qsu1 1.22 1.18 1.26 1.25 0.86 0.92 0.91 0.95
トラス・ 

アーチ式 
Qsu4 1319 1361 1295 1263 1202 1192 1208 1241

Qexp/Qsu1 1.01 0.98 0.97 0.95 0.81 0.85 0.76 0.80
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図 7.5.4 各せん断終局強度の実験値および計算値の比較 
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図 7.5.5 RC 造耐震壁のせん断終局強度の実験値および計算値の比較 
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7.6  まとめ 

 

本章では，前章までに示した CES 造耐震壁の実験結果を対象に曲げひび割れ強度，

せん断ひび割れ強度，曲げ終局強度およびせん断終局強度の評価精度についての検討を

行った。 

本研究により得られた知見を以下に示す。 

 

1) 弾性論に基づく曲げひび割れ強度式による計算結果は実験結果を 3 割程度過大評

価する傾向が認められる。これは，下スタブと 1 層のコンクリートは別々に打設し

ていることが原因と考えられる。 

 

2) せん断ひび割れ強度は主応力式によって精度よく評価可能である。一方，その他の

せん断ひび割れ強度式は実験結果と比べて差異が認められ，コンクリート強度が適

用範囲外であることが原因と考えられる。 

 

3) 本論に示す略算式 1，略算式 2 および一般化累加強度理論による曲げ終局強度はほ

ぼ同程度の算定結果を示しており，CES 造耐震壁の曲げ終局強度はいずれの式によ

っても安全側に評価することが可能である。 

 

4) CES 造耐震壁のせん断終局強度はトラス・アーチ理論式によって精度よく評価する

ことができる。今後は壁板が柱に偏心して取り付いた影響や壁横筋の定着を省略し

た影響を考慮する必要がある。 
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第 8 章 CES 造耐震壁の復元力モデル 
 

8.1  はじめに 

 

前章までに示した通り本研究において検討対象としているCES造耐震壁については，

CES 構造の特徴の 1 つである施工性の簡略化を念頭に置き，壁縦筋は梁への定着を省略

している。これは，CES 構造は周辺フレームに鉄筋を配さないことから従来の SRC 構

造と比べて鉄骨断面を大きくすることができ，壁縦筋の定着の省略により壁板と梁の境

界面にずれが生じても，壁板は側柱による拘束効果によってせん断力に対して十分に抵

抗できるためである。第 2 章および第 3 章から，壁縦筋の定着を省略した CES 造耐震

壁は壁縦筋を定着したものと比べて優れた変形性能を有することが認められた。また，

より実設計を意識して，第 4 章において示した壁板が柱に偏心して取り付いた耐震壁お

よび壁板の周辺骨組への定着を省略した耐震壁についての検討も行なっている。 

一方，CES 構造は従来にない新しい構造形式であることから，現在，日本建築学会で

検討されている「CES 造建物の構造性能評価指針（案）」2)では，静的増分解析を用いた

限界耐力計算が採用される予定である。静的増分解析および時刻歴応答解析に用いる耐

震壁の解析モデルについては，両側柱と壁板をそれぞれ線材に置換する TVLE モデル

（Three Vertical Line Elements model）モデル 72)が代表的である。CES 造耐震壁において

も各部材の復元力モデルを適切に与えることができれば，TVLE モデルは静的増分解析

に有効なものとなる。 

そこで本研究では，CES 構造の構造性能評価法の開発に資する基礎資料の整備を目的

として，2 章において示した壁縦筋の定着条件の異なる CES 造耐震壁に関する実験デー

タを対象に TVLE モデルによる静的増分解析を行った。本論では，CES 造耐震壁の最大

耐力付近までに着目してモデル化の妥当性についての検討結果について示す。 
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8.2  解析概要 

 

8.2.1  解析モデル概要 

 

ここでは，静的非線形荷重増分解析および時刻歴応答解析に用いる CES 造耐震壁の

復元力特性の評価法について示す。CES 造耐震壁の復元力特性は，実験から曲げひび割

れ点，せん断ひび割れ点および側柱鉄骨降伏点の順に経過を辿り，せん断破壊先行型試

験体ではせん断終局強度点，曲げ降伏先行型試験体では曲げ終局強度点に達するという

ことが確認されており，これらの影響を適切に表現できるモデルとする必要がある。 

耐震壁の部材モデルは耐震壁を中央の柱のみに置換する 1 本柱モデル 73)，側柱の軸剛

性と壁板の曲げ・せん断・軸剛性のそれぞれに置換する TVLE（Three Vertical Line 

Element）モデル 72)，壁板のせん断剛性と側柱および壁板を部材端の軸バネに置換する

MS（Multi-Spring）モデル 74)および側柱と壁板を X 字型の筋違いに置換するブレース置

換モデル 75)が挙げられる。1 本柱モデルでは，耐震壁は材軸を中心に回転（変形）する

ことから，側柱鉄骨の曲げ降伏が生じたとしても圧縮側柱と引張側柱の鉛直変形の絶対

値は等価となり，耐震壁の実際の変形性状は模擬することができない。この変形性状を

考慮するためにはTVLEモデルやMSモデルのように側柱と壁板を個別に考慮する必要

がある。そこで，CES 造耐震壁の復元力モデルは両側柱の軸方向抵抗を表す 2 本のトラ

ス要素および壁板の曲げ，せん断および軸方向抵抗を表すビーム要素に置換する TVLE

モデルを採用し，層ごとに試験体のモデル化を行った。 

図 8.2.1 に解析モデルを示す。本解析では，実験と同様のせん断スパン比 1.1 および

1.65 とするため，試験体の上スタブから実験における想定加力高さまで仮想スタブを定

義し，仮想スタブ上端に実験と同様の部材角となるように強制変位を与えた。軸力は仮

想スタブの上端において一定軸力を与えた。また，拘束条件は 1 層の柱脚を完全固定と

した。解析は R=1.5×10-2rad.まで行ったが，解析結果は実験の最大耐力を発揮した部材

角までのものを示している。なお，解析には非線形骨組解析ソフト”SNAP” 76)を使用し

た。 
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図 8.2.1 CES 造耐震壁の解析モデル 
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8.2.2  TVLE モデルの復元力モデル 

 

(1) 壁板の曲げバネのモデル化 

 

壁板曲げバネの曲げモーメント－曲率関係はTri-linear型スケルトンカーブに置換し，

脚部にのみ塑性ヒンジが生じるものとする。 

図 8.2.2 に壁板の曲げモーメント－曲率関係を示す。第一折点は曲げひび割れ発生点

として，そのモーメント Mcrは式(8.2.1)によって算定し，ひび割れモーメント時曲率 φcr

は式(8.2.2)によって算定した。 

第二折点は側柱鉄骨の降伏点とし，終局モーメント Muは式(8.2.3)によって算定した。

ただし，試験体 CWAS および CWAF では，壁縦筋の定着を省略していることから，壁

縦筋の項を無視して計算している。終局モーメント時の曲率φu は壁板のみを対象とし

た平面保持仮定による断面解析によって算定した。なお，φu は引張側のひずみを側柱

中心位置に投影した値が鉄骨の降伏ひずみに達したときの曲率と定義した。また，軸力

は壁板部分の断面積に応じた一定軸力 WN を作用させており，コンクリートの応力－ひ

ずみ関係は，上昇域は文献 11)に示す Collins 等の提案モデル 77)（式(8.2.4)）とし，軟化

域は図 8.2.3 に示すように直線でモデル化した。鉄筋は Bi-linear モデルと仮定した。ま

た，第三剛性は弾性剛性の 0.001 とした。 

履歴モデルは Takeda モデル 78)を選択し，除荷剛性係数は 0.4 とした。 
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 図 8.2.2 壁板の曲げモーメント－曲率関係 図 8.2.3 Collins モデル 
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＜曲げひび割れ強度点＞ 
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＜Collins モデル＞ 
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ここで，σB：コンクリートの圧縮強度，WN：壁板部分の断面積に応じた一定軸力，WAe：

鉄筋を考慮した壁板の断面積，WZe：鉄筋を考慮した壁板の断面係数，Ec：コンクリー

トのヤング係数，WIe：鉄筋を考慮した壁板の断面 2 次モーメント，l’：壁板の内法長さ，

σ：コンクリートの応力，ε：コンクリートのひずみ，εc0：コンクリートの圧縮強度時ひ

ずみである。 
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(2) 壁板のせん断バネのモデル化 

 

壁板のせん断力－せん断ひずみ度関係は Tri-linear 型スケルトンカーブに置換した。 

図 8.2.4 に壁板のせん断力－せん断ひずみ度関係を示す。第一折点はせん断ひび割れ

発生点 66)として，その強度 Qscrは式(8.2.5)定し，ひび割れ強度時せん断ひずみ度 γcrは式

(8.2.9)によって算定した。 

第二折点はせん断終局強度点として，その強度 Qsu はトラス・アーチ式によって算定

し（式(8.2.11)），せん断終局強度時せん断ひずみ度 γsu（式(8.2.17)）は菅野式 βu（式(8.2.18)）

によって算定した 69)。 

履歴モデルは Takeda-Slip モデル 79)を選択し，除荷剛性係数およびスリップ係数はそれ

ぞれ 0.5 とした。 
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図 8.2.4 壁板のせん断力－せん断度ひずみ関係 
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ここで，σcr：コンクリートの割裂強度（=0.33    ），σ0：一定軸力時の耐震壁軸方向

応力度，Wt：壁厚，Wl：側柱中心間距離，κs：応力度法による形状係数，l’：壁板内法長

さ，ΣD：耐震壁側柱のせいの和，κe：エネルギー法による形状係数（矩形断面として

1.2），Gc：コンクリートのせん断弾性係数，ν：コンクリートのポアソン比（=0.2），Wlt：

トラス機構の有効壁長さ，pse：梁鉄骨下フランジを含む壁横筋比，Wσy：せん断補強筋

の降伏強度，φ：トラス機構のコンクリート圧縮束角度（cotφ=1），θ：アーチ機構の

コンクリート圧縮束角度，β：トラス機構によるせん断力の負担比，Wla：アーチ機構の

有効壁長さ，ν：コンクリート圧縮強度の低減係数（=0.7-σB/200），D：側柱せい，CSMU：

側柱の曲げ終局モーメント，bsA：梁鉄骨フランジ断面積，bσy：梁鉄骨フランジの降伏

強度，hw：中間梁上端までの高さである。 

 

(3) 壁板の軸バネのモデル化 

 

壁板の軸力－軸変形関係については，壁縦筋の定着のない試験体では引張側の軸剛性

および強度が零となる圧縮側弾性モデルとし，壁縦筋の定着のある試験体では

Axial-Stiffness Model72)とした（図 8.2.6）。 

圧縮側の剛性 wkcは式(8.2.19)によって算定した。壁縦筋の定着のあるモデルでは，引

張側の折点は側柱鉄骨の降伏点とし，降伏強度 wNyは式(8.2.20)，第一剛性 wktは式(8.2.21)

によって算定し，引張側の降伏後の剛性は圧縮側弾性剛性の 0.001 とした。 
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図 8.2.6 壁板の軸力－軸変形関係（左側：定着なし，右側：定着あり） 
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ここで，Ec：コンクリートのヤング係数，WAe：鉄筋を含む壁板の断面積，hw：層高

さ，mWA：壁縦筋の全断面積，mσy：壁縦筋の降伏強度，WEs：壁縦筋のヤング係数であ

る。 

 

(4) 側柱の軸バネのモデル化 

 

側柱の軸力－軸変形関係については，Axial-Stiffness Model に置換した（図 8.2.7）。 

圧縮側の第一剛性 ckcは式(8.2.22)によって算定した。引張側の折点は側柱鉄骨の降伏

点とし，降伏強度 cNy は式(8.2.23)によって算定し，第一剛性 wkt は式(8.2.24)によって算

定した。降伏後の剛性は圧縮側弾性剛性の 0.001 とした。 
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ここで，Ec：コンクリートのヤング係数，CAe：鉄骨を考慮した側柱の等価断面積，

hw：層高さ，sσy：側柱鉄骨の降伏強度，sCSA：側柱鉄骨の断面積，Es：側柱鉄骨のヤン

グ係数である。 
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図 8.2.7 側柱の軸力－軸変形関係 
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8.3  実験結果と解析結果の比較 

 

8.3.1  スケルトンカーブ 

 

図 8.3.1 に実験および解析のスケルトンカーブの比較を示す。同図では，実験および

解析におけるそれぞれの曲げひび割れ点△，せん断ひび割れ点□，側柱鉄骨降伏点○お

よびせん断終局強度点 （実験結果は最大耐力点）を併せて示す。 

解析結果についてみると，すべての試験体における解析の初期剛性は実験結果と比べ

て若干高めの値を示す傾向が認められる。各ひび割れ点についてみると，曲げひび割れ

強度の解析結果は実験結果とほぼ対応しているが，せん断ひび割れ強度の解析結果は実

験結果と比べて高めの値となっている。本解析モデルでは，1 層側柱の軸バネが引張力

を受けた際に曲げひび割れ強度に達したと判定されることから，曲げひび割れ強度の解

析結果は第 7 章の曲げひび割れ強度計算結果と比べて低めの値となっている。また，曲

げ降伏先行型試験体では，側柱鉄骨降伏点が実験結果と比べて早期に生じる傾向も認め

られる。これは，図 8.3.2 に示すように実験では側柱鉄骨が引張降伏する直前の

R=0.5×10-2rad.において側柱脚部とスタブ境界における曲げひび割れ幅の増大が顕著と

なることに起因するものと考えられる。すなわち，CES 造耐震壁では側柱に H 型鉄骨

を用いていることからコンクリートと鉄骨間の付着力が期待できず，側柱脚部コンクリ

ートおよびスタブ間のひび割れに伴う付加変形の影響が表れているものと推察される。

以上のことから，これらの影響を評価するために，前項の図 8.2.7 で示した側柱の引張

第一剛性（kt）を試行錯誤的に鉄骨分の剛性の 0.5 倍として，解析を再度行った。 

図 8.3.3 に側柱引張側剛性を低減した解析結果と実験結果の比較を示す。 

解析結果をみると，せん断ひび割れ強度点までは図 8.3.1 の解析結果と比べてほぼ変

化していないが，側柱降伏強度時の部材角は図 8.3.1 の解析結果と比べて大きくなり，

実験結果と概ね一致する傾向が認められる。また，せん断破壊先行型試験体についてみ

ると，せん断終局強度時の部材角は図 8.3.1 に示すものと比べて実験結果との対応が改

善されており，全体的にみて側柱引張剛性を低減した解析結果は元のモデルと比べて実

験結果と一致する傾向が認められる。したがって，以下では，側柱の引張第一剛性を

0.5 倍としたものを採用して検討を行う。 
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図 8.3.1 実験および解析のスケルトンカーブの比較 
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図 8.3.2 側柱脚部とスタブの境界における曲げひび割れ幅の推移 
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図 8.3.3 実験および解析のスケルトンカーブの比較（剛性低減） 
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8.3.2  履歴特性 

 

図 8.3.4 に各試験体の実験および解析の履歴特性の比較を示す。また，図 8.3.5 に各サ

イクルの履歴特性を実験のせん断力の最大値およびその時の部材角で除した無次元化

せん断力－部材角関係の比較をそれぞれ示している。 

8.3.1 項において示した通り，サイクル初期の解析結果は実験結果と比べて剛性が高

く，せん断破壊先行型試験体では R=0.125×10-2rad.まで，曲げ降伏先行型試験体では

R=0.25×10-2rad.まで解析結果は実験結果と比べてせん断力が高く，それに伴い，除荷剛

性も高くなっている。せん断破壊先行型試験体 CWAS および CWBS では，実験結果に

おいて R=0.75×10-2rad.からややスリップ型の履歴性状を示しているが，解析結果はその

傾向を精度良く再現しており，R=0.25×10-2rad.以降の解析結果は実験結果とほぼ一致し

ている。一方，曲げ降伏先行型試験体 CWAF および CWBF では，R=1.5×10-2rad.のサイ

クルにおいて解析のエネルギー消費量は実験結果と比べて小さくなるが，それ以前のサ

イクルでは実験結果と一致している。 

また，実験結果では，壁縦筋の定着状態の違いが耐震壁の履歴性状に及ぼす影響はほ

とんど認められないが，解析結果においても壁板の軸力－軸変形関係の違いに拘わらず，

試験体 CWAS と CWBS および試験体 CWAF および CWBF の履歴性状は同様のものと

なっており，実験結果と良好な対応関係を示している。 
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図 8.3.4 実験結果と解析結果の履歴特性の比較 
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図 8.3.5(a) 実験結果および解析結果無次元化せん断力－部材角関係の比較（CWAS） 

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

N
o

n
-d

im
en

si
on

a
l s

h
e

ar

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0
Non-dimensional drift

R=0.125x10-2rad.

 Test
 Analysis

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

N
o

n
-d

im
en

si
on

a
l s

h
e

ar

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0
Non-dimensional drift

R=0.25x10-2rad.

 

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

N
o

n
-d

im
en

si
on

a
l s

h
e

ar

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0
Non-dimensional drift

R=0.50x10-2rad.

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

N
o

n
-d

im
en

si
on

a
l s

h
e

ar

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0
Non-dimensional drift

R=0.75x10-2rad.

 

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

N
on

-d
im

e
n

si
o

n
a

l s
h

e
ar

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0
Non-dimensional drift

R=1.0x10-2rad.

 
図 8.3.5(b) 実験結果および解析結果無次元化せん断力－部材角関係の比較（CWBS） 
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図 8.3.5(c) 実験結果および解析結果の無次元化せん断力－部材角関係の比較（CWAF） 
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図 8.3.5(d) 実験結果および解析結果の無次元化せん断力－部材角関係の比較（CWBF） 
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8.3.3  変形成分の比較 

 

図 8.3.6に試験体 CWASおよび CWAFの実験および解析におけるせん断力－各変形成

分関係をそれぞれ示す。 

ここで，各変形成分を以下のように定義する。すなわち，本論に示す CES 造耐震壁

の変形成分は 1 層曲げ変形 δ1f，1 層せん断変形 δ1s，2 層曲げ変形 δ2f，2 層せん断変形 δ2s

および 1 層曲げ変形から生じる 2 層回転変形 δ2rである。図 8.3.7 に変位計取り付け位置

を示す。実験結果では各層の曲げ変形（式(8.3.1)および(8.3.2)）および 2 層回転変形（式

(8.3.3)）は高さ方向に 7 分割して測定した側柱の軸方向変形量から回転角 θiを求め，高

さ方向に積分することで算出した。解析結果では，各層の曲げ変形および 2 層回転変形

は各層ごとに得られた側柱の軸方向変形量から回転角をそれぞれ求め，高さ方向に積分

することで算出した。1 層せん断変形は 1 層の全体変形から 1 層曲げ変形を差し引いて

算出し（式(8.3.4)），2 層せん断変形は全体変形からその他の変形を差し引いて算出した

（式(8.3.5)）。 
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ここで，ai，aj：各計測区間長さ，h1，h2：1 層および 2 層の水平変位計測高さである。 

試験体 CWAS では，1 層せん断変形および 2 層せん断変形（同図(b),(d)）の増加が顕

著となり，解析結果と実験結果の傾向は一致している。また，1 層曲げ変形および 2 層

回転変形（同図(a),(e)）の解析結果は実験結果と比べて若干小さくなる傾向がみられる。

一方，試験体 CWAF の実験結果では，側柱鉄骨が降伏した後のサイクルにおいて 1 層

曲げ変形から生じる 2 層回転変形（同図(j)）の増加が顕著となるが，解析結果において

もその傾向を再現できている。 
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図 8.3.7 変位計取り付け位置 

 

図 8.3.8 にせん断力－1 層側柱軸方向変形の比較を示す。 

せん断破壊先行型試験体 CWAS についてみると，最終サイクルにおいて解析結果の

引張変形量が実験結果と比べて小さくなり，実験では側柱鉄骨の降伏が認められたのに

対して，解析結果では未降伏であった。一方，曲げ降伏先行型試験体 CWAF では，解

析結果における側柱鉄骨降伏点は実験結果と概ね一致しているが，それ以降の解析の引

張変形量は実験結果と比べて若干大きくなる。これらは図 8.3.9 に示す曲率分布の比較

からも明らかなように，実験では試験体脚部に曲率の集中が認められるが，解析では試

験体を層ごとにモデル化したことから，各層の曲率が平均化されていることに起因する。

すなわち，試験体 CWAS では，解析における側柱脚部の曲率が実験結果と比べて過少

評価となることから，側柱鉄骨の曲げ降伏が判定されないためである。一方，試験体

CWAF では，試験体脚部における解析結果の曲率は実験結果と比べて過少評価している

が，解析では層全体の曲率が一様となることから，引張側変形は実験結果と比べて過大

評価する結果となった。 
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図 8.3.8 1 層側柱軸方向変形分布 
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図 8.3.9 曲率分布の比較（R=0.75×10-2rad.） 
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図 8.3.10 に各試験体の実験および解析における各部材角正載荷１サイクル目ピーク

時の各変形成分割合を示す。 

せん断破壊先行型試験体についてみると，試験体 CWAS では，実験における各変形

成分の割合は R=0.75×10-2rad.までほぼ一定となり，解析結果は実験の傾向を概ね再現で

きている。一方，試験体 CWBS の実験結果では，載荷初期から 1 層せん断変形の割合

の増加が認められ，2 層せん断変形割合の減少が認められる。解析では，耐震壁のせん

断剛性低下率 βuに式 18)を用いており，解析結果は実験と同様の傾向が得られた。次に，

曲げ降伏先行型試験体についてみると，試験体 CWAF の R=0.5×10-2rad.までのサイクル

では，1層せん断変形の割合の解析結果は実験結果と比べて大きくなる。しかしながら，

試験体 CWAF および CWBF ともに R=0.75×10-2rad.以降のサイクルでは，実験結果およ

び解析結果ともに 1 層曲げ変形の割合および 2 層回転変形の割合が増加し，2 層せん断

変形の割合が減少しており，解析における各変形成分の推移は実験結果を良好に再現で

きている。 

以上のように，解析のスケルトンカーブ，履歴性状および各変形成分の推移は実験結

果と概ね一致する傾向が認められることから，本論で提案した CES 造耐震壁の TVLE

モデルによる解析モデルは妥当なものであると判断できる。ただし，鉄骨とコンクリー

トの付着劣化および鉄骨の抜け出しの影響を定量的に評価するには至っておらず，今後

の課題としたい。 
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Analysis:  1層せん断  1層曲げ  2層回転  2層せん断  2層曲げ
Test:        1層せん断  1層曲げ  2層回転  2層せん断  2層曲げ
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図 8.3.10 実験および解析の各変形成分割合 
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8.5  まとめ 

 

本章では，CES 造耐震壁の復元力モデルを提案し，壁縦筋の定着状態の異なる試験体

の実験結果を対象とした静的増分解析を行い，モデル化の妥当性についての検討を行っ

た。 

本研究で得られた知見を以下に示す。 

 

1) 本論に示す CES 造耐震壁の復元力モデルの主な特徴は以下のとおりである。 

 CES 造耐震壁の復元力モデルは両側柱の軸方向抵抗を表す 2 本のトラス要素お

よび壁板の曲げ，せん断および軸方向抵抗を表すビーム要素に置換する TVLE

モデルを採用した。 

 壁縦筋の定着のないCES造耐震壁の壁板の軸方向抵抗は引張側の剛性および強

度を零とし，繰り返しによる剛性変化のないモデルとし，壁縦筋の定着のある

ものの壁板の軸方向抵抗は RC 造耐震壁において一般的に用いられている

Axial-Stiffness model とした。 

 

2) 側柱に H 型鉄骨を用いる CES 造耐震壁では，コンクリートおよび鉄骨間の付着力

が期待できないことから，Axial-Stiffness model において側柱の引張側第一剛性は鉄

骨の剛性の半分程度と仮定することで，実験結果と良好な対応関係が得られる。 

 

3) 壁縦筋の定着のない試験体では引張側の軸剛性および強度を零としたモデルを，定

着がある試験体ではAxial-Stiffness modelをそれぞれ用いた壁板の軸方向復元力モデ

ルの違いが解析の履歴性状に及ぼす影響は小さく，解析結果は実験結果と同様の傾

向が得られる。 

 

4) せん断破壊先行型試験体の実験結果では，せん断変形成分はスリップ型の履歴性状

を示すことから，せん断剛性低下率に菅野式を用いた Takeda-Slip モデルを適用する

必要がある。 

 

5) 上記の仮定に基づいた TVLE モデルによって，CES 造耐震壁の履歴特性および各変

形成分は最大耐力付近まで再現することができる。 
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第 9 章 本研究のまとめ 
 

本研究は，高耐震性および施工コストの大幅な削減効果を有する CES 構造における

主要耐震部材の一つと考えられる CES 造耐震壁の開発および構造性能の把握を主たる

目的とした研究である。本章では，本論文の各章において示した検討項目および研究成

果を総括し，さらに，本研究で未解決事項および今後の課題について述べる。 

 

9.1  研究結果のまとめ 

 

第 1 章では，本研究の背景と目的を示すと共に本研究に関連する既往の研究を整理し

た。 

 

第 2 章では，CES 構造建物において主要な耐震部材として考えられる CES 造耐震壁

の開発研究について述べた。壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁を対象に静的載

荷実験を行い，当該部材の基本的な構造性能および壁縦筋の定着状態の有無が CES 造

耐震壁の構造性能に及ぼす影響について検討した。実験結果から，壁縦筋の梁への定着

を省略しても CES 造耐震壁の最大耐力は同程度の値を示しており，壁縦筋の定着状態

は最大耐力にほぼ影響しないことを明らかにした。また，最大耐力後の挙動では，壁縦

筋の定着のない試験体は，1 層梁下において壁板と梁とのずれが生じることで壁板のせ

ん断変形が緩和されることで，定着のあるものと比べて耐力が徐々に低下しており，壁

縦筋の定着を省略した耐震壁は定着したものと比べて緩やかに耐力低下する傾向を示

した。 

 

第 3 章では，第 2 章において示した壁縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁を対象

に二次元 FEM 解析を実施し，解析モデルおよび材料構成則の妥当性について検討した。

さらに，解析結果を用いて壁縦筋の定着状態の差異が内部応力状態に及ぼす影響につい

て検討を行った。解析結果は実験結果のスケルトンカーブ，破壊性状，および壁板と梁

とのずれなどの挙動を精度よく再現できることを示した。また，内部応力状態について

は，最大耐力時において壁縦筋の定着状態によらず最小主応力分布および試験体脚部の

面内せん断応力度分布に特筆すべき差異は認められなかった。これは 1 層壁板と梁との

ずれは最大耐力を発揮した後に発生することから，CES 造耐震壁の最大耐力に及ぼす定

着の有無の影響は小さいことを明らかにした。 
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第 4 章では，壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁を対象に静的載荷実験を

行い，当該部材の基本的な構造性能および壁板の偏心が CES 造耐震壁の構造性能に及

ぼす影響について検討した。実験結果から，壁板が柱に偏心して取り付いた試験体の最

大耐力は無偏心壁試験体と同程度の値となることが確認された。最大耐力後の挙動につ

いてみると，せん断破壊先行型の偏心壁試験体は，壁板が柱に偏心して取り付くことお

よび梁のかぶりコンクリート部分の剛性が低いことから，1 層梁のかぶりコンクリート

に損傷が集中し，無偏心壁試験体と比べて急激な耐力低下を示す傾向を示した。一方，

曲げ降伏先行型の偏心壁試験体は，壁板が柱に偏心して取り付いていることから，圧縮

側柱コンクリートの応力負担領域が小さく，無偏心壁試験体と比べて脚部コンクリート

の圧壊が早期に生じており，変形性能が低下したことを明らかにした。 

 

第 5 章では，壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁を対象に三次元 FEM 解析

を実施し，第 4 章において示した壁板が偏心して取り付いた CES 造耐震壁を対象に三

次元 FEM 解析を実施し，解析モデルおよび材料構成則の妥当性について検討を行った。

さらに，解析結果を用いて壁板の偏心度合いが内部応力状態に及ぼす影響について検討

を行った。解析結果は最大耐力までの復元力特性および各変形成分を概ね再現しており，

壁板が偏心して取り付いたCES造耐震壁の挙動を概ね再現できることを示した。また，

内部応力状態についてみると，本論に示すような壁板の配置が側柱中心から大きくずれ

ている場合，圧縮側柱の負担せん断力は無偏心壁のものと比べて小さく，壁板から圧縮

側柱脚部にかけてのせん断伝達性能は低下する傾向が認められた。一方，壁板が偏心配

置されている CES 造耐震壁でも，側柱中心位置が壁厚の範囲にある場合，圧縮側柱の

負担せん断力は偏心壁配置のものと比べて大きく，無偏心壁配置の耐震壁と同程度のせ

ん断伝達性能が期待できることを示した。 

 

第 6 章では，壁筋の周辺フレームへの定着を省略した CES 造耐震壁を対象に静的載

荷実験を行い，当該部材の基本的な構造性能の把握および壁横筋の定着状態の違いが

CES 造耐震壁の構造性能に及ぼす影響についての検討を行った。実験結果から，周辺フ

レームへの定着を省略した試験体の最大耐力は壁縦筋の定着のみを省略した試験体と

同程度の値となることが確認された。最大耐力後の挙動についてみると，せん断破壊先

行型試験体では，周辺フレームへの定着を省略した試験体は壁縦筋のみの定着を省略し

た試験体と比べて耐力低下の勾配が緩やかとなり，変形性能の向上が認められた。両試
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験体ともに，最大耐力付近の部材角から 1 層壁板と梁とのずれが生じているが，周辺フ

レームへの定着を省略した試験体では，それに加えて 1 層壁板と柱とのずれも生じてお

り，1 層壁板の損傷が軽減されたことが原因だと考えられる。一方，曲げ降伏先行型試

験体では，周辺フレームへの定着を省略した試験体は縦筋のみの定着を省略した試験体

と比べて早期に耐力低下が認められた。しかしながら，周辺フレームへの定着を省略し

た試験体は縦筋のみの定着を省略した試験体と比べてコンクリート強度が低く，側柱鉄

骨の降伏強度が高いことから，側柱コンクリートの圧壊が生じやすくなっていることが

考えられ，壁横筋の定着状態は変形性能に影響しないことを明らかにした。 

 

第 7 章では，第 2 章，第 4 章，第 6 章において示した CES 造耐震壁の実験結果を対

象に既往のRC造耐震壁の各ひび割れ強度および終局強度算定式の適応性について検討

した。曲げひび割れ強度は弾性理論に基づくひび割れ強度式を用いており，計算結果は

実験結果を 30%程度過大評価しており，スタブと 1 層のコンクリートを別々に打設した

影響が認められた。せん断ひび割れ強度は主応力式が実験結果との対応が最も良く，ば

らつきが認められた試験体を除く試験体の計算結果は±20%の範囲に収まる傾向を示

した。曲げ終局強度は一般化累加強度理論式および略算式等による算定結果に大きな差

異はみられず，いずれの算定式においても概ね評価可能であることを示した。せん断終

局強度はトラス・アーチ理論式が実験結果との対応が最も良く，計算結果は実験結果を

精度良く評価できることを示した。 

 

第 8 章では，CES 造耐震壁の構造性能評価モデルを提案し，第 2 章において示した壁

縦筋の定着状態の異なる CES 造耐震壁を対象に静的荷重増分解析を実施し，解析モデ

ルの妥当性について検討を行った。CES 造耐震壁の復元力モデルは，両側柱の軸方向抵

抗を表す 2 本のトラス要素および壁板の曲げ，せん断および軸方向抵抗を表すビーム要

素に置換する TVLE モデルを採用した。側柱に H 型鉄骨を用いる CES 造耐震壁では，

コンクリートおよび鉄骨間の付着力が期待できないことから，Axial-Stiffness Model にお

いて側柱の引張側第一剛性は鉄骨の剛性の半分程度と仮定した。また，壁縦筋の定着の

ない試験体では，壁板の引張側の軸剛性および強度をゼロとしたモデルを，定着がある

試験体では，壁板の軸抵抗に Axial-Stiffness Model をそれぞれ用いた。以上の仮定に基

づいた解析モデルは実験における履歴特性および各変形成分を最大耐力付近まで概ね

再現することができることを示した。 
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9.2  今後の課題 

 

本研究で未検討および未解決の事項を以下に列記し，今後の課題とする。 

 

(a) 有開口 CES 造耐震壁の開発 

耐震壁は建物の設計の際に壁板内に扉や窓などを設ける場合が多い。RC 造の場合，

有開口耐震壁の既往の研究は数多くあるものの，開口の形状，単層耐震壁および連層耐

震壁など，有開口耐震壁の構造性能に影響を及ぼす因子は多く，未だ開口による剛性お

よび強度の低減方法の確立に至ってはいないと思われる。CES 造耐震壁においても有開

口耐震壁の設計方法の確立は CES 構造の実用化に向けて重要な課題だと考えられ，今

後，早急に取り組む必要がある。 

 

(b) 壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁の復元力モデル 

本論で提案した CES 造耐震壁の構造性能評価モデルは無偏心壁を対象としている。

第 5 章で示したとおり，壁板が柱に偏心して取り付いた CES 造耐震壁は無偏心壁試験

体と比べて壁板から圧縮側柱脚部へのせん断伝達性能が低下しており，第 7 章において

示したせん断終局強度算定式においてその影響は考慮しておらず，第 8 章に示した CES

造耐震壁の復元力モデルを適用するにあたって，両側柱をトラス要素に置換する際にお

いても，側柱の圧縮剛性の影響を検討するに至ってはいない。また，第 4 章において示

した通り，偏心壁試験体の変形性能は無偏心壁試験体と比べて低下する傾向が認められ

た。今後，限界変形角の算定法を解明し，復元力モデルの拡張を試みたい。 

 

(c) 周辺フレームへの定着を省略した CES 造耐震壁のせん断抵抗機構の解明 

本論では，CES 造耐震壁のせん断終局強度はトラス・アーチ理論式によって精度よく

評価することが可能となっている。しかしながら，第 6 章において示した周辺フレーム

への定着を省略した CES 造耐震壁は壁横筋の定着をほとんど省略していることから，

トラス機構の形成が不可能だと考えられ，トラス・アーチ理論に替わるせん断終局強度

式の提案が必須となる。また，周辺フレームへの定着を省略した耐震壁のせん断伝達機

構の解明は CES 造耐震壁のプレキャスト化の際においても有益な情報となる。今後は

本論で示した FEM 解析モデルを用いて，周辺フレームへの定着を省略した耐震壁のせ

ん断伝達機構について検討を進める予定である。 
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記号 

 

Ae  ：耐震壁の鉄骨および鉄筋を含めた等価断面積 [=CAe+WAe] 

Aw  ：耐震壁の壁厚と側柱中心間距離の積 [=Wt･Wl] 

ah   ：1 組の横筋の断面積 

at   ：引張側柱の鉄骨全断面積 

atg   ：梁鉄骨下フランジの断面積 

bsA   ：梁鉄骨フランジ断面積 

CA   ：耐震壁に接する側柱コンクリートの断面積 

CAe   ：鉄骨を考慮した側柱の等価断面積 [=CA+(n-1)･sCSA] 

mWA   ：壁縦筋の全断面積 

sCSA   ：耐震壁に接する側柱鉄骨の断面積 

WA   ：壁板コンクリートの断面積 [=Wt･l’] 

WAe   ：鉄筋を考慮した壁板の断面積 [=WA+(n-1)mWA] 

ΣA   ：耐震壁の全断面積 

b   ：側柱の幅 

be   ：等価壁厚 [式(7.5.4)] 

D   ：側柱のせい 

Dc   ：圧縮側柱のせい 

d   ：[式(7.5.6)] 

Ec   ：コンクリートのヤング係数 

Es   ：側柱鉄骨のヤング係数 

WEs   ：壁縦筋のヤング係数 

Fc   ：コンクリートの圧縮強度 

WFs   ：耐震壁のコンクリートのせん断ひび割れ強度 [式(7.5.10)] 

WF’
s   ：耐震壁のコンクリートの圧縮場によるせん断強度 [式(7.5.12)] 

Gc   ：コンクリートのせん断弾性係数 [=Ec/(2(1+ν))] 

h   ：想定加力高さ 

hw   ：中間梁上端までの高さ 

WIe   ：鉄筋を考慮した壁板の断面 2 次モーメント 

j   ：応力中心間距離 [=7/8d] 

ckc   ：側柱の圧縮側剛性 [式(8.2.22)] 
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ckt   ：側柱の引張側剛性 [式(8.2.24)] 

wkc   ：壁板の圧縮側剛性 [式(8.2.19)] 

wkt   ：壁板の引張側剛性 [式(8.2.21)] 

L   ：耐震壁の全せい 

Wl   ：耐震壁の側柱中心間距離 

Wla   ：アーチ機構の等価壁長さ [式(7.5.17)，式(8.2.13)] 

Wlt   ：トラス機構の等価壁長さ [式(7.5.16)，式(8.2.12)] 

l’   ：壁板の内法長さ 

M/Q   ：せん断スパン  

Mcr   ：曲げひび割れモーメント 

Mu   ：部材の曲げ終局モーメント 

BSMU   ：耐震壁に接する梁の曲げ終局モーメント 

CSMU   ：耐震壁に接する柱の曲げ終局モーメント 

ccMu   ：側柱コンクリートの曲げ終局モーメント 

cwMu   ：壁板コンクリートの曲げ終局モーメント 

scMu   ：側柱鉄骨の曲げ終局モーメント 

swMu   ：壁板鉄筋の曲げ終局モーメント 

N   ：軸方向力 

n   ：ヤング係数比 

cNy   ：側柱鉄骨の引張降伏強度 [式(8.2.23)] 

ccNu   ：側柱コンクリートの圧縮終局耐力 

cwNu   ：壁板コンクリートの圧縮終局耐力 

scNu   ：側柱鉄骨の圧縮終局耐力 

swNu   ：壁板鉄筋の圧縮終局耐力 

wN   ：壁板部分の断面積に応じた一定軸力 

wNy  ：壁縦筋の引張降伏強度 [式(8.2.20)] 

pg  ：Awに対する柱 1 本の主筋量（鉄骨量）の割合 [=sCSA/Aw･100] 

pse  ：等価壁筋比 [式(7.5.5)] 

pte  ：耐震壁の全断面積に対する引張側柱主筋（鉄骨量）の割合 [式(7.5.3)] 

Wp  ：壁筋比 

Qmcr  ：CES 造耐震壁の曲げひび割れ強度 

Qscr  ：CES 造耐震壁のせん断ひび割れ強度 
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Qsu  ：CES 造耐震壁のせん断終局強度 

Qmax  ：実験における最大耐力 

Qmu  ：CES 造耐震壁の曲げ終局強度 

BSQU  ：耐震壁に接する梁のせん断終局強度 

CSQU  ：耐震壁に接する柱のせん断終局強度 

sQU  ：鉄骨のせん断終局強度 

WQU1  ：斜張力ひび割れによって決まるせん断終局強度 [式(7.5.8)] 

WQU2  ：壁板の斜張力ひび割れ後の耐力によって決まるせん断終局強度 [式(7.5.9)] 

WQ’
U1  ：開口の大きくない耐震壁のせん断終局強度 [式(7.5.11)] 

WQ’
U2  ：開口の大きい耐震壁のせん断終局強度 [式(7.5.13)] 

BTRU  ：垂れ壁・腰壁付き梁の終局強度 5) 

CTRU  ：袖壁付き柱の終局強度 5) 

r  ：耐震壁開口による耐力低減係数 5) 

s  ：横筋の間隔 

Wt  ：壁厚 

Ze  ：鉄骨および鉄筋を含めた等価断面係数 

WZe  ：鉄筋を考慮した壁板の断面係数 

β  ：壁板内の鋼板の形状および寸法による係数 5) 

β  ：トラス機構によるせん断力の負担比 [式(7.5.20)] 

BSβb  ：耐震壁に接する梁の応力状態によって定まる曲げ強度による係数 5) 

BSβs  ：耐震壁に接する梁の応力状態によって定まるせん断強度による係数 5) 

CSβb  ：側柱の応力状態によって定まる曲げ強度による係数 5) 

CSβs  ：側柱の応力状態によって定まるせん断強度による係数 5) 

εc0  ：コンクリートの圧縮強度時ひずみ 

φ  ：トラス機構のコンクリート圧縮束角度 

φcr  ：曲げひび割れ時曲率 

φu  ：曲げ終局時曲率 

γcr  ：せん断ひび割れ強度時せん断ひずみ度 

γsu  ：せん断終局強度時せん断ひずみ度 

κe  ：エネルギー法による形状係数 [=1.2] 

κs  ：応力度法による形状係数 [式(7.3.3)，式(8.2.6)] 

θ  ：アーチ機構のコンクリート圧縮束角度 [式(7.5.18)，式(8.2.14)] 
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ν  ：コンクリート圧縮強度の低減係数 [=0.7-σB/200] 

ν  ：コンクリートのポアソン比（=0.2） 

σB  ：コンクリートの圧縮強度 

σcr  ：コンクリートの割裂強度  

σ0  ：耐震壁の全断面積に対する軸方向応力度 [=N/ΣA] 

σyg  ：梁鉄骨の降伏強度 

bσy  ：梁鉄骨フランジの降伏強度 

cσB  ：=0.75σB 

cσt  ：コンクリートの曲げひび割れ強度 [=0.56√σB] 

mσy  ：壁縦筋の降伏強度 

sσy  ：側柱鉄骨の降伏強度 

Wσy  ：壁筋の降伏強度 

sτcr  ：コンクリートのせん断ひび割れ強度 

WτU  ：耐震壁に接する骨組の耐力によって決まるコンクリートのせん断応力度 
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付録 1  既往の RC 造耐震壁の文献 

 

ここでは，第 7 章の終局強度評価において用いた CES 造耐震壁および既往の RC 造

耐震壁の実験データを示す。付表 1.1 に CES 造耐震壁の耐力計算結果を，付表 1.2 に

RC 造耐震壁の耐力計算結果をそれぞれ示す。 

RC 造耐震壁の試験体数は計 118 体となっている。その内訳は，単層のものが 74 体，

連層のものが 44 体である。破壊形式は，せん断破壊先行型のものが 52 体，曲げ降伏型

のものが 62 体，不明のものが 4 体となっている。さらに，試験体の一部は壁板が柱に

偏心して取り付くものや，コンクリート強度が 50N/mm2 以上の高強度コンクリートも

含まれている。 

以下に文献を記載する。 

 

1) 秋田知芳，倉本洋，松井智哉，島崎伸彦：鉄筋コンクリート造耐震壁の静的加力実験，

コンクリート工学年次論文集，Vol.26，No.2，pp.577-582，2004.7 

2) 櫻井真人，松井智哉，倉本洋：複数開口を有する RC 造耐震壁の破壊モードに及ぼす開

口配置の影響，Vol.32，No.2，pp.415-420，2010.7 

3) 櫻井真人，田中昭，松井智哉，倉本洋：複数開口を有する RC 造耐震壁の破壊モードに

及ぼすせん断スパン比の影響，Vol.33，No.2，pp.469-474，2011.7 

4) 田中昭，櫻井真人，松井智哉，倉本洋：曲げ降伏が先行する複数開口 RC 造耐震壁の構

造性能，Vol.34，No.2，pp.367-372，2012.7 

5) 真田靖士，壁谷澤寿海：早期にせん断破壊する RC 耐震壁の局所せん断力から推察され

る水平抵抗機構，構造工学論文集，Vol53B，pp.95-100，2007.3 

6) 緒方恭子，壁谷澤寿海：曲げ降伏型鉄筋コンクリート耐震壁の変動シアスパン加力実

験，第 6 回コンクリート工学年次講演会論文集，Vol.6，No.1，pp.717-720，1984 

7) 杣木孝裕，壁谷澤寿海：壁厚型鉄筋コンクリート耐震壁の変動シアスパン加力実験，

第 7 回コンクリート工学年次講演会論文集，Vol.7，No.1，pp.369-372，1985 

8) 壁谷澤寿海，阿部洋，橋場久理子：高層耐震壁の耐力と変形能力に関する実験的研究，

コンクリート工学年次論文報告集，Vol.9，No.2，pp.379-384，1987 

9) 松本和行，壁谷澤寿海：高強度鉄筋コンクリート耐震壁の強度と変形能力に関する実

験的研究，コンクリート工学年次論文報告集，Vol.12，No.2，pp.545-550，1990 

10) 松本和行，壁谷澤寿海，倉本洋：シアスパン比の大きい高強度鉄筋コンクリート耐震

壁の静加力実験，コンクリート工学年次論文報告集，Vol.14，No.2，pp.819-824，1992 
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11) 田内浩喜，中村聡宏，勅使川原正臣，神谷隆：連層耐震壁のせん断強度に及ぼす枠柱

の影響，Vol.32，No.2，pp.433-438，2010 

12) 佐藤稔雄，小野新，安達洋，白井伸明，中西三和，杉山公章：鉄筋コンクリート造耐

震壁の弾塑性性状に関する実験研究（その 1~その 2），日本建築学会大会学術講演梗概

集，Vol.52，pp.1645-1648，1977.10 

13) 佐藤稔雄，小野新，安達洋，白井伸明，中西三和，飯塚雅弘：鉄筋コンクリート造耐

震壁の弾塑性性状に関する実験研究（その 3~その 4），日本建築学会大会学術講演梗概

集，Vol.53，pp.1609-1612，1978.8 

14) 佐藤稔雄，小野新，安達洋，白井伸明，中西三和：鉄筋コンクリート造耐震壁の弾塑

性性状に関する実験研究（その 9），日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.55，

pp.1623-1624，1980.8 

15) 小野新，遠藤利根穂，安達洋，中西三和，清水泰：鉄筋コンクリート造耐震壁の耐震

性能に関する総合的研究(その 4-5)，日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.50，

pp.1179-1182，1975.8 

16) 小野新，安達洋，中西三和，清水泰，杉山公章：鉄筋コンクリート造耐震壁の耐震性

能に関する総合的研究(その7)，日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.51，pp.1601-1602，

1976.8 

17) 遠藤利根穂：鉄筋コンクリート造耐震壁の耐震性能に関する総合的研究(その 8)，日本

建築学会大会学術講演梗概集，Vol.51，pp.1603-1604，1976.8 

18) 後藤哲郎，秋山友昭：鉄筋コンクリート造耐震壁の耐震性能に関する総合的研究(その

9)，日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.51，pp.1605-1606，1976.8 

19) 遠藤利根穂，斉藤完治：鉄筋コンクリート造耐震壁の耐震性能に関する総合的研究(そ

の 17)，日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.52，pp.1633-1634，1977.10 

20) 後藤哲郎，秋山友昭：鉄筋コンクリート造耐震壁の耐震性能に関する総合的研究(その

18)，日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.52，pp.1635-1636，1977.10 

21) 伊藤光康，菊田繁美，福田武久，鳥谷利夫：連層耐震壁に関する実験的研究，コンク

リート工学年次論文報告集，Vol.9，No.2，pp.409-412，1987 

22) 平石久廣，川島俊一：鉄筋コンクリート造耐震壁の曲げ降伏以後の変形性状に関する

実験的研究，日本建築学会学術講演梗概集，Vol.59，pp.1941-1944，1984.9 

23) 阪本康平，坂下雅信，河野進，谷昌典：枠柱と端部拘束筋量が耐震壁の曲げ終局変形

性能に及ぼす影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.34，No.2，pp.379-384，2012 

24) 森恭平，藁科誠，坂下雅信，河野進：偏在開口を有する RC 造連層耐震壁の耐震性能に
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関する研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.30，No.2，pp.433-438，2008 

25) 岡田勇佑，吉村純哉，坂下雅信，河野進：有開口 RC 造連層耐震壁のせん断耐力評価方

法の検討，コンクリート工学年次論文集，Vol.34，No.2，pp.373-378，20012 

26) 千葉脩，羽鳥敏明，柳下和男，福沢六朗，渡部丹，久保哲夫：建屋の復元力特性に関

する研究：その 8-10，日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.58，pp.1509-1514，1983.9 

27) 柳下和男，千葉脩，渡部丹，羽鳥敏明，福沢六朗，久保哲夫：建屋の復元力特性に関

する研究：その 21，日本建築学会大会学術講演梗概集，Vol.59，pp.2375-2376，1984.9 

28) 福沢六朗，千葉脩，羽鳥敏明，渡部丹，久保哲夫，山内泰之：建屋の復元力特性に関

する研究：その 37-41，日本建築学会大会学術講演梗概集，B，構造�，pp.847-854，1985.10 

29) 羽鳥敏明，福沢六朗，千葉脩，柳下和男，金子治：建屋の復元力特性に関する研究：

その 59，日本建築学会大会学術講演梗概集，B，構造Ⅰ，pp.1117-1118，1986.7 

30) 前田安治，多賀章，川崎清彦，斉藤芳人，加藤慎司，渡部丹：建屋の復元力特性に関

する研究：その 62-63，日本建築学会大会学術講演梗概集，B，構造Ⅰ，pp.1123-1126，

1986.7 

31) 兼平雄吉，小野里憲一，下山哲男，望月洵：コンクリート工学年次論文集，Vol.27，No.2，

pp.463-468，2005 

32) 東端泰夫，山口育雄，菅野俊介，長嶋俊雄，星野信夫，持田哲雄：曲げ，せん断，軸

力を受ける鉄筋コンクリート耐震壁に関する実験的研究：その 1-2，日本建築学会大会

学術講演梗概集，Vol.50，pp.1189-1192，1975.8 

33) 菅野俊介，長嶋俊雄，木村秀樹：高強度コンクリート耐震壁の強度と変形性能に関す

る実験的研究，日本建築学会大会学術講演梗概集，C，構造�，pp.437-438，1991.8 

34) 斎藤文孝，倉本洋，南宏一：高強度コンクリートを用いた耐震壁のせん断破壊性状に

関する実験的研究，日本建築学会大会学術講演梗概集，C，構造Ⅱ，pp.605-606，1990.9 

35) 熊谷仁志，稲田泰夫，坂口昇，山野辺宏治，香田伸次：高強度コンクリートを用いた

RC 耐震壁の構造特性，日本建築学会大会学術講演梗概集，C，構造Ⅱ，pp.611-612，1990.9 
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付表 1.1  CES 造耐震壁の耐力計算結果 
  CWAS CWBS CWCS CWDS CWAF CWBF CWCF CWDF

Concrete 圧縮強度 σB N/mm2 38.6 42.0 32.3 30.3 41.2 40.1 33.8 35.1

１層 

柱 断面 
B mm 250 250 250 250 250 250 250 250 
D mm 250 250 250 250 250 250 250 250 

柱鉄骨 

平均降伏強度 SσY N/mm2 275 275 298 298  275  275  298 325 

鉄骨断面 

H mm 170 170 170 170 170 170 170 170 
B mm 120 120 120 120 120 120 120 120 
tw mm 6 6 6 6 6 6 6 6 
tf mm 9 9 9 9 9 9 9 9 

鉄骨比 pg - 0.0492 0.049 0.049 0.049  0.049  0.049  0.049 0.049 

梁 断面 
B mm 200 200 200 200 200 200 200 200 
D mm 250 250 250 250 250 250 250 250 

梁鉄骨 

平均降伏強度 SσY N/mm2 275 275 323 323  275  275  323 330 

鉄骨断面 

H mm 148 148 148 148 148 148 148 148 
B mm 100 100 100 100 100 100 100 100 
tw mm 6 6 6 6 6 6 6 6 
tf mm 9 9 9 9 9 9 9 9 

鉄骨比 pg - 0.052 0.052 0.052 0.052  0.052  0.052  0.052 0.052 

壁板 

壁厚 t mm 100 100 100 100 100 100 100 100 
柱心距離 lw mm 1800 1800 1800 1800 1800 1800 1800 1800

壁筋降伏応力 σY N/mm2 345 345 396 396 345 345 396.2 414 
鉄筋比 wp - 0.004 0.004 0.004 0.004  0.004  0.004  0.004 0.004 

各種強度 

最大耐力 Qexp kN 1328 1336 1256 1203  971  1018  924 988 
曲げひび割れ Qfcr kN 341 277 337 320  287  266  192 315 

せん断ひび割れ Qscr kN 440 287 534 234  433  432  480 477 
曲げ降伏 Qfy kN 1181 1207 1226 1176  884  833  815 949 

その他 
せん断スパン比 M/(QL) - 1.1 1.1 1.1 1.1 1.65 1.65 1.65 1.65

軸力 N kN 1260 1260 1135 1086  1260  1260  1135 1230 

曲げひび割れ強度 

計算値 Qmcr kN 532 540 492 477  358  358  323 343 
等価断面 2 次モーメント Ie mm4 1.67E+11 1.66E+11 1.73E+11 1.75E+11 1.66E+11 1.68E+11 1.66E+11 1.68E+11

等価断面係数 Ze mm3 1.63E+08 1.62E+08 1.69E+08 1.70E+08 1.62E+08 1.64E+08 1.62E+08 1.64E+08

等価断面積 Ae mm2 326364 324503 333383 335833 324905 326796 324281 327329 
曲げひび割れ強度 σcr N/mm2 3.5 3.6 3.2 3.1 3.6  3.5  3.3 3.3 

軸方向応力度 σ0 N/mm2 3.9 3.9 3.4 3.2 3.9  3.9  3.5 3.8 

せん断ひび 
割れ強度 

主応力式 

せん断ひび割れ強度 Qscr1 kN 539 555 488 469  551  545  500 518 
せん断ひび割れ応力 sτcr N/mm2 3.5 3.6 3.2 3.0 3.6  3.5  3.2 3.4 
応力度法による係数 κs - 1.17 1.17 1.17 1.17  1.17  1.17  1.17 1.17 

壁全せいと内法長さの比 u - 0.76 0.76 0.76 0.76  0.76  0.76  0.76 0.76 
壁厚と柱幅の比 v - 0.40 0.40 0.40 0.40  0.40  0.40  0.40 0.40 
ひび割れ応力 σt N/mm2 2.1 2.1 1.9 1.8 2.1  2.1  1.9 2.0 
軸方向応力 σ0 N/mm2 3.9 3.9 3.5 3.3 3.9  3.9  3.6 3.8 

菅野式 
せん断ひび割れ強度 Qscr2 kg 830 903 695 652  886  862  727 755 

柱中心間距離の断面積 Aw cm2 1800 1800 1800 1800  1800  1800  1800 1800 
Aw に対する鉄骨比 pg % 1.71 1.71 1.71 1.71  1.71  1.71  1.71 1.71 

下限式 
せん断ひび割れ強度 Qscr2 kN 242 251 225 220  249  246  229 233 
せん断ひび割れ応力 τcr kgf/cm2 13.2 13.7 12.2 12.0  13.6  13.4  12.5 12.7 

曲げ 
終局強度 

簡略式 1 Qmu1 kN 1178 1266 1183 1164  786  844  789 859 
簡略式 2 Qmu2 kN 1229 1311 1229 1208  821  873  821 892 

一般化累加強度理論式 Qmu3 kN 1200 1289 1199 1178  802  857  801 868 

せん断 
終局強度 

荒川式 
広沢式 

荒川式 Qsu1 kN 1024 1060 970 946  861  853  819 841 
広沢式 Qsu2 kN 1269 1319 1188 1154  1160  1146  1081 1109 

等価鉄骨比 pte % 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2  1.2  1.2 1.2 
等価壁筋比 pwh - 0.008 0.008 0.008 0.008  0.008  0.008  0.008 0.008 
等価壁厚 te mm 136.6 136.6 136.6 136.6  136.6  136.6  136.6 136.6 

応力中心間距離 j mm 1684 1684 1684 1684  1684  1684  1684 1684 
有効せい d mm 1925 1925 1925 1925  1925  1925  1925 1925 

軸方向応力度 σ0e N/mm2 4.5 4.5 4.1 3.9 4.5  4.5  4.1 4.4 

SRC 
せん断強度 

せん断終局強度 WQU kN 1088 1135 995 964 1124 1109 1018 1038
斜張力ひび割れで決まるせん断強度 WQU1 kN 319 331 296 289 328 324 302 306 

壁板の斜張力ひび割れ後の耐力で決まる強度 WQU2 kN 1088 1135 995 964 1124 1109 1018 1038
開口が小さい場合のせん断強度 WQ'

U1 kN 1088 1135 995 964 1124 1109 1018 1038
コンクリートのせん断ひび割れ強度 WFs N/mm2 1.77 1.84 1.65 1.61 1.82 1.80 1.68 1.70

コンクリートの圧縮場によるせん断強度 WF's N/mm2 7.02 7.32 6.42 6.22 7.25 7.16 6.57 6.69
骨組の耐力で決まるコンクリートの応力 WτU N/mm2 7.66 7.92 7.42 7.27 7.86 7.77 7.54 8.12

側柱の曲げ強度 CSMU kNm 94 101 82 78 99  97  85 90 
側柱のせん断強度 CSQU kN 383 396 371 363 393 389 377 406 

付帯梁の応力状態から定まる係数 BSβb - 16 16 16 16 16 16 16 16 
付帯柱の応力状態から定まる係数 BSβs - 2 2 2 2 2 2 2 2 

付帯柱アーチ機構角度 tanθc - 0.123 0.123 0.123 0.123 0.123 0.123 0.123 0.123
柱有効幅による低減係数 μ - 1 1 1 1 1 1 1 1 
柱コンクリートの有効幅 b' mm 80 80 80 80 80 80 80 80 

柱鉄骨のせん断降伏強度 csQu kN 234 234 247 247 234 234 247 271 

トラス 
アーチ式 

せん断終局強度 Qsu4 kN 1319 1361 1295 1263  1202  1192  1208 1241 
アーチ等価壁長さ lwa mm 2231 2229 2276 2288  2215  2216  2255 2261 
トラス等価壁長さ lwb mm 2050 2050 2050 2050  2050  2050  2050 2050 

トラス機構の負担比 β1 - 0.41 0.39 0.52 0.54  0.39  0.40  0.50 0.50 
圧縮強度の有効係数 ν1 - 0.51 0.49 0.54 0.55  0.49  0.50  0.53 0.52 

梁鉄骨フランジを含む補強筋比 pwh - 0.012 0.012 0.011 0.011  0.012  0.012  0.011 0.011 

アーチ角度 
tanθ - 0.39 0.39 0.39 0.39  0.28  0.28  0.28 0.28 
cosθ - 0.93 0.93 0.93 0.93  0.96  0.96  0.96 0.96 

側柱の曲げ終局強度 csMu kNm 94 101 82 78 99  97  85 90 
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